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国民の皆様へ

・ 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構（エルモ※１）は、我が国に所在する在
日米軍施設で働く駐留軍等労働者の雇入れ、提供、労務管理、給与及び福利厚生に関
する業務を行うことにより、在日米軍の活動に必要な労働力の確保を図ることを目的
として、平成１４年４月１日に設立されました。

・ 駐留軍等労働者の労務管理等事務については、従来、機関委任事務として関係都県
知事が実施していましたが、地方分権推進計画等により、当該機関委任事務が廃止さ
れ、現在、その大部分の事務をエルモが引き継ぎ実施しています。

・ エルモは、発足以来、独立行政法人通則法（通則法）（平成１１年法律第１０３号）
に基づき防衛大臣（主務大臣）から、エルモが達成すべき業務運営に関する目標につ
いて指示を受け、国民に提供するサービスその他の業務の質の向上、業務運営の効率
化及びその他業務運営に関する各種施策等の推進など、確実な業務運営に努めていま
す。

・ 具体的には、駐留軍等労働者の募集についてスマートフォンなどからアクセス可能
なインターネットによる受付を行うなどＩＴ化を推進するとともに、ほう賞、制服及
び保護衣、成人病予防健康診断、業務災害に対する特別援護金の支給など駐留軍等労
働者の福利厚生業務の一層の充実を図るなど、業務の効率化及びサービスの向上等に
努めています。

・ なお、平成２６年度に通則法が改正され、それまでエルモは、５年ごとの中期目標
の達成に向け、中期計画及び年度計画を作成していましたが、平成２７年４月からは
行政執行法人に移行し、通則法第３５条の１０の規定に基づき、毎事業年度、防衛大
臣から年度目標の指示を受けて事業計画を作成することとなりました。

・ エルモは、上記の目標・計画により業務を実施しており、これらの業務実績等につ
いては、通則法第３５条の１１の規定に基づき、防衛大臣の評価を受けることとなり
ました。

・ なお、行政執行法人への移行に先立ち、平成２７年３月３日に法人運営に関する基
本的事項として、新たにエルモの運営基本理念及び役職員の行動指針を定めました。

・ また、平成２７事業年度には、米陸軍経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者の労
務管理等業務を実施するため、エルモ設立以来初の新設となる京丹後支部を発足させ
ました。

・ 日米安全保障体制は、我が国の安全保障の基軸であり、我が国周辺の安全保障環境
が一層厳しさを増す中で、米国と緊密に協力し、日米同盟を強化することが我が国の
みならず、地域の平和と安定のためこれまで以上に重要となっております。

エルモは、その一翼を担うという使命を果たし続けるとともに、国民の皆様の期待
に応えるため懸命の努力をしていきますので、引き続き御理解と御支援を賜りますよ
うお願いいたします。

・ 本書は、平成２７事業年度における業務実績について、防衛大臣の評価を受けるた
めに提出する報告書※２として作成したものですが、本報告書が国民の皆様にとりま
してもエルモの業務等の理解に役立つものとなれば幸いです。

※１ 国民の皆様にとってなじみやすく、容易に記憶できる呼称として、平成２５年１月に商標登録したもの。
※２ 本書は、通則法第３５条の１１第３項の業務実績等報告書及び同法第３８条第２項の事業報告書を兼ねるものであ

り、事業報告書に該当する章は、第１章、第３章から第５章です。
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エルモに関する基礎的な情報

１ 法人の概要

（１）エルモの役割

我が国は日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６条に基づ
き米国に施設及び区域を提供し、米国はその軍隊を我が国に駐留させています。

在日米軍がその任務を達成するために必要な労働力は、「日本国とアメリカ合衆国
との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国におけ
る合衆国軍隊の地位に関する協定」（地位協定）第１２条４により、「日本国の当局
の援助を得て充足される」こととなっています。

このことから、防衛省は、在日米軍の任務達成のために必要な労務の円滑な充足と
労働者の権利利益の擁護を図るとの観点から、在日米軍が必要とする労働者(駐留軍
等労働者)を雇用し、その労務を提供するいわゆる「間接雇用方式」を採ってきてい
ます。

この方式による労務提供を実施するため、防衛省と在日米軍の間で、
① 各軍の司令部や部隊等の事務員、技術要員、運転手、警備員等を対象とする基

本労務契約（ ＭＬＣ ）
Master Labor Contract

② 非戦闘的勤務として在日米軍用船舶に乗り込む船員を対象とする船員契約
（ ＭＣ ）
Mariner's Contract

③ 施設内の食堂、売店等の地位協定第１５条に規定する諸機関（諸機関）のウェ
イトレス、販売員等を対象とする諸機関労務協約（ ＩＨＡ ）

Indirect Hire Agreement

の労務提供契約が締結されています。
これらの労務提供契約においては、提供される駐留軍等労働者の資格要件、労務管

理の行い方、その日米の業務分担、給与その他の勤務条件の内容、労務経費の日米負
担区分等、在日米軍への労務提供に関する具体的諸条件が細かく取り決められていま
す。

労務提供契約における日本側の労務管理等事務は、防衛省とエルモとが分担して処
理しています。

防衛省は、在日米軍との労務提供契約の締結、所要経費の概算要求等の基本に関す
る事務及び雇用主として自ら実施しなければならない事務を所掌し、エルモは、労務
管理等事務のうち、防衛省が所掌する事務を除く人事手続、給与等の計算、福利厚生
の実施等及び駐留軍等労働者の雇入れ等に関する調査・分析・改善案の作成等の事務
を所掌しています。

労務管理等事務の仕組み

- 2 -

● エルモによる自己評価について

・ 第２章以降の業務実績等については、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の業務運
営並びに財務及び会計に関する省令（平成１３年１２月２１日内閣府令第９３号）等を踏ま
え、年度目標・事業計画に定めた項目ごとに評価指標が設定されています。

・ 評価指標については、先頭にそれぞれ「■」印を付しています。

・ 業務実績等は、評価指標ごとに、次に掲げる事項を記載しています。
① 「年度目標・事業計画の実施状況」
② 「業務運営の実施状況」
③ エルモが自ら行った「評定、評定理由」

・ さらに、上記の各項目ごとに、エルモが行った「自己評価結果」として次に掲げる事項を
記載しています。

① エルモが自ら行った「評定、評定理由」
② 業務運営上の課題が検出された場合には「業務運営の課題・改善方策」
③ 「過去の報告書に記載された改善方策の状況」

・ 自己評価の評定については、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構における業務の実
績等に関する評価基準を踏まえ、評語を決定しています。

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構における業務の実績等に関する評価基準について（抜粋）

第４ 年度評価の基準等
１（略）
(1) 項目別評定

ア 評定区分
項目別評定は、年度目標の各項目に対応する事業計画の項目等について、それぞれ以

下の５段階（「Ｂ」を標準とする。）により行う。また、評定項目に複数の指標がある場
合には、指標ごとの評定を総合して当該項目の評定とするものとする。

Ｓ：機構の活動により、事業計画における所期の目標を質的及び量的に上回る顕著
な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対年度目標値の120
％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。

Ａ：機構の活動により、事業計画における所期の目標を上回る成果が得られている
と認められる（定量的指標においては対年度目標値の120％以上）。

Ｂ：事業計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標におい
ては対年度目標値の100％以上120％未満）。

Ｃ：事業計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標にお
いては対年度目標値の80％以上100％未満）。

Ｄ：事業計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改
善を求める（定量的指標においては対年度目標値の80％未満、又はその業務につ
いて業務運営の改善に関する監督上必要な命令をすることが必要と判断される場
合。)

・ 平成２７年度の業務実績に関する項目別自己評価結果については、Ｐ７３～Ｐ７５の一覧
表をご覧下さい。
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エルモに関する基礎的な情報

１ 法人の概要

（１）エルモの役割
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● エルモによる自己評価について
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いて業務運営の改善に関する監督上必要な命令をすることが必要と判断される場
合。)

・ 平成２７年度の業務実績に関する項目別自己評価結果については、Ｐ７３～Ｐ７５の一覧
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（７）組織（平成２７年度末現在）

＜本 部＞

理 事 長
総 務 部 総 務 課

理 事 ・本部内の連絡調整、支部の統括等
・本部の庶務、文書の審査、職員の人事等

理事(非常勤) ・エルモの広報、情報公開等

企 画 室
・業務方法書の作成及び変更、事業計画の作成及び

監 事 変更等

監事(非常勤) 会 計 課
・経理、予算、出納、契約、旅費、管財、物品等

労 務 部 労務企画課
・駐留軍等労働者の雇用制度、給与制度及び福利厚生

制度に係る調査、分析及び改善案の作成並びに渉外
業務等

情報管理室
・在日米軍従業員管理システム等の取りまとめ

管理給与課
・駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の実施並び

にこれらに係る支部への指導監督
・駐留軍等労働者の給与の支給及びこれに係る支部への

指導監督
・統計資料の作成等

厚 生 課
・駐留軍等労働者の福利厚生の実施並びにこれらに係る支部

への指導監督
・統計資料の作成等

評価・監査役
・各事業年度における業務の実績に関する評価、業務実績等報告書の作成及び提出等
・内部監査、会計検査についての連絡及び調整等

三沢支部 （三沢市）

横田支部 （昭島市）

支 横須賀支部（横須賀市）

座間支部 （座間市）

京丹後支部（京丹後市）
部

岩国支部 （岩国市）

佐世保支部（佐世保市）

沖縄支部 （嘉手納町）

- 4 -

（２）エルモの目的・設立

エルモは、駐留軍等労働者の雇入れ、提供、労務管理、給与及び福利厚生に関する
業務を行うことにより、在日米軍に必要な労働力の確保を図ることを目的として、上
述した事務を実施するため、平成１４年４月１日に設立されました。

（３）エルモの主な業務内容

① 労務管理
駐留軍等労働者の人事措置、募集等に関する業務

② 給 与
駐留軍等労働者の給与、退職手当、旅費の計算等に関する業務

③ 福利厚生
駐留軍等労働者のほう賞、制服及び保護衣、成人病予防健康診断等に関する業務

（４）沿 革

平成１４年 ４月 １日 独立行政法人として駐留軍等労働者労務管理機構設立
平成１９年 １月 ９日 防衛庁の省移行により、主務大臣が内閣総理大臣から防衛

大臣に変更

（５）設立の根拠となる法律

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法（機構法）（平成１１年法律第２１７号）

（６）主務大臣（主務省所管課）

防衛大臣（防衛省地方協力局労務管理課）
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・駐留軍等労働者の給与の支給及びこれに係る支部への
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・駐留軍等労働者の福利厚生の実施並びにこれらに係る支部

への指導監督
・統計資料の作成等

評価・監査役
・各事業年度における業務の実績に関する評価、業務実績等報告書の作成及び提出等
・内部監査、会計検査についての連絡及び調整等

三沢支部 （三沢市）

横田支部 （昭島市）

支 横須賀支部（横須賀市）
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（２）エルモの目的・設立

エルモは、駐留軍等労働者の雇入れ、提供、労務管理、給与及び福利厚生に関する
業務を行うことにより、在日米軍に必要な労働力の確保を図ることを目的として、上
述した事務を実施するため、平成１４年４月１日に設立されました。

（３）エルモの主な業務内容

① 労務管理
駐留軍等労働者の人事措置、募集等に関する業務

② 給 与
駐留軍等労働者の給与、退職手当、旅費の計算等に関する業務

③ 福利厚生
駐留軍等労働者のほう賞、制服及び保護衣、成人病予防健康診断等に関する業務

（４）沿 革

平成１４年 ４月 １日 独立行政法人として駐留軍等労働者労務管理機構設立
平成１９年 １月 ９日 防衛庁の省移行により、主務大臣が内閣総理大臣から防衛

大臣に変更

（５）設立の根拠となる法律
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横 田 支 部 〒１９６－００１４
東京都昭島市田中町５６８－１
昭島昭和第２ビル ４階
電話番号 ０４２－５４２－７６６０
Ｆ Ａ Ｘ ０４２－５４２－７６６７

[アクセス］
JR昭島駅北口から徒歩約３分

横須賀支部 〒２３８－００１１
神奈川県横須賀市米が浜通一丁目６番地
村瀬ビル
電話番号 ０４６－８２８－６９５０
Ｆ Ａ Ｘ ０４６－８２８－６９３８

[アクセス］
京浜急行横須賀中央駅から徒歩約１０分

JR横須賀駅から京浜急行バス横須賀駅前
２番(堀之内行き、観音崎行き、防衛大学
校行き)乗車(所要時間約８分)米ヶ浜バス
停下車徒歩約３分

- 6 -

２ 本部・支部の所在地

○ 本 部 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構
〒１０８－００７３
東京都港区三田三丁目１３番１２号
三田ＭＴビル
電話番号 ０３－５７３０－２１６３
Ｆ Ａ Ｘ ０３－５７３０－２１７２
ホームページ http://www.lmo.go.jp

[アクセス］
・都営地下鉄三田駅(A1出口)から徒歩５分
・都営地下鉄泉岳寺駅(A4出口)から徒歩５分
・JR田町駅(西口)から徒歩８分

○ 支 部（８支部）

三 沢 支 部 〒０３３－００１２
青森県三沢市平畑一丁目１番２５号
電話番号 ０１７６－５３－４１６５
Ｆ Ａ Ｘ ０１７６－５２－３０３３

[アクセス］
三沢駅から十和田観光電鉄バス八戸・北浜方面
行き乗車、三沢中央バス停下車(三沢支部前)
(所要時間約１０分)
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○ 本 部 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構
〒１０８－００７３
東京都港区三田三丁目１３番１２号
三田ＭＴビル
電話番号 ０３－５７３０－２１６３
Ｆ Ａ Ｘ ０３－５７３０－２１７２
ホームページ http://www.lmo.go.jp

[アクセス］
・都営地下鉄三田駅(A1出口)から徒歩５分
・都営地下鉄泉岳寺駅(A4出口)から徒歩５分
・JR田町駅(西口)から徒歩８分

○ 支 部（８支部）

三 沢 支 部 〒０３３－００１２
青森県三沢市平畑一丁目１番２５号
電話番号 ０１７６－５３－４１６５
Ｆ Ａ Ｘ ０１７６－５２－３０３３

[アクセス］
三沢駅から十和田観光電鉄バス八戸・北浜方面
行き乗車、三沢中央バス停下車(三沢支部前)
(所要時間約１０分)



エ
ル
モ
に
関
す
る

基
礎
的
な
情
報

第
１
章

－  9  －－  8  －

- 9 -

岩 国 支 部 〒７４０－００２７
山口県岩国市中津町二丁目１５番３５号
電話番号 ０８２７－２１－１２７１
Ｆ Ａ Ｘ ０８２７－２１－１２７３

[アクセス］
JR岩国駅から岩国市営バス藤生線(新寿橋
経由)基地前バス停下車(所要時間約５分)
徒歩約１分

佐世保支部 〒８５７－００５６
長崎県佐世保市平瀬町３番１号
電話番号 ０９５６－２３－７１９１
Ｆ Ａ Ｘ ０９５６－２３－９２２９

[アクセス］
JR佐世保駅みなと口から佐世保米軍基地
方面西へ１㎞(徒歩約１５分)

- 8 -

座 間 支 部 〒２５２－００１１
神奈川県座間市相武台一丁目４６番１号
電話番号 ０４６－２５１－１５４７
Ｆ Ａ Ｘ ０４６－２５１－０６１４

[アクセス］
小田急小田原線相武台前駅から徒歩約５分

京丹後支部 〒６２９－２５０３
京都府京丹後市大宮町周枳１９７５番地
ＭIＣビル１階
電話番号 ０７７２－６８－０９２０
Ｆ Ａ Ｘ ０７７２－６８－０９２１

[アクセス］
京都丹後鉄道宮豊線京丹後大宮駅から徒歩約２０分
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岩 国 支 部 〒７４０－００２７
山口県岩国市中津町二丁目１５番３５号
電話番号 ０８２７－２１－１２７１
Ｆ Ａ Ｘ ０８２７－２１－１２７３

[アクセス］
JR岩国駅から岩国市営バス藤生線(新寿橋
経由)基地前バス停下車(所要時間約５分)
徒歩約１分

佐世保支部 〒８５７－００５６
長崎県佐世保市平瀬町３番１号
電話番号 ０９５６－２３－７１９１
Ｆ Ａ Ｘ ０９５６－２３－９２２９

[アクセス］
JR佐世保駅みなと口から佐世保米軍基地
方面西へ１㎞(徒歩約１５分)

- 8 -

座 間 支 部 〒２５２－００１１
神奈川県座間市相武台一丁目４６番１号
電話番号 ０４６－２５１－１５４７
Ｆ Ａ Ｘ ０４６－２５１－０６１４

[アクセス］
小田急小田原線相武台前駅から徒歩約５分

京丹後支部 〒６２９－２５０３
京都府京丹後市大宮町周枳１９７５番地
ＭIＣビル１階
電話番号 ０７７２－６８－０９２０
Ｆ Ａ Ｘ ０７７２－６８－０９２１

[アクセス］
京都丹後鉄道宮豊線京丹後大宮駅から徒歩約２０分
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３ 資本金（政府出資金）の状況 （平成２７年度末現在）

（単位：百万円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 ８４９ ０ ０ ８４９

資本金合計 ８４９ ０ ０ ８４９

４ 役員及び常勤職員の状況

ア 役員の状況（平成２７年度末現在）

役職 氏 名 任 期 経 歴

自 平成26年 4月 1日 昭和52年 4月 防衛庁入庁
理事長 枡 田 一 彦 平成22年 7月 防衛研究所長

至 平成30年 3月31日 平成23年 8月 防衛省人事教育局長
平成25年 1月 （株）損害保険ジャパン顧問

自 平成26年 4月 1日 昭和58年 4月 防衛庁入庁
理 事 森 佳 美 平成20年 8月 防衛省人事教育局人事計画・補任課長

※１ 至 平成28年 3月31日 平成23年 9月 防衛大学校総務部長

自 平成26年10月 1日 昭和52年 4月 防衛施設庁入庁
理 事 瀬 尾 勝 成 平成23年 8月 九州防衛局次長
(非常勤) 至 平成28年 9月30日 平成25年 7月 アズビル（株）技術部長

自 平成24年 6月19日 平成23年11月 日本労働組合総連合会参与
監 事 山 口 洋 子 （平成26年 6月19日再任）

至 平成28年 6月18日

自 平成26年 1月 1日 平成17年10月 公認会計士東海林伸興事務所
監 事 東海林 伸興 （平成26年 6月 6日再任）
(非常勤) ※２ 至 平成28年 6月 5日

イ 常勤職員の状況

平成２７年度末における常勤職員数は２６５人※３であり、平均年齢は４０．４
歳（前年度は３９．９歳）です。

このうち、国からの出向者は９９人です。

※１ 森理事は、平成２８年４月１日付けで任命（再任）されました。

※２ 東海林監事は、平成２８年６月６日付けで任命（再任）されました。

※３ 平成２８年３月３１日付け退職者（防衛省への異動による退職者を含む。）を除く。

- 10 -

沖 縄 支 部 〒９０４－０２０２
沖縄県中頭郡嘉手納町字屋良１０５８番地１
電話番号 ０９８－９２１－５５３１
Ｆ Ａ Ｘ ０９８－９２１－５５２７

[アクセス］
那覇バスターミナルから系統番号２０番、
２８～２９番、１２０番に乗車、「嘉手納」
バス停下車し６２番に乗車、(所要時間合
計約６０分)「嘉手納町運動公園入口」バ
ス停を下車徒歩約５分
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３ 資本金（政府出資金）の状況 （平成２７年度末現在）

（単位：百万円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 ８４９ ０ ０ ８４９

資本金合計 ８４９ ０ ０ ８４９

４ 役員及び常勤職員の状況

ア 役員の状況（平成２７年度末現在）

役職 氏 名 任 期 経 歴

自 平成26年 4月 1日 昭和52年 4月 防衛庁入庁
理事長 枡 田 一 彦 平成22年 7月 防衛研究所長

至 平成30年 3月31日 平成23年 8月 防衛省人事教育局長
平成25年 1月 （株）損害保険ジャパン顧問

自 平成26年 4月 1日 昭和58年 4月 防衛庁入庁
理 事 森 佳 美 平成20年 8月 防衛省人事教育局人事計画・補任課長

※１ 至 平成28年 3月31日 平成23年 9月 防衛大学校総務部長

自 平成26年10月 1日 昭和52年 4月 防衛施設庁入庁
理 事 瀬 尾 勝 成 平成23年 8月 九州防衛局次長
(非常勤) 至 平成28年 9月30日 平成25年 7月 アズビル（株）技術部長

自 平成24年 6月19日 平成23年11月 日本労働組合総連合会参与
監 事 山 口 洋 子 （平成26年 6月19日再任）

至 平成28年 6月18日

自 平成26年 1月 1日 平成17年10月 公認会計士東海林伸興事務所
監 事 東海林 伸興 （平成26年 6月 6日再任）
(非常勤) ※２ 至 平成28年 6月 5日

イ 常勤職員の状況

平成２７年度末における常勤職員数は２６５人※３であり、平均年齢は４０．４
歳（前年度は３９．９歳）です。

このうち、国からの出向者は９９人です。

※１ 森理事は、平成２８年４月１日付けで任命（再任）されました。

※２ 東海林監事は、平成２８年６月６日付けで任命（再任）されました。

※３ 平成２８年３月３１日付け退職者（防衛省への異動による退職者を含む。）を除く。
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沖 縄 支 部 〒９０４－０２０２
沖縄県中頭郡嘉手納町字屋良１０５８番地１
電話番号 ０９８－９２１－５５３１
Ｆ Ａ Ｘ ０９８－９２１－５５２７

[アクセス］
那覇バスターミナルから系統番号２０番、
２８～２９番、１２０番に乗車、「嘉手納」
バス停下車し６２番に乗車、(所要時間合
計約６０分)「嘉手納町運動公園入口」バ
ス停を下車徒歩約５分
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平成２７年度の業務実績等

概 要

【国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に対する取組】
～駐留軍等労働者の労務管理業務の実施～
○ 労務管理業務を円滑かつ確実に実施しました。
○ 在日米軍の労務要求に対し、１箇月以内に資格要件を満たす者を紹介する率について

９０％以上を達成しました。
○ 駐留軍等労働者の募集をポスター、パンフレット、ラジオ等で広くＰＲしました。
○ 大学訪問や企業説明会への参加など、募集体制の強化を図りました。

～駐留軍等労働者の給与業務の実施～
○ 給与業務を円滑かつ確実に実施しました。
○ 給与に係る調査等について、国からの依頼通り実施し、提示したことにより、国の行

政施策の企画立案に資することができました。

～駐留軍等労働者の福利厚生業務の実施～
○ 福利厚生業務を円滑かつ確実に実施しました。
○ 退職準備研修を実施し、アンケート調査に回答のあった受講者の満足度９０％以上を

達成しました。
○ 基地内窓口の設置について、平成２８年度中に試行的に実施する方向性を得ることが

できました。

【業務運営の効率化に対する取組】
○ エルモの職員８人の要員を縮減しました。
○ 本部組織の部課の統合を行うとともに支部組織における組織のフラット化を行い、支

部課内各係の業務量の平準化に資する業務実施体制の整備を行いました。
○ ４の職位について期間業務職員の更なる活用を実施しました。
○ 組織改編後に実施を求めるとされた業務フロー・コスト分析を開始しました。
○ 新システムの安定的な稼働（システム稼働率９９．９％以上）を確保しました。
○ 次期システムの在り方について検討を開始しました。
○ 情報セキュリティ対策を推進するため、情報セキュリティ教育及び監督検査を実施し

ました。

【その他の取組】
～給与水準の適正化～
○ 国家公務員の給与水準も考慮し、役職員給与の在り方を検証した上で、関係規則の適

切な見直しを行い、その適正化に取り組みました。

～エルモの広報活動～
○ エルモの業務内容等について広く理解が深まるよう、ハローワーク及び地方自治体等

への広報誌の配布、ホームページの活用等により、広報活動を推進しました。

～経ケ岬通信所の駐留軍等労働者に対する業務実施体制の整備～
○ 現地における労務管理等事務の円滑な実施を図るため、平成２７年４月１０日に京丹

後支部を設置し労務管理等業務処理体制を整備しました。

詳しい内容は次ページ以降をご覧ください。

※ 「第２章 １ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置」

に係る「財務の情報及び人員に関する情報」については、財務情報は「第２章３及び４並びに第３章～第５章」（Ｐ

４４～Ｐ４７、Ｐ５９～Ｐ６５）を、人員に関する情報は「第２章 ２ 業務運営の効率化に関する目標を達成する

ためにとるべき措置（１）業務の効率化・組織改編 ア 要員の縮減等」（Ｐ３３～Ｐ３６）をご参照ください。
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平成２７年度の業務実績等

概 要

【国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に対する取組】
～駐留軍等労働者の労務管理業務の実施～
○ 労務管理業務を円滑かつ確実に実施しました。
○ 在日米軍の労務要求に対し、１箇月以内に資格要件を満たす者を紹介する率について

９０％以上を達成しました。
○ 駐留軍等労働者の募集をポスター、パンフレット、ラジオ等で広くＰＲしました。
○ 大学訪問や企業説明会への参加など、募集体制の強化を図りました。

～駐留軍等労働者の給与業務の実施～
○ 給与業務を円滑かつ確実に実施しました。
○ 給与に係る調査等について、国からの依頼通り実施し、提示したことにより、国の行

政施策の企画立案に資することができました。

～駐留軍等労働者の福利厚生業務の実施～
○ 福利厚生業務を円滑かつ確実に実施しました。
○ 退職準備研修を実施し、アンケート調査に回答のあった受講者の満足度９０％以上を

達成しました。
○ 基地内窓口の設置について、平成２８年度中に試行的に実施する方向性を得ることが

できました。

【業務運営の効率化に対する取組】
○ エルモの職員８人の要員を縮減しました。
○ 本部組織の部課の統合を行うとともに支部組織における組織のフラット化を行い、支

部課内各係の業務量の平準化に資する業務実施体制の整備を行いました。
○ ４の職位について期間業務職員の更なる活用を実施しました。
○ 組織改編後に実施を求めるとされた業務フロー・コスト分析を開始しました。
○ 新システムの安定的な稼働（システム稼働率９９．９％以上）を確保しました。
○ 次期システムの在り方について検討を開始しました。
○ 情報セキュリティ対策を推進するため、情報セキュリティ教育及び監督検査を実施し

ました。

【その他の取組】
～給与水準の適正化～
○ 国家公務員の給与水準も考慮し、役職員給与の在り方を検証した上で、関係規則の適

切な見直しを行い、その適正化に取り組みました。

～エルモの広報活動～
○ エルモの業務内容等について広く理解が深まるよう、ハローワーク及び地方自治体等

への広報誌の配布、ホームページの活用等により、広報活動を推進しました。

～経ケ岬通信所の駐留軍等労働者に対する業務実施体制の整備～
○ 現地における労務管理等事務の円滑な実施を図るため、平成２７年４月１０日に京丹

後支部を設置し労務管理等業務処理体制を整備しました。

詳しい内容は次ページ以降をご覧ください。

※ 「第２章 １ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置」

に係る「財務の情報及び人員に関する情報」については、財務情報は「第２章３及び４並びに第３章～第５章」（Ｐ

４４～Ｐ４７、Ｐ５９～Ｐ６５）を、人員に関する情報は「第２章 ２ 業務運営の効率化に関する目標を達成する
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〇 駐留軍等労働者は、平成２７年度末現在、５４の在日米軍施設に在籍しており、日

米安全保障体制を実効性のあるものとするため、在日米軍の活動を支える担い手として

重要な役割を果たしています。

駐留軍等労働者の各年度末現在の在籍者数及び労務提供契約別（ＭＬＣ，ＭＣ，ＩＨ

Ａ）の平成２７年度各月末現在の在籍者数は、次の表のとおりです。

駐留軍等労働者の各年度末現在の在籍者数

（単位：人）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

在籍者数 ２５，２７３ ２５，２００ ２５，３１９

駐留軍等労働者の労務提供契約別の在籍者数

（平成２７年度各月末現在）

（単位：人）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

ＭＬＣ １９，４８４ １９，５２９ １８，９８２ １９，６３２ １９，６５６ １９，６４０

Ｍ Ｃ １４ １４ １３ １４ １４ １４

ＩＨＡ ５，８１７ ５，８５４ ５，６９５ ５，８０５ ５，８１２ ５，７９８

計 ２５，３１５ ２５，３９７ ２４，６９０ ２５，４５１ ２５，４８２ ２５，４５２

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 平均

１９，６８１ １９，７２６ １８，９９２ １９，６６６ １９，６８４ １９，６０５ １９，５２３

１４ １４ １３ １３ １３ １３ １４

５，７９３ ５，７９４ ５，６８０ ５，７３５ ５，７２０ ５，７０１ ５，７６７

２５，４８８ ２５，５３４ ２４，６８５ ２５，４１４ ２５，４１７ ２５，３１９ ２５，３０４

また、駐留軍等労働者の職種は多岐にわたっており、平成２７年４月１日現在の職種数
は、次の表のとおりです。

駐留軍等労働者の職種数
（単位：職種）

基本給表1 基本給表２ 基本給表３ 基本給表５ 基本給表６
区 分

事務・技術 技能・労務 警備・消防 医療関係 看護関係
計

ＭＬＣ ４５７ ３５３ ３４ ２０ ２ ８６６

ＩＨＡ ３４５ １４０ ０ １ ０ ４８６

計 ８０２ ４９３ ３４ ２１ ２ １，３５２
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１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき措置

（１）駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の実施に関する業務

【年度目標】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―

○駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の実施に関する業務（労務管理業
務）
・独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法（平成１１年法律第２１７号。

以下「機構法」という。）第１０条第１項第１号に規定する駐留軍等労働者
の雇入れ、提供及び労務管理の実施に関する業務（同項第４号に規定する附
帯業務を含む。）について、円滑かつ確実に実施すること。

・また、募集については、機構が在日米軍からの労務要求を受けて、ホームペ
ージや公共職業安定所（ハローワーク）等を活用して応募者を募り、その中
から資格要件を満たす者を在日米軍に紹介する方法を採っているところ、在
日米軍からの労務要求に速やかに対応するため、在日米軍から提出された労
務要求書受理後１箇月以内に資格要件を満たす者を在日米軍に紹介する率に
ついて、平成２７年度において９０％以上の維持に努めること。

【事業計画】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置―
○駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の実施に関する業務

・駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の実施に関する業務（在日米軍
からの労務要求書の受理、募集及び人事措置通知書の交付等）を円滑かつ確
実に実施する。

・在日米軍からの労務要求に対し、労務要求書受理後１箇月以内に資格要件を
満たす者を在日米軍に紹介する率について、以下の措置を講ずることにより、
平成２７年度において９０％以上の維持に努める。
＊ア ポスターを作成し、公共職業安定所、学校及び主要駅等に掲示する。

（平成２７年度ポスター作成予定枚数：1,200枚）
＊イ パンフレットを作成し、地方公共団体及び学校等に配布するとともに、

採用希望者への説明に活用する。
（平成２７年度パンフレット作成予定部数：22,300部）

＊ウ 求人情報誌、ラジオ等のメディアを活用する。
＊エ 在日米軍が求める高度な技術力を有する優秀な人材確保のため、大学

訪問や企業説明会への参加を推進する。
＊オ 引き続き効果的な募集を実施していくため、上記施策の検討の資とし

て、応募者にアンケートを実施する。

ア 業務の実施状況

■ 労務管理業務の実施状況※

● 年度目標・事業計画の実施状況
〇 エルモは、在日米軍からの労務要求書による募集、人事措置の事務手続、各種証明

書の発行などの労務管理業務を実施しています。

※ エルモの業務の範囲として、機構法第１０条第１項第１号において、駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の

実施（労働契約の締結及び昇格その他の人事の決定を除く。）に関する業務を行うことと規定されています。
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※ エルモの業務の範囲として、機構法第１０条第１項第１号において、駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の
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〇 雇用管理関係の証明書類（在職証明書、退職証明書等）発行の処理件数は、次の表のと
おりです。

雇用管理関係の証明書類発行の処理件数
（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

処理件数 ４，２２５ ４，５３４ ４，９８９

● 業務運営の状況
実施に当たっては、地方防衛局・地方防衛事務所、在日米軍の現地部隊及び関係機関

と日々調整を行いながら、国内法令、労務提供契約等に基づき適正かつ迅速に事務処理
を行うことにより、駐留軍等労働者へのサービス向上に努めています。

評 定： Ｂ
評定理由： 駐留軍等労働者の労務管理業務については、在日米軍からの労務要求

書による募集、人事措置の事務手続、各種証明書の発行への対応など、
国（防衛省）、在日米軍及び関係機関と連携を図りつつ、円滑かつ確実
に実施しました。

イ 駐留軍等労働者の募集

■ 在日米軍に対する紹介状況（１箇月以内に紹介した割合）

● 年度目標・事業計画の実施状況
駐留軍等労働者の募集については、在日米軍からの労務要求を受けて、ホームページや

ハローワークを活用して応募者を募り、その中から資格要件を満たす者を在日米軍に紹介
する方法を採っています。

ただし、沖縄支部においては、事前に応募者を募集、登録した上で、在日米軍からの労
務要求内容に応じて資格要件を満たす者を選出し紹介する方法（事前募集）を採っていま
す。

いずれかの方法でエルモから紹介を受けた後、在日米軍が面接等を実施の上、採用予定
者を決定しています。

エルモでは、労務要求書受理後１箇月以内に資格要件を満たす者を在日米軍に紹介する
率（以下｢紹介率｣という。）９０％以上を維持するため、メディアを活用し、周知活動に
努めた結果、平成２７年度の紹介率は９４．８％となりました。

● 業務運営の状況
紹介率９０％以上を維持するため、ポスター及びパンフレットを作成し、地方自治体や

ハローワークなどの公的機関及び大学などの教育機関へ配布するとともに、沖縄支部にお
いては求人情報誌を、横須賀支部においてはラジオを活用し、募集の周知活動に努めまし
た。

● 指標の数値
在日米軍に対する紹介状況（１箇月以内に紹介した割合）

（単位：％）

指標等 達成目標 ５年間 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考
平均値

紹介率 平均９０％以上 94．2 95.1 92.5 94.9 94．1 94.8
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消防業務に従事する駐留軍等労働者（MLC） 技能業務に従事する駐留軍等労働者（MLC）

〇 駐留軍等労働者には、常用従業員、高齢従業員、限定期間従業員等の種類があります。
駐留軍等労働者の雇入れについては、支部が、在日米軍の現地部隊が発出する労務要求

書に基づき、ホームページ、公共職業安定所（ハローワーク）を利用して募集し、その応
募者の中から資格要件を満たす者を在日米軍に紹介しています。

駐留軍等労働者の平成２７年度の採用者数及び退職者数は、次の表のとおりです。

駐留軍等労働者の採用者数及び退職者数
（単位：人）

区 分 平成２７年度

採 用 者 ３，７１１

退 職 者 ３，５９９

平成２７年度月別採用者数及び退職者数
（単位：人）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

採用者 ２０１ １７９ ３５３ ８９３ １５８ １６０

退職者 １３８ １０９ １，０５２ １２７ １１６ １８２

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 平均

１７６ ２３４ １７１ ８６６ １６２ １５８ ３０９

１３８ １８５ １，０１７ １３４ １５４ ２４７ ３００

〇 駐留軍等労働者の人事措置は、採用と退職に係るもののほか、在職中の昇格、配置転換
等に係るものがあり、支部が、在日米軍の現地部隊が発出する人事措置要求書に基づき、
翻訳の上記載内容を確認し、対象となる駐留軍等労働者へ交付するための人事措置通知書
を作成しています。

人事措置の件数は、次の表のとおりです。

駐留軍等労働者の人事措置の件数
（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

採用、退職 ６，１８３ ６，６３７ ７，３１０

昇格、配置転換等 １１，２２０ １０，１０１ ９，７６９

計 １７，４０３ １６，７３８ １７，０７９
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〇 雇用管理関係の証明書類（在職証明書、退職証明書等）発行の処理件数は、次の表のと
おりです。

雇用管理関係の証明書類発行の処理件数
（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

処理件数 ４，２２５ ４，５３４ ４，９８９

● 業務運営の状況
実施に当たっては、地方防衛局・地方防衛事務所、在日米軍の現地部隊及び関係機関

と日々調整を行いながら、国内法令、労務提供契約等に基づき適正かつ迅速に事務処理
を行うことにより、駐留軍等労働者へのサービス向上に努めています。

評 定： Ｂ
評定理由： 駐留軍等労働者の労務管理業務については、在日米軍からの労務要求

書による募集、人事措置の事務手続、各種証明書の発行への対応など、
国（防衛省）、在日米軍及び関係機関と連携を図りつつ、円滑かつ確実
に実施しました。

イ 駐留軍等労働者の募集

■ 在日米軍に対する紹介状況（１箇月以内に紹介した割合）

● 年度目標・事業計画の実施状況
駐留軍等労働者の募集については、在日米軍からの労務要求を受けて、ホームページや

ハローワークを活用して応募者を募り、その中から資格要件を満たす者を在日米軍に紹介
する方法を採っています。

ただし、沖縄支部においては、事前に応募者を募集、登録した上で、在日米軍からの労
務要求内容に応じて資格要件を満たす者を選出し紹介する方法（事前募集）を採っていま
す。

いずれかの方法でエルモから紹介を受けた後、在日米軍が面接等を実施の上、採用予定
者を決定しています。

エルモでは、労務要求書受理後１箇月以内に資格要件を満たす者を在日米軍に紹介する
率（以下｢紹介率｣という。）９０％以上を維持するため、メディアを活用し、周知活動に
努めた結果、平成２７年度の紹介率は９４．８％となりました。

● 業務運営の状況
紹介率９０％以上を維持するため、ポスター及びパンフレットを作成し、地方自治体や

ハローワークなどの公的機関及び大学などの教育機関へ配布するとともに、沖縄支部にお
いては求人情報誌を、横須賀支部においてはラジオを活用し、募集の周知活動に努めまし
た。

● 指標の数値
在日米軍に対する紹介状況（１箇月以内に紹介した割合）

（単位：％）

指標等 達成目標 ５年間 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考
平均値

紹介率 平均９０％以上 94．2 95.1 92.5 94.9 94．1 94.8
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消防業務に従事する駐留軍等労働者（MLC） 技能業務に従事する駐留軍等労働者（MLC）

〇 駐留軍等労働者には、常用従業員、高齢従業員、限定期間従業員等の種類があります。
駐留軍等労働者の雇入れについては、支部が、在日米軍の現地部隊が発出する労務要求

書に基づき、ホームページ、公共職業安定所（ハローワーク）を利用して募集し、その応
募者の中から資格要件を満たす者を在日米軍に紹介しています。

駐留軍等労働者の平成２７年度の採用者数及び退職者数は、次の表のとおりです。

駐留軍等労働者の採用者数及び退職者数
（単位：人）

区 分 平成２７年度

採 用 者 ３，７１１

退 職 者 ３，５９９

平成２７年度月別採用者数及び退職者数
（単位：人）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

採用者 ２０１ １７９ ３５３ ８９３ １５８ １６０

退職者 １３８ １０９ １，０５２ １２７ １１６ １８２

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 平均

１７６ ２３４ １７１ ８６６ １６２ １５８ ３０９

１３８ １８５ １，０１７ １３４ １５４ ２４７ ３００

〇 駐留軍等労働者の人事措置は、採用と退職に係るもののほか、在職中の昇格、配置転換
等に係るものがあり、支部が、在日米軍の現地部隊が発出する人事措置要求書に基づき、
翻訳の上記載内容を確認し、対象となる駐留軍等労働者へ交付するための人事措置通知書
を作成しています。

人事措置の件数は、次の表のとおりです。

駐留軍等労働者の人事措置の件数
（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

採用、退職 ６，１８３ ６，６３７ ７，３１０

昇格、配置転換等 １１，２２０ １０，１０１ ９，７６９

計 １７，４０３ １６，７３８ １７，０７９
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駐留軍等労働者の応募状況
【本土】 （単位：人）

区 分 応募者数 インターネット 公共職業安定所
（ハローワーク）

平成23年度 ５，５７５ ３，６６７ ６５.８％ １，９０８ ３４.２％

平成24年度 ７，４７９ ５，４６４ ７３.１％ ２，０１５ ２６.９％

平成25年度 ６，３２６ ４，８０３ ７５.９％ １，５２３ ２４.１％

平成26年度 ６，１９６ ４，６７３ ７５.４％ １，５２３ ２４.６％

平成27年度 ６，５２８ ４，９５８ ７５.９％ １，５７０ ２４.１％

【沖縄】 （単位：人）

区 分 応募者数 インターネット 支 部 窓 口

平成23年度 ５，９２４ ４，０９５ ６９.１％ １，８２９ ３０.９％

平成24年度 ５，３０２ ３，８５３ ７２.７％ １，４４９ ２７.３％

平成25年度 ４，５３６ ３，３９８ ７４.９％ １，１３８ ２５.１％

平成26年度 ４，５７７ ３，５７０ ７８.０％ １，００７ ２２.０％

平成27年度 ４，０２１ ３，１９６ ７９.５％ ８２５ ２０.５％

メディアの活用状況

区 分 実施時期等 相手方等

ポ ス タ ー ・平成２７年４月～ ・公共職業安定所（ハローワーク）

・地方自治体

・大学・専門学校

・駅（三沢支部、横田支部、横須

賀支部、座間支部、岩国支部、

佐世保支部）

・バス（沖縄支部） 等

パンフレット ・平成２７年４月～ ・公共職業安定所（ハローワーク）

・地方自治体

・大学・専門学校 等

エルモ広報誌 ・平成２７年４月、７月、１０月、 ・公共職業安定所（ハローワーク）

平成２８年１月 ・地方自治体 等

求人情報誌 ・平成２７年４月～ ・アグレ、ルーキー及びジェイウ

（年間延べ３６回） ォーム（沖縄支部）

ラ ジ オ ・平成２８年２月、３月 ・ＦＭブルー湘南（横須賀支部）

評 定： Ｂ
評定理由： 事業計画の目標である紹介率９０％以上の維持を達成するため、ポス

ター及びパンフレットの配布、求人情報誌への掲載、ラジオ等を活用し
て効果的な募集の強化・促進を図りました。
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評 定： Ｂ
評定理由： メディアを活用し、募集の周知活動に努めた結果、平成２７年度の紹介

率は９４．８％となり、事業計画の目標である９０％以上の維持を達成
しました。

■ メディアの活用状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
エルモは、応募者の利便性の向上と拡大を図るため、ホームページが開設されたことに

伴い、平成１４年度にインターネットによる求人情報の開始、平成１５年度に沖縄の事前
募集についてインターネットによる応募受付を開始しました。

さらに、本土においては平成１６年度にインターネット、平成１９年度に携帯電話から
の応募受付を開始、平成２３年度からは、スマートフォンからの応募受付を全国で開始し
ています。

また、紹介率９０％以上を維持するため、メディアを活用し、効果的な募集の促進を図
ってきたところです。

平成２７年度においても、紹介率９０％以上を維持するため、前年度に引き続きメディ
アを活用し、効果的な募集の促進を図ってきたところであり、平成２７年度における主な
メディアの活用状況は、次のとおりです。

● 業務運営の状況
① ポスター

毎年度掲示しているハローワーク、学校等に加え、駅へのポスター掲示につい
ては、京丹後支部及び沖縄支部を除く全ての支部において実施し、岩国支部において
はバス停留所やバス及び電車車内にも掲示を実施しました。

さらに、沖縄支部においてはバスの側面に広告する広報活動を実施しました。
② パンフレット

前年度に引き続きパンフレットを地方自治体や大学などに配布しました。パン
フレットの活用については、大学、専門学校等及び企業説明会での募集の流れ等
を説明する際にも活用しました。

③ 求人情報誌（沖縄）
沖縄支部において、応募者へのアンケートで利用率が高いと判明した求人情報誌

（無料頒布）に平成２３年度以降掲載しています。平成２７年度においても、引き
続き求人情報誌（無料頒布）に掲載することにより周知徹底を図りました。

④ ラジオ（横須賀）
横須賀支部において、前年度に引き続き地元ラジオ局を活用し、エルモの募集業務

の一環として参加する企業説明会の告知などエルモの募集業務をＰＲしました。

広島電鉄電車車内（岩国支部） ＪＲ呉駅（岩国支部）
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駐留軍等労働者の応募状況
【本土】 （単位：人）

区 分 応募者数 インターネット 公共職業安定所
（ハローワーク）

平成23年度 ５，５７５ ３，６６７ ６５.８％ １，９０８ ３４.２％

平成24年度 ７，４７９ ５，４６４ ７３.１％ ２，０１５ ２６.９％

平成25年度 ６，３２６ ４，８０３ ７５.９％ １，５２３ ２４.１％

平成26年度 ６，１９６ ４，６７３ ７５.４％ １，５２３ ２４.６％

平成27年度 ６，５２８ ４，９５８ ７５.９％ １，５７０ ２４.１％

【沖縄】 （単位：人）

区 分 応募者数 インターネット 支 部 窓 口

平成23年度 ５，９２４ ４，０９５ ６９.１％ １，８２９ ３０.９％

平成24年度 ５，３０２ ３，８５３ ７２.７％ １，４４９ ２７.３％

平成25年度 ４，５３６ ３，３９８ ７４.９％ １，１３８ ２５.１％

平成26年度 ４，５７７ ３，５７０ ７８.０％ １，００７ ２２.０％

平成27年度 ４，０２１ ３，１９６ ７９.５％ ８２５ ２０.５％

メディアの活用状況

区 分 実施時期等 相手方等

ポ ス タ ー ・平成２７年４月～ ・公共職業安定所（ハローワーク）

・地方自治体

・大学・専門学校

・駅（三沢支部、横田支部、横須

賀支部、座間支部、岩国支部、

佐世保支部）

・バス（沖縄支部） 等

パンフレット ・平成２７年４月～ ・公共職業安定所（ハローワーク）

・地方自治体

・大学・専門学校 等

エルモ広報誌 ・平成２７年４月、７月、１０月、 ・公共職業安定所（ハローワーク）

平成２８年１月 ・地方自治体 等

求人情報誌 ・平成２７年４月～ ・アグレ、ルーキー及びジェイウ

（年間延べ３６回） ォーム（沖縄支部）

ラ ジ オ ・平成２８年２月、３月 ・ＦＭブルー湘南（横須賀支部）

評 定： Ｂ
評定理由： 事業計画の目標である紹介率９０％以上の維持を達成するため、ポス

ター及びパンフレットの配布、求人情報誌への掲載、ラジオ等を活用し
て効果的な募集の強化・促進を図りました。
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評 定： Ｂ
評定理由： メディアを活用し、募集の周知活動に努めた結果、平成２７年度の紹介

率は９４．８％となり、事業計画の目標である９０％以上の維持を達成
しました。

■ メディアの活用状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
エルモは、応募者の利便性の向上と拡大を図るため、ホームページが開設されたことに

伴い、平成１４年度にインターネットによる求人情報の開始、平成１５年度に沖縄の事前
募集についてインターネットによる応募受付を開始しました。

さらに、本土においては平成１６年度にインターネット、平成１９年度に携帯電話から
の応募受付を開始、平成２３年度からは、スマートフォンからの応募受付を全国で開始し
ています。

また、紹介率９０％以上を維持するため、メディアを活用し、効果的な募集の促進を図
ってきたところです。

平成２７年度においても、紹介率９０％以上を維持するため、前年度に引き続きメディ
アを活用し、効果的な募集の促進を図ってきたところであり、平成２７年度における主な
メディアの活用状況は、次のとおりです。

● 業務運営の状況
① ポスター

毎年度掲示しているハローワーク、学校等に加え、駅へのポスター掲示につい
ては、京丹後支部及び沖縄支部を除く全ての支部において実施し、岩国支部において
はバス停留所やバス及び電車車内にも掲示を実施しました。

さらに、沖縄支部においてはバスの側面に広告する広報活動を実施しました。
② パンフレット

前年度に引き続きパンフレットを地方自治体や大学などに配布しました。パン
フレットの活用については、大学、専門学校等及び企業説明会での募集の流れ等
を説明する際にも活用しました。

③ 求人情報誌（沖縄）
沖縄支部において、応募者へのアンケートで利用率が高いと判明した求人情報誌

（無料頒布）に平成２３年度以降掲載しています。平成２７年度においても、引き
続き求人情報誌（無料頒布）に掲載することにより周知徹底を図りました。

④ ラジオ（横須賀）
横須賀支部において、前年度に引き続き地元ラジオ局を活用し、エルモの募集業務

の一環として参加する企業説明会の告知などエルモの募集業務をＰＲしました。

広島電鉄電車車内（岩国支部） ＪＲ呉駅（岩国支部）
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【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 労務管理業務を円滑かつ確実に実施するとともに、駐留軍等労働者の

募集については、メディアを活用した効果的な募集の強化・促進及び大
学訪問や企業説明会への参加による募集体制の強化を図り、アンケート
を着実に実施するとともに、応募者の負担軽減、ポスターやパンフレッ
ト等の掲示・配布場所等についてより効果的な募集を実施するため、ア
ンケート様式の見直しを行い、周知活動に努めた結果、平成２７年度の
紹介率は９４．８％となり、事業計画の目標である９０％以上の維持を
達成しました。

業務運営上の課題・改善方策
平成２６事業年度における業務実績の評価の結果での指摘事項（メディアを活

用した募集施策についての継続的な見直し）については、応募者のアンケート結
果から、米軍基地近隣の住民に対し｢駐留軍等労働者の募集｣について認知を高め
ることがより効果的な募集に繋がるものと考え、メディアを活用した募集施策に
ついて効果的な募集を実施するため、引き続き応募者へのアンケートを確実に実
施するとともに、継続的な見直しを実施することとしています。
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■ 大学訪問や企業説明会への参加の推進状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
在日米軍から求められるエンジニア系の職種など高度な技術力を資格要件とする労

務要求については、紹介までに時間を要することが多く、特に、神奈川県においては
その状況がより深刻でした。

この状況を改善するため、平成２４年度から横須賀支部及び座間支部において、在
日米軍と共に米軍基地が所在する地域の商工会議所の主催する企業説明会への参加
や、高度な知識を持つ応募者を発掘するため、工学及び船舶関係の学部を有する近隣
の大学、語学関係の専門学校等に訪問し募集業務を実施することにより、高度な知識
を有する応募者の発掘に努めているところです。

平成２７年度においても、前年度に引き続き、企業説明会については、三沢支部、
横田支部、横須賀支部、座間支部、岩国支部及び沖縄支部において参加し、募集業務
を実施しました。

大学等訪問については、三沢支部、横田支部、横須賀支部、座間支部、岩国支部、
佐世保支部及び沖縄支部において、支部近隣の大学や専門学校等へ訪問し、募集業務
を実施しました。

● 業務運営の状況
大学等訪問及び企業説明会では、在日米軍と支部が協力して駐留軍等労働者の仕事

内容、職場環境の案内、募集手続に関する説明を実施しました。

評 定： Ｂ
評定理由： 在日米軍が求める高度な技術力を有する優秀な人材の確保のため、大

学等訪問及び企業説明会に積極的に参加するなど、募集体制の強化を図
りました。

■ 応募者へのアンケート実施状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
応募者へのアンケートについては、平成１５年度から駐留軍等労働者の募集業務の

サービス向上及び業務改善を図るため、在日米軍からの労務要求に対する応募者等に
対し、募集業務に関するアンケート調査を実施しています。

平成２７年度においても、引き続き効果的な募集を実施するため、実施計画に掲げ
ている募集施策の検討の資として、アンケートを実施しました。

● 業務運営の状況
平成２６事業年度における業務実績の評価の結果での指摘事項（メディアを活用し

た募集施策についての継続的な見直し）については、平成２６年度応募者からのアン
ケート調査の結果、｢米軍基地での仕事を何で知ったか｣の質問においては、｢エルモ
ホームページ（携帯及びスマートフォンを含む。）｣の回答（平成26年度:41.6％）が
最も多かったことから、エルモ設立以来順次拡充してきたインターネットを活用した
募集施策は効果があったと考えられます。

また、同質問に対する回答で次に多かったのは、｢家族・友人等｣（平成26年度:24.
0％）でした。このことから、米軍基地近隣の住民に対し｢駐留軍等労働者の募集｣に
ついて認知を高めることがより効果的な募集に繋がるものと考え、市区町村の役所等
へのポスター掲示等に加え、本土では基地周辺の駅等へのポスター掲示、沖縄におい
てはバス広告などのメディアを活用することとしたところです。

以上の状況の変化を踏まえ、引き続き効果的な募集を実施するため、アンケート内
容の見直しを行いました。

評 定： Ｂ
評定理由： 引き続き効果的な募集を実施するため、アンケートを着実に実施する

とともに、新たな施策の効果を検証するなどのためアンケート様式の見
直しを行いました。
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【自己評価結果】
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〇 月例給与、夏季手当、年末手当の計算を実施しています。
支給対象者数及びその金額は、次の表のとおりです。

月例給与、夏季手当、年末手当の支給対象者数及びその金額
（単位：人、百万円）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度
区 分

対象者数 金額 対象者数 金額 対象者数 金額

４月月例給与 25,999 8,220 25,683 8,937 25,636 8,104

５月月例給与 25,781 8,052 25,663 8,029 25,666 8,085

夏季手当 24,906 13,328 24,822 12,695 24,746 13,939

６月月例給与 25,808 8,115 25,662 8,119 25,650 8,401

７月月例給与 25,847 8,052 25,808 8,025 25,917 8,306

８月月例給与 25,712 8,043 25,652 8,073 25,730 8,343

９月月例給与 25,762 7,977 25,684 8,015 25,769 8,264

10月月例給与 25,741 8,097 25,726 8,088 25,855 8,370

11月月例給与 25,727 8,118 25,737 8,069 25,813 8,436

年末手当 24,850 13,602 24,883 13,636 24,918 14,963

12月月例給与 25,749 8,207 25,813 8,185 25,911 8,482

１月月例給与 25,822 8,306 25,815 8,321 25,889 8,608

２月月例給与 25,671 8,346 25,641 8,446 25,759 8,612

３月月例給与 25,690 8,062 25,632 8,175 25,770 8,401

給与改定差額 － － 26,337 1,585 28,171 1,114

計 359,065 124,524 384,558 126,398 387,200 130,428

注：金額は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

〇 退職手当は、雇用が終了する常用従業員に支給されるもので、その支給対象者数及び金
額は、次の表のとおりです。

退職手当の支給対象者数及びその金額
（単位：人、百万円）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度
区 分

対象者数 金額 対象者数 金額 対象者数 金額

定 年 352 4,628 399 5,155 421 2,385

辞 職 等 445 2,778 487 3,236 385 4,936

計 797 7,406 886 8,391 806 7,321

注：金額は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

〇 旅費の処理件数及びその金額は、次の表のとおりです。

旅費の処理件数及びその金額
（単位：件、百万円）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度
区 分

処理件数 金額 処理件数 金額 処理件数 金額

内国旅行 39,336 232 40,483 302 40,638 321
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（２）駐留軍等労働者の給与の支給に関する業務

【年度目標】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―
○駐留軍等労働者の給与の支給に関する業務（給与業務）

・独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法（平成１１年法律第２１７号。
以下「機構法」という。）第１０条第１項第２号に規定する駐留軍等労働者
の給与の支給に関する業務（同項第４号に規定する附帯業務を含む。）につ
いて、円滑かつ確実に実施すること。

・また、機構では、駐留軍等労働者の給与等の計算業務を通じて、これまでの
支払額等の情報を蓄積していることから、国からの求めに応じ、行政施策の
企画立案に資するため、駐留軍等労働者の給与に係る調査及び分析並びに改
善案の作成を行い、国に提示すること。

【事業計画】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置―
○駐留軍等労働者の給与の支給に関する業務

・駐留軍等労働者の給与の支給に関する業務（給与、旅費に係る計算及び書類
作成等）を円滑かつ確実に実施する。

・国の行政施策の企画立案に資するため、国からの求めに応じ、「駐留軍等労
働者給与等実態調査」等の駐留軍等労働者の給与に係る調査及び分析並びに
改善案の作成を行い、国に提示する。

ア 業務の実施状況

■ 給与業務の実施状況※

● 年度目標・事業計画の実施状況
〇 駐留軍等労働者の給与及び旅費の支給に当たっては、在日米軍から提出された就業記録

や旅行許可証の確認を行い、計算及び支給に関する書類作成を実施しています。
また、その他にも駐留軍等労働者からの諸手当届出の受理・審査、諸手当の支給が適正

であるかどうかを確認する随時確認の実施、給与に関する各種証明書の発行など給与に関
する様々な業務を実施しています。

※ エルモの業務の範囲として、機構法第１０条第１項第２号において、駐留軍等労働者の給与の支給（額の決定及び給与の支

払を除く。）に関する業務を行うことと規定されています。
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また、その他にも駐留軍等労働者からの諸手当届出の受理・審査、諸手当の支給が適正

であるかどうかを確認する随時確認の実施、給与に関する各種証明書の発行など給与に関
する様々な業務を実施しています。

※ エルモの業務の範囲として、機構法第１０条第１項第２号において、駐留軍等労働者の給与の支給（額の決定及び給与の支

払を除く。）に関する業務を行うことと規定されています。
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配布し、予算概算要求等に係る資料作成や労働問題に関する研究等に当たっての基礎
資料として使用されています。

駐留軍等労働者給与等実態調査報告書

の表紙（左）とその内容の一部（右）

● 業務運営の状況
旧格差給等受給者の推移に係るデータ等定期的に報告を求められている調査等につ

いては所定の期日まで、祝日給の支給実績等突発的な調査等については国が求めた期
日までに提示することができました。

評 定： Ｂ
評定理由： 国（防衛省）からの依頼通り調査等を実施し、平成２７年度は５１件

の給与に係る調査等を行い、国に提示したことにより、国の行政施策の
企画立案に資することができました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 給与業務の円滑かつ確実な実施及び調査等の実施により、駐留軍等労

働者へのサービス及び国の行政施策の企画立案に資することができまし
た。
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外国旅行 358 56 660 113 820 149

計 39,694 288 41,143 414 41,458 470

注：金額は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

〇 扶養手当、通勤手当、住居手当等の諸手当の届出の受理・審査、扶養手当、通勤手当及
び住居手当の受給資格の確認（随時確認）の件数は、次の表のとおりです。

諸手当の届出の受理・審査、随時確認の件数
（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

届 出・審 査 １２，６３５ １４，０３２ １３，１２３

随 時 確 認 ２３，４０５ ２３，０８７ ２３，０４１

計 ３６，０４０ ３７，１１９ ３６，１６４

注：随時確認については、扶養、通勤、住居手当の３手当をまとめて確認し、合わせて

１件として計上している。

〇 給与関係の証明書類（給与証明書等）発行の処理件数は、次の表のとおりです。

給与関係の証明書類発行の処理件数
（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

処 理 件 数 ２，８３８ ２，５５４ ２,５３３

● 業務運営の状況
給与業務の実施に当たっては、地方防衛局・地方防衛事務所、在日米軍の現地部隊及

び関係機関と日々調整を行いながら、国内法令、労務提供契約等に基づき適正かつ迅速
に事務処理を行うことにより、駐留軍等労働者へのサービス向上に努めています。

また、国家公務員の給与改定に伴い、駐留軍等労働者の給与改定を実施するとされたこ
とから、給与の引上げ、改定差額の遡及分の支給等の給与改定作業を遅滞なく実施しまし
た。

評 定： Ｂ
評定理由： 駐留軍等労働者の給与業務については、在日米軍から提出された就業

記録・旅行許可証に基づく給与及び旅費計算の実施、三手当随時確認の
実施、各種証明書の発行、年末調整など、国（防衛省）、在日米軍及び
関係機関と連携を図りつつ、円滑かつ確実に実施しました。

イ 給与に係る調査及び分析並びに改善案の作成

■ 給与に係る調査及び分析並びに改善案の作成、国への提示状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
国（防衛省）からの求めに応じ、従業員管理システムに蓄積した駐留軍等労働者の給与

支払額等のデータを分析し、平成２７年度は５１件の調査を行い、国に提示しました。
また、毎年４月１日現在における駐留軍等労働者の給与等の実態を把握することを目

的として、給与のほか勤務場所、職種、年齢等を調査し、基本給表別・等級別・年齢別
等の平均給与月額や平均手当月額等を内容とする「駐留軍等労働者給与等実態調査報告
書」を作成しています。

作成した報告書については、国、在日米軍、関係省庁、大学図書館等、計３９か所に



第
２
章

平
成
27
年
度
の

業
務
実
績
等

－  24  －－  23  －

- 24 -

配布し、予算概算要求等に係る資料作成や労働問題に関する研究等に当たっての基礎
資料として使用されています。

駐留軍等労働者給与等実態調査報告書

の表紙（左）とその内容の一部（右）

● 業務運営の状況
旧格差給等受給者の推移に係るデータ等定期的に報告を求められている調査等につ

いては所定の期日まで、祝日給の支給実績等突発的な調査等については国が求めた期
日までに提示することができました。

評 定： Ｂ
評定理由： 国（防衛省）からの依頼通り調査等を実施し、平成２７年度は５１件

の給与に係る調査等を行い、国に提示したことにより、国の行政施策の
企画立案に資することができました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 給与業務の円滑かつ確実な実施及び調査等の実施により、駐留軍等労

働者へのサービス及び国の行政施策の企画立案に資することができまし
た。
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外国旅行 358 56 660 113 820 149

計 39,694 288 41,143 414 41,458 470

注：金額は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

〇 扶養手当、通勤手当、住居手当等の諸手当の届出の受理・審査、扶養手当、通勤手当及
び住居手当の受給資格の確認（随時確認）の件数は、次の表のとおりです。

諸手当の届出の受理・審査、随時確認の件数
（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

届 出・審 査 １２，６３５ １４，０３２ １３，１２３

随 時 確 認 ２３，４０５ ２３，０８７ ２３，０４１

計 ３６，０４０ ３７，１１９ ３６，１６４

注：随時確認については、扶養、通勤、住居手当の３手当をまとめて確認し、合わせて

１件として計上している。

〇 給与関係の証明書類（給与証明書等）発行の処理件数は、次の表のとおりです。

給与関係の証明書類発行の処理件数
（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

処 理 件 数 ２，８３８ ２，５５４ ２,５３３

● 業務運営の状況
給与業務の実施に当たっては、地方防衛局・地方防衛事務所、在日米軍の現地部隊及

び関係機関と日々調整を行いながら、国内法令、労務提供契約等に基づき適正かつ迅速
に事務処理を行うことにより、駐留軍等労働者へのサービス向上に努めています。

また、国家公務員の給与改定に伴い、駐留軍等労働者の給与改定を実施するとされたこ
とから、給与の引上げ、改定差額の遡及分の支給等の給与改定作業を遅滞なく実施しまし
た。

評 定： Ｂ
評定理由： 駐留軍等労働者の給与業務については、在日米軍から提出された就業

記録・旅行許可証に基づく給与及び旅費計算の実施、三手当随時確認の
実施、各種証明書の発行、年末調整など、国（防衛省）、在日米軍及び
関係機関と連携を図りつつ、円滑かつ確実に実施しました。

イ 給与に係る調査及び分析並びに改善案の作成

■ 給与に係る調査及び分析並びに改善案の作成、国への提示状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
国（防衛省）からの求めに応じ、従業員管理システムに蓄積した駐留軍等労働者の給与

支払額等のデータを分析し、平成２７年度は５１件の調査を行い、国に提示しました。
また、毎年４月１日現在における駐留軍等労働者の給与等の実態を把握することを目

的として、給与のほか勤務場所、職種、年齢等を調査し、基本給表別・等級別・年齢別
等の平均給与月額や平均手当月額等を内容とする「駐留軍等労働者給与等実態調査報告
書」を作成しています。

作成した報告書については、国、在日米軍、関係省庁、大学図書館等、計３９か所に
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〇 駐留軍等労働者に対する福利厚生事業の概要及び実施状況については、次のとおりで
す。

a ほう賞
職場における節約・能率又は改善に貢献する考案・発明、勤務成績が優秀な駐留軍等労働

者あるいは公共の利益となる功績等があった駐留軍等労働者に対しほう賞を支給しているも

のです。

b 災害見舞金
駐留軍等労働者の住居や家財が、水害や火災、震災、台風等の損害を受けた場合などに見

舞金を支給しているものです。

c 教養文化活動
平成２０年度まで各基地の駐留軍等労働者の各種スポーツ大会などの教養文化活動を実施

していましたが、平成２１年度以降は国に準じて実施していません。

d 制服及び保護衣
制服及び保護衣の着用を義務付けられている特定の職種の駐留軍等労働者に貸与している

ものです。

e 退職準備研修
５０歳以上の常用の駐留軍等労働者に対し、定年退職後の生活設計、健康管理などについ

て必要な知識・情報等の提供を行っているものです。

f 成人病予防健康診断
常用の駐留軍等労働者に対し定期健康診断以外に、胃検査等７項目の検査を検査項目ごと

の対象年齢のうち、受診希望者に実施しているものです。

g 心の健康に係る相談
駐留軍等労働者及びその家族の心の健康対策として、精神的不安、自信喪失等の職場不適

応の軽減、解消を図るため、相談を行っているものです。

h 職場生活相談
駐留軍等労働者の勤務環境の特殊性に起因する職場及び家庭生活における悩み又は不安等

を軽減・解消することを目的として、相談を行っているものです。

i 特別援護金
駐留軍等労働者が業務災害又は通勤災害により死亡した場合、身体に障害が残った場合及

び無給となった場合に労災保険に上乗せして支給しているものです。

j 健康管理室
駐留軍等労働者の健康の保持増進を図るため、国（防衛省）と連携し、国が契約する産業

医及び保健師の活動拠点として、平成２２年度に沖縄支部、平成２３年度に三沢支部、平成

２５年度に佐世保支部、平成２６年度に岩国支部、平成２７年度に座間支部に設置し、産業

医及び保健師による駐留軍等労働者への保健指導、健康相談等を行っているものです。
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（３）駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務

【年度目標】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―
○駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務（福利厚生業務）

・機構法第１０条第１項第３号に規定する駐留軍等労働者への福利厚生の実施
に関する業務（同項第４号に規定する附帯業務を含む。）について、円滑か
つ確実に実施すること。

・また、５０歳を超えた駐留軍等労働者に対し、退職後の生活に必要な知識を
提供することにより不安なく退職後の生活への円滑な移行を図り、もって駐
留軍等労働者の士気を向上させるとともに安定的な労務管理に寄与すること
を目的として実施している退職準備研修について、受講者に対するアンケー
ト調査結果の満足度が９０％以上となるよう努めること。

・駐留軍等労働者のニーズを踏まえ、各種申請書類等の提出等が容易となる基
地内窓口の設置について結論を得ること。

【事業計画】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置―
○駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務

・駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務（ほう賞の支給、制服及び保
護衣の購入・貸与、退職準備研修の実施、成人病予防健康診断の実施、心の
健康に係る相談、業務災害を受けた者等への特別援護金の支給、社会保険の
手続及び定期健康診断・永年勤続表彰の計画及び実施支援等）を円滑かつ確
実に実施する。

・退職準備研修について、過去の受講者に対するアンケート調査結果の分析・
検証を行った上で年間の研修計画を作成し、効果的な実施を図ることにより、
アンケート調査結果の満足度が９０％以上となるよう努める。

・各種申請書類等の受け渡しを基地内でできないかという駐留軍等労働者のニ
ーズを踏まえ、各種申請書類等の提出等が容易となる基地内窓口の設置につ
いて、在日米軍と調整しつつ検討を継続し、結論を得る。

ア 業務の実施状況

■ 福利厚生業務の実施状況※

● 年度目標・事業計画の実施状況
〇 駐留軍等労働者に対する福利厚生事業として、駐留軍等労働者に対するほう賞の支給、

制服及び保護衣の貸与、退職予定者に対する退職準備研修の実施、成人病予防健康診断
の実施、心の健康に係る相談業務等の実施及び業務災害を受けた駐留軍等労働者等に対
する特別援護金の支給等を行っています。

さらに福利厚生に関する業務として、社会保険に係る被保険者の資格取得・喪失等
の手続等を行っています。

※ エルモの業務の範囲として、機構法第１０条第１項第３号及び同条第２項において、駐留軍等労働者の福利厚生の実

施に関する業務を行うことと規定されています。
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〇 駐留軍等労働者に対する福利厚生事業の概要及び実施状況については、次のとおりで
す。

a ほう賞
職場における節約・能率又は改善に貢献する考案・発明、勤務成績が優秀な駐留軍等労働

者あるいは公共の利益となる功績等があった駐留軍等労働者に対しほう賞を支給しているも

のです。

b 災害見舞金
駐留軍等労働者の住居や家財が、水害や火災、震災、台風等の損害を受けた場合などに見

舞金を支給しているものです。

c 教養文化活動
平成２０年度まで各基地の駐留軍等労働者の各種スポーツ大会などの教養文化活動を実施

していましたが、平成２１年度以降は国に準じて実施していません。

d 制服及び保護衣
制服及び保護衣の着用を義務付けられている特定の職種の駐留軍等労働者に貸与している

ものです。

e 退職準備研修
５０歳以上の常用の駐留軍等労働者に対し、定年退職後の生活設計、健康管理などについ

て必要な知識・情報等の提供を行っているものです。

f 成人病予防健康診断
常用の駐留軍等労働者に対し定期健康診断以外に、胃検査等７項目の検査を検査項目ごと

の対象年齢のうち、受診希望者に実施しているものです。

g 心の健康に係る相談
駐留軍等労働者及びその家族の心の健康対策として、精神的不安、自信喪失等の職場不適

応の軽減、解消を図るため、相談を行っているものです。

h 職場生活相談
駐留軍等労働者の勤務環境の特殊性に起因する職場及び家庭生活における悩み又は不安等

を軽減・解消することを目的として、相談を行っているものです。

i 特別援護金
駐留軍等労働者が業務災害又は通勤災害により死亡した場合、身体に障害が残った場合及

び無給となった場合に労災保険に上乗せして支給しているものです。

j 健康管理室
駐留軍等労働者の健康の保持増進を図るため、国（防衛省）と連携し、国が契約する産業

医及び保健師の活動拠点として、平成２２年度に沖縄支部、平成２３年度に三沢支部、平成

２５年度に佐世保支部、平成２６年度に岩国支部、平成２７年度に座間支部に設置し、産業

医及び保健師による駐留軍等労働者への保健指導、健康相談等を行っているものです。
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（３）駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務

【年度目標】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―

○駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務（福利厚生業務）
・機構法第１０条第１項第３号に規定する駐留軍等労働者への福利厚生の実施

に関する業務（同項第４号に規定する附帯業務を含む。）について、円滑か
つ確実に実施すること。

・また、５０歳を超えた駐留軍等労働者に対し、退職後の生活に必要な知識を
提供することにより不安なく退職後の生活への円滑な移行を図り、もって駐
留軍等労働者の士気を向上させるとともに安定的な労務管理に寄与すること
を目的として実施している退職準備研修について、受講者に対するアンケー
ト調査結果の満足度が９０％以上となるよう努めること。

・駐留軍等労働者のニーズを踏まえ、各種申請書類等の提出等が容易となる基
地内窓口の設置について結論を得ること。

【事業計画】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置―
○駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務

・駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務（ほう賞の支給、制服及び保
護衣の購入・貸与、退職準備研修の実施、成人病予防健康診断の実施、心の
健康に係る相談、業務災害を受けた者等への特別援護金の支給、社会保険の
手続及び定期健康診断・永年勤続表彰の計画及び実施支援等）を円滑かつ確
実に実施する。

・退職準備研修について、過去の受講者に対するアンケート調査結果の分析・
検証を行った上で年間の研修計画を作成し、効果的な実施を図ることにより、
アンケート調査結果の満足度が９０％以上となるよう努める。

・各種申請書類等の受け渡しを基地内でできないかという駐留軍等労働者のニ
ーズを踏まえ、各種申請書類等の提出等が容易となる基地内窓口の設置につ
いて、在日米軍と調整しつつ検討を継続し、結論を得る。

ア 業務の実施状況

■ 福利厚生業務の実施状況※

● 年度目標・事業計画の実施状況
〇 駐留軍等労働者に対する福利厚生事業として、駐留軍等労働者に対するほう賞の支給、

制服及び保護衣の貸与、退職予定者に対する退職準備研修の実施、成人病予防健康診断
の実施、心の健康に係る相談業務等の実施及び業務災害を受けた駐留軍等労働者等に対
する特別援護金の支給等を行っています。

さらに福利厚生に関する業務として、社会保険に係る被保険者の資格取得・喪失等
の手続等を行っています。

※ エルモの業務の範囲として、機構法第１０条第１項第３号及び同条第２項において、駐留軍等労働者の福利厚生の実

施に関する業務を行うことと規定されています。
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〇 健康保険証の検認に係る手続の事務処理内容及び事務処理件数については、次のと
おりです。

健康保険証の検認に係る手続事務については、駐健保が被扶養者資格の再確認のた
め調査を実施するに当たり、支部では、駐健保から送付された健康保険被扶養者調査
書及び案内文書等を被保険者である駐留軍等労働者に配布し、また、同労働者から提
出された調査書及び各種証明書類等を確認した上で、駐健保へ提出するなどの処理を
行っています。

健康保険証の検認に係る手続の事務処理件数

（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

処 理 件 数 １３，８３１ １３，５８２ １３，４８２

〇 アスベスト問題に係る取組事項については、アスベストに係る労働者災害補償制度
等（労災補償制度等）の周知事業として、平成２７年度は、第１次分として７月に対
象者６００人のうち住所が確認された１４２人に、第２次分として１月に対象者６０
２人のうち住所が確認された１３２人の合計２７４人に対し、労災補償制度等のパン
フレットを送付しました。

〇 メンタルヘルス対策への取組の推進として、メンタルヘルス小冊子を一部改訂・増
刷し、平成２６年度と同様に新規採用者に配布しました。

また、心の健康に係る相談及び職場生活相談業務の周知を目的としたポケットカー
ドを作成し、全ての駐留軍等労働者に配布しました。

メンタルヘルス小冊子

〇 労働安全衛生法等に基づき実施される定期健康診断等について、国（防衛省）及び
在日米軍と調整し、実施に係る支援を行いました。

〇 勤続期間が１０年、２０年、３０年及び４０年に達した駐留軍等労働者に対する永
年勤続表彰について、国（防衛省）及び在日米軍と調整し、表彰式の計画や実施に係
る支援を行いました。

○ 子育て支援のための保育施策においては、在日米軍施設近隣の保育施設の運営情報
を駐留軍等労働者に提供することを目的に従来から作成しているリーフレット「エル
モからの子育て支援情報」について、新たに「利用者支援事業（※１）」及び「ファミ

Labor Management Organization
for USFJ Employees,Incorporated
Administrative Agency (LMO)

防 衛 省

Ministry of Defense

Government of Japan

独立行政法人
駐留軍等労働者労務管理機構（エルモ）

チェック１

ストレスは、さまざまな出来事がきっかけとなって、引き
起こされます。あなたの身のまわりにストレス要因がない
か、気がつかないうちにストレスに対する反応がでてない
かをチェックしてみましょう。

職場で・・・ 職場以外で・・・

出典：厚生労働省・中央労働災害防止協会「Selfcareこころの健康気づきのヒント集」から引用

あなたの家族、友人、恩師など身近な人に相談してみましょう。
一見、小さなことのようでも相談することによって、ストレスが軽
減されることもあります。

仕事で壁にぶつかったら、職場の上司や同僚などに相談する
のも有効です。あなた一人だけでなく周りの人達も同じ悩み
を抱えているかもしれません。
職場の上司、同僚もあなたからの相談を待っています。話を

よく聴いてもらいましょう。

.上司等からのいじめ、嫌がらせ（「パワー・ハラスメント」）の被害
者であると思っている方は、以下の点に心がけてください。
・ .....「パワー・ハラスメント」を受けたときは一人で我慢しないで、ま
ずは、身近な同僚や信頼する先輩などに相談してください。
・ 相談しても解決しない場合などは基本労務契約等に基づく苦情
処理手続を通して解決を求める方法があります。
・ 各軍の人事部、地方防衛局、地方防衛事務所、労務管理機構
支部及び離対センター等の窓口にも遠慮なく申し出てください。

○ チェックシート（Ｐ５）の点数が多い方は早めに相談しましょう。
..また、点数表（Ｐ６）の点数に限らず心の健康に少しでも不安
を感じる方は相談しましょう。

○ ストレスを軽くするのに、他人に相談することは有効です。
○ あなたが「心の病気」を発病しても、専門医に相談し、治療す
れば治ります。
相談することが大事なのです。
まずは、次のようにしてみたらいかがでしょうか。
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駐留軍等労働者に対する福利厚生事業の実施状況

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

受 賞 者 数 4,296人 4,052人 4,167人
a ほ う 賞

金 額 177百万円 171百万円 175百万円

支 給 件 数 3件 3件 0件
b 災 害 見 舞 金

金 額 1百万円 1百万円 0百万円

参 加 者 数 ― ― ―
c 教 養 文 化 活 動

金 額 ― ― ―

貸 与 数 約71,000点 約70,000点 約91,000点
d 制 服 及 び 保 護 衣

金 額 315百万円 276百万円 290百万円

受 講 者 数 471人 609人 635人
e 退 職 準 備 研 修

金 額 1百万円 1百万円 1百万円

受 診 者 数 9,896人 9,251人 9,945人
f 成 人 病 予 防 健 康 診 断

金 額 34百万円 32百万円 33百万円

相 談 件 数 315件 688件 601件
g 心 の 健 康 に 係 る 相 談

金 額 1百万円 2百万円 2百万円

相 談 件 数 541件 600件 386件
h 職 場 生 活 相 談

金 額 9百万円 7百万円 3百万円

i 特 別 援 護 金 契約金額等 12百万円 26百万円 28百万円

保健指導等
j 健 康 管 理 室 3,265件 5,268件 6,474件

件 数

事 業 費 計 549百万円 515百万円 533百万円

注：金額は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

〇 社会保険等の手続の事務処理内容及び事務処理件数については、次のとおりです。

社会保険等の手続事務については、支部において、駐留軍等労働者から提出された
被扶養者に係る認定の届出等を基に、各種社会保険に係る書類の作成及び内容確認を
行った上で国（防衛省）に送付し、国が記名押印した書類を受理後、支部が駐留軍要
員健康保険組合（駐健保）、年金事務所等の関係機関に提出するなどの処理を行って
います。

社会保険等の手続の事務処理件数
（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

健 康 保 険 ９９，８０３ ９５，６２６ ９８，７３７

船 員 保 険 ４５ ８８ １２３

厚 生 年 金 保 険 ９４，３５０ ８５，０８８ １０８，３５８

労働者災害補償保険 １，１２５ １，２２６ １，３４２

雇 用 保 険 １９，０２９ ２０，２４３ ２１，４１０

国 民 年 金 保 険 １，２４７ １，２７０ １，５０２

そ の 他 ７４ ９４ ４６

計 ２１５，６７３ ２０３，６３５ ２３１，５１８
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〇 健康保険証の検認に係る手続の事務処理内容及び事務処理件数については、次のと
おりです。

健康保険証の検認に係る手続事務については、駐健保が被扶養者資格の再確認のた
め調査を実施するに当たり、支部では、駐健保から送付された健康保険被扶養者調査
書及び案内文書等を被保険者である駐留軍等労働者に配布し、また、同労働者から提
出された調査書及び各種証明書類等を確認した上で、駐健保へ提出するなどの処理を
行っています。

健康保険証の検認に係る手続の事務処理件数

（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

処 理 件 数 １３，８３１ １３，５８２ １３，４８２

〇 アスベスト問題に係る取組事項については、アスベストに係る労働者災害補償制度
等（労災補償制度等）の周知事業として、平成２７年度は、第１次分として７月に対
象者６００人のうち住所が確認された１４２人に、第２次分として１月に対象者６０
２人のうち住所が確認された１３２人の合計２７４人に対し、労災補償制度等のパン
フレットを送付しました。

〇 メンタルヘルス対策への取組の推進として、メンタルヘルス小冊子を一部改訂・増
刷し、平成２６年度と同様に新規採用者に配布しました。

また、心の健康に係る相談及び職場生活相談業務の周知を目的としたポケットカー
ドを作成し、全ての駐留軍等労働者に配布しました。

メンタルヘルス小冊子

〇 労働安全衛生法等に基づき実施される定期健康診断等について、国（防衛省）及び
在日米軍と調整し、実施に係る支援を行いました。

〇 勤続期間が１０年、２０年、３０年及び４０年に達した駐留軍等労働者に対する永
年勤続表彰について、国（防衛省）及び在日米軍と調整し、表彰式の計画や実施に係
る支援を行いました。

○ 子育て支援のための保育施策においては、在日米軍施設近隣の保育施設の運営情報
を駐留軍等労働者に提供することを目的に従来から作成しているリーフレット「エル
モからの子育て支援情報」について、新たに「利用者支援事業（※１）」及び「ファミ

Labor Management Organization
for USFJ Employees,Incorporated
Administrative Agency (LMO)

防 衛 省

Ministry of Defense

Government of Japan

独立行政法人
駐留軍等労働者労務管理機構（エルモ）

チェック１

ストレスは、さまざまな出来事がきっかけとなって、引き
起こされます。あなたの身のまわりにストレス要因がない
か、気がつかないうちにストレスに対する反応がでてない
かをチェックしてみましょう。

職場で・・・ 職場以外で・・・

出典：厚生労働省・中央労働災害防止協会「Selfcareこころの健康気づきのヒント集」から引用

あなたの家族、友人、恩師など身近な人に相談してみましょう。
一見、小さなことのようでも相談することによって、ストレスが軽
減されることもあります。

仕事で壁にぶつかったら、職場の上司や同僚などに相談する
のも有効です。あなた一人だけでなく周りの人達も同じ悩み
を抱えているかもしれません。
職場の上司、同僚もあなたからの相談を待っています。話を

よく聴いてもらいましょう。

.上司等からのいじめ、嫌がらせ（「パワー・ハラスメント」）の被害
者であると思っている方は、以下の点に心がけてください。
・ .....「パワー・ハラスメント」を受けたときは一人で我慢しないで、ま
ずは、身近な同僚や信頼する先輩などに相談してください。
・ 相談しても解決しない場合などは基本労務契約等に基づく苦情
処理手続を通して解決を求める方法があります。
・ 各軍の人事部、地方防衛局、地方防衛事務所、労務管理機構
支部及び離対センター等の窓口にも遠慮なく申し出てください。

○ チェックシート（Ｐ５）の点数が多い方は早めに相談しましょう。
..また、点数表（Ｐ６）の点数に限らず心の健康に少しでも不安
を感じる方は相談しましょう。

○ ストレスを軽くするのに、他人に相談することは有効です。
○ あなたが「心の病気」を発病しても、専門医に相談し、治療す
れば治ります。
相談することが大事なのです。
まずは、次のようにしてみたらいかがでしょうか。
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駐留軍等労働者に対する福利厚生事業の実施状況

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

受 賞 者 数 4,296人 4,052人 4,167人
a ほ う 賞

金 額 177百万円 171百万円 175百万円

支 給 件 数 3件 3件 0件
b 災 害 見 舞 金

金 額 1百万円 1百万円 0百万円

参 加 者 数 ― ― ―
c 教 養 文 化 活 動

金 額 ― ― ―

貸 与 数 約71,000点 約70,000点 約91,000点
d 制 服 及 び 保 護 衣

金 額 315百万円 276百万円 290百万円

受 講 者 数 471人 609人 635人
e 退 職 準 備 研 修

金 額 1百万円 1百万円 1百万円

受 診 者 数 9,896人 9,251人 9,945人
f 成 人 病 予 防 健 康 診 断

金 額 34百万円 32百万円 33百万円

相 談 件 数 315件 688件 601件
g 心 の 健 康 に 係 る 相 談

金 額 1百万円 2百万円 2百万円

相 談 件 数 541件 600件 386件
h 職 場 生 活 相 談

金 額 9百万円 7百万円 3百万円

i 特 別 援 護 金 契約金額等 12百万円 26百万円 28百万円

保健指導等
j 健 康 管 理 室 3,265件 5,268件 6,474件

件 数

事 業 費 計 549百万円 515百万円 533百万円

注：金額は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

〇 社会保険等の手続の事務処理内容及び事務処理件数については、次のとおりです。

社会保険等の手続事務については、支部において、駐留軍等労働者から提出された
被扶養者に係る認定の届出等を基に、各種社会保険に係る書類の作成及び内容確認を
行った上で国（防衛省）に送付し、国が記名押印した書類を受理後、支部が駐留軍要
員健康保険組合（駐健保）、年金事務所等の関係機関に提出するなどの処理を行って
います。

社会保険等の手続の事務処理件数
（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

健 康 保 険 ９９，８０３ ９５，６２６ ９８，７３７

船 員 保 険 ４５ ８８ １２３

厚 生 年 金 保 険 ９４，３５０ ８５，０８８ １０８，３５８

労働者災害補償保険 １，１２５ １，２２６ １，３４２

雇 用 保 険 １９，０２９ ２０，２４３ ２１，４１０

国 民 年 金 保 険 １，２４７ １，２７０ １，５０２

そ の 他 ７４ ９４ ４６

計 ２１５，６７３ ２０３，６３５ ２３１，５１８

C M Y K
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〇 健康保険証の検認に係る手続の事務処理内容及び事務処理件数については、次のと
おりです。

健康保険証の検認に係る手続事務については、駐健保が被扶養者資格の再確認のた
め調査を実施するに当たり、支部では、駐健保から送付された健康保険被扶養者調査
書及び案内文書等を被保険者である駐留軍等労働者に配布し、また、同労働者から提
出された調査書及び各種証明書類等を確認した上で、駐健保へ提出するなどの処理を
行っています。

健康保険証の検認に係る手続の事務処理件数

（単位：件）

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

処 理 件 数 １３，８３１ １３，５８２ １３，４８２

〇 アスベスト問題に係る取組事項については、アスベストに係る労働者災害補償制度
等（労災補償制度等）の周知事業として、平成２７年度は、第１次分として７月に対
象者６００人のうち住所が確認された１４２人に、第２次分として１月に対象者６０
２人のうち住所が確認された１３２人の合計２７４人に対し、労災補償制度等のパン
フレットを送付しました。

〇 メンタルヘルス対策への取組の推進として、メンタルヘルス小冊子を一部改訂・増
刷し、平成２６年度と同様に新規採用者に配布しました。

また、心の健康に係る相談及び職場生活相談業務の周知を目的としたポケットカー
ドを作成し、全ての駐留軍等労働者に配布しました。

メンタルヘルス小冊子

〇 労働安全衛生法等に基づき実施される定期健康診断等について、国（防衛省）及び
在日米軍と調整し、実施に係る支援を行いました。

〇 勤続期間が１０年、２０年、３０年及び４０年に達した駐留軍等労働者に対する永
年勤続表彰について、国（防衛省）及び在日米軍と調整し、表彰式の計画や実施に係
る支援を行いました。

○ 子育て支援のための保育施策においては、在日米軍施設近隣の保育施設の運営情報
を駐留軍等労働者に提供することを目的に従来から作成しているリーフレット「エル
モからの子育て支援情報」について、新たに「利用者支援事業（ 」及び「ファミ※１）

Labor Management Organization
for USFJ Employees,Incorporated
Administrative Agency (LMO)

防 衛 省

Ministry of Defense

Government of Japan

独立行政法人
駐留軍等労働者労務管理機構（エルモ）

チェック１

ストレスは、さまざまな出来事がきっかけとなって、引き
起こされます。あなたの身のまわりにストレス要因がない
か、気がつかないうちにストレスに対する反応がでてない
かをチェックしてみましょう。

職場で・・・ 職場以外で・・・

出典：厚生労働省・中央労働災害防止協会「Selfcareこころの健康気づきのヒント集」から引用

あなたの家族、友人、恩師など身近な人に相談してみましょう。
一見、小さなことのようでも相談することによって、ストレスが軽
減されることもあります。

仕事で壁にぶつかったら、職場の上司や同僚などに相談する
のも有効です。あなた一人だけでなく周りの人達も同じ悩み
を抱えているかもしれません。

職場の上司、同僚もあなたからの相談を待っています。話を
よく聴いてもらいましょう。

.上司等からのいじめ、嫌がらせ（「パワー・ハラスメント」）の被害
者であると思っている方は、以下の点に心がけてください。
・ .....「パワー・ハラスメント」を受けたときは一人で我慢しないで、ま
ずは、身近な同僚や信頼する先輩などに相談してください。
・ 相談しても解決しない場合などは基本労務契約等に基づく苦情
処理手続を通して解決を求める方法があります。
・ 各軍の人事部、地方防衛局、地方防衛事務所、労務管理機構
支部及び離対センター等の窓口にも遠慮なく申し出てください。

○ チェックシート（Ｐ５）の点数が多い方は早めに相談しましょう。
..また、点数表（Ｐ６）の点数に限らず心の健康に少しでも不安
を感じる方は相談しましょう。

○ ストレスを軽くするのに、他人に相談することは有効です。
○ あなたが「心の病気」を発病しても、専門医に相談し、治療す

れば治ります。
相談することが大事なのです。
まずは、次のようにしてみたらいかがでしょうか。
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イ 退職準備研修の実施

■ 退職準備研修のアンケート調査結果の分析・検証を踏まえた研修計画の作成及び効果
的な実施の状況

■ 受講者の満足度

● 年度目標・事業計画の実施状況
退職準備研修は、駐留軍等労働者に退職後の生活に必要な知識を提供することにより、

不安なく退職後の生活へ円滑な移行を図り、もって駐留軍等労働者の士気を向上させると
ともに安定的な労務管理に寄与することを目的とし実施しているものです。

平成２７年度は、各支部において、支部の新たな取組、前年度から継続した取組及
び受講者の意見を踏まえた取組を考慮した年間の研修計画を作成しました。

研修は、７支部において延べ１６回実施し、受講予定者７１２人中、６３５人が受
講（受講率８９．２％）しました。

受講者からのアンケート調査結果において、「今後の生活設計」の講義内容に対す
る満足度は９２．６％（対前年度比１．５％増）、「退職手当制度」の講義内容に対
する満足度は９６．５％（前年度比２．８％増）、「心の健康と身体の健康」の講義
内容に対する満足度は９２．５％（対前年度比１．２％増）、「経済プラン等」の講
義内容に対する満足度は９３．４％（対前年度比０．５％増）、「定年後の雇用制度
等」の講義内容に対する満足度は９２．４％（対前年度比１．５％減）、研修全体の
満足度として、回答のあった６２０人のうち、５９７人から研修を受講して「良かっ
た」又は「まあまあ良かった」という回答を得ており、満足度は９６．３％（前年度
比０．３％増）でした。

講義項目別満足度
（単位：％）

年 度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 備 考
講 義 項 目

今 後 の 生 活 設 計 91.6 91.1 92.6

退 職 手 当 制 度 92.0 93.7 96.5

心の健康と身体の健康 89.9 91.3 92.5

経 済 プ ラ ン 等 93.2 92.9 93.4

定 年 後 の 雇 用 制 度 等 - 93.9 92.4 平成26年度から追加

研 修 全 体 の 満 足 度 95.9 96.0 96.3

● 業務運営の状況
各支部における具体的な取組として、①職員が行う講義（退職手当制度、定年後の

雇用制度等）について、滑舌や早口をチェックするため予行演習の実施、②外部講師
が行う講義について、受講者の年齢構成や職種の分布を考慮し、講義中の具体例等が
受講者に合わせた内容となるよう講師と事前の調整を実施、③退職手当制度、定年後
の雇用制度等の講義について、講義中又は休憩時間に職員が巡回するなどして質問を
受け付けるなどきめ細かなサービスの実施、④研修会場において音響の調整や案内板
を設置するなど受講者に配慮した環境整備を行うなど、効果的な研修となるよう工夫
を行いました。

また、平成２６年度のアンケート調査結果を踏まえ、①受講者からの特例解雇につ
いて知りたいという要望に応えるため、資料（「定年退職と特例解雇の違い」）を配
布し、受講者に制度的知識が身につくよう努め、②少数ながらもアンケートが日本語
で読めないとの意見があったことから、外国籍従業員等への対応として、アンケート
の英語版を作成しました。

- 29 -

リー・サポート・センター（※２）」の情報を追加するため、関係自治体及び国（防衛
省）と調整の上、「平成２８年３月改訂版」を作成し、支部窓口に設置するとともに、
ホームページにも掲載しました。

リーフレット「エルモからの子育て支援情報」

※１ 利用者支援事業は、子ども及びその保護者等、または妊娠している者がその選択に基づき、教育・保育・保健その他

の子育て支援サービスを円滑に利用できるよう、相談支援等を行うことを目的として、各自治体において実施されてい

るもの。

※２ ファミリー・サポート・センターは、地域において、子育ての援助を受けたい者（利用会員）と行いたい者（提供会

員）が会員になり、子育てについて有償で助け合う会員組織で、子育てと仕事の両立を支援することを目的として、各

自治体において設置されているもの。

○ エルモは、在日米軍施設で勤務するに当たっての様
々な規則、権利、義務、責任等について、簡潔に分か
りやすくまとめ、駐留軍等労働者が日頃勤務する中で
の疑問を解消するための手引きとして、従業員ハンド
ブックを作成しています。

平成２７年度は、現時点の雇用制度等の内容に則し
た第７次改訂版（平成２８年３月現在）を作成し、逐
次駐留軍等労働者を始め関係者に配布しています。

● 業務運営の状況
実施に当たっては、地方防衛局・地方防衛事務所、在日米軍の現地部隊及び関係機関

と日々調整を行いながら、国内法令、労務提供契約等に基づき適正かつ迅速に事務処理
を行うことにより、駐留軍等労働者へのサービス向上に努めています。

評 定： Ｂ
評定理由： 駐留軍等労働者の福利厚生業務については、ほう賞の支払、制服及び

保護衣の購入・貸与、退職準備研修の実施、成人病予防健康診断の実施、
心の健康に係る相談、社会保険の手続及び定期健康診断・永年勤続表彰
の計画及び実施支援など、国（防衛省）、在日米軍及び関係機関と連携
を図りつつ、円滑かつ確実に実施しました。
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イ 退職準備研修の実施

■ 退職準備研修のアンケート調査結果の分析・検証を踏まえた研修計画の作成及び効果
的な実施の状況

■ 受講者の満足度

● 年度目標・事業計画の実施状況
退職準備研修は、駐留軍等労働者に退職後の生活に必要な知識を提供することにより、

不安なく退職後の生活へ円滑な移行を図り、もって駐留軍等労働者の士気を向上させると
ともに安定的な労務管理に寄与することを目的とし実施しているものです。

平成２７年度は、各支部において、支部の新たな取組、前年度から継続した取組及
び受講者の意見を踏まえた取組を考慮した年間の研修計画を作成しました。

研修は、７支部において延べ１６回実施し、受講予定者７１２人中、６３５人が受
講（受講率８９．２％）しました。

受講者からのアンケート調査結果において、「今後の生活設計」の講義内容に対す
る満足度は９２．６％（対前年度比１．５％増）、「退職手当制度」の講義内容に対
する満足度は９６．５％（前年度比２．８％増）、「心の健康と身体の健康」の講義
内容に対する満足度は９２．５％（対前年度比１．２％増）、「経済プラン等」の講
義内容に対する満足度は９３．４％（対前年度比０．５％増）、「定年後の雇用制度
等」の講義内容に対する満足度は９２．４％（対前年度比１．５％減）、研修全体の
満足度として、回答のあった６２０人のうち、５９７人から研修を受講して「良かっ
た」又は「まあまあ良かった」という回答を得ており、満足度は９６．３％（前年度
比０．３％増）でした。

講義項目別満足度
（単位：％）

年 度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 備 考
講 義 項 目

今 後 の 生 活 設 計 91.6 91.1 92.6

退 職 手 当 制 度 92.0 93.7 96.5

心の健康と身体の健康 89.9 91.3 92.5

経 済 プ ラ ン 等 93.2 92.9 93.4

定 年 後 の 雇 用 制 度 等 - 93.9 92.4 平成26年度から追加

研 修 全 体 の 満 足 度 95.9 96.0 96.3

● 業務運営の状況
各支部における具体的な取組として、①職員が行う講義（退職手当制度、定年後の

雇用制度等）について、滑舌や早口をチェックするため予行演習の実施、②外部講師
が行う講義について、受講者の年齢構成や職種の分布を考慮し、講義中の具体例等が
受講者に合わせた内容となるよう講師と事前の調整を実施、③退職手当制度、定年後
の雇用制度等の講義について、講義中又は休憩時間に職員が巡回するなどして質問を
受け付けるなどきめ細かなサービスの実施、④研修会場において音響の調整や案内板
を設置するなど受講者に配慮した環境整備を行うなど、効果的な研修となるよう工夫
を行いました。

また、平成２６年度のアンケート調査結果を踏まえ、①受講者からの特例解雇につ
いて知りたいという要望に応えるため、資料（「定年退職と特例解雇の違い」）を配
布し、受講者に制度的知識が身につくよう努め、②少数ながらもアンケートが日本語
で読めないとの意見があったことから、外国籍従業員等への対応として、アンケート
の英語版を作成しました。
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リー・サポート・センター（※２）」の情報を追加するため、関係自治体及び国（防衛
省）と調整の上、「平成２８年３月改訂版」を作成し、支部窓口に設置するとともに、
ホームページにも掲載しました。

リーフレット「エルモからの子育て支援情報」

※１ 利用者支援事業は、子ども及びその保護者等、または妊娠している者がその選択に基づき、教育・保育・保健その他

の子育て支援サービスを円滑に利用できるよう、相談支援等を行うことを目的として、各自治体において実施されてい

るもの。

※２ ファミリー・サポート・センターは、地域において、子育ての援助を受けたい者（利用会員）と行いたい者（提供会

員）が会員になり、子育てについて有償で助け合う会員組織で、子育てと仕事の両立を支援することを目的として、各

自治体において設置されているもの。

○ エルモは、在日米軍施設で勤務するに当たっての様
々な規則、権利、義務、責任等について、簡潔に分か
りやすくまとめ、駐留軍等労働者が日頃勤務する中で
の疑問を解消するための手引きとして、従業員ハンド
ブックを作成しています。

平成２７年度は、現時点の雇用制度等の内容に則し
た第７次改訂版（平成２８年３月現在）を作成し、逐
次駐留軍等労働者を始め関係者に配布しています。

● 業務運営の状況
実施に当たっては、地方防衛局・地方防衛事務所、在日米軍の現地部隊及び関係機関

と日々調整を行いながら、国内法令、労務提供契約等に基づき適正かつ迅速に事務処理
を行うことにより、駐留軍等労働者へのサービス向上に努めています。

評 定： Ｂ
評定理由： 駐留軍等労働者の福利厚生業務については、ほう賞の支払、制服及び

保護衣の購入・貸与、退職準備研修の実施、成人病予防健康診断の実施、
心の健康に係る相談、社会保険の手続及び定期健康診断・永年勤続表彰
の計画及び実施支援など、国（防衛省）、在日米軍及び関係機関と連携
を図りつつ、円滑かつ確実に実施しました。
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及び業務内容などの検討を行うとともに、エルモと現地米軍との間で調整を行いまし
た。

評 定： Ｂ
評定理由： 国（防衛省）と一体となった在日米軍司令部との調整、設置に向けた

検討の結果、横田基地内で試行的に実施する方向性を得ることができま
した。

【自己評価結果】

評 定: Ｂ
評定理由: 福利厚生業務を円滑かつ確実に実施するともに、退職準備研修につい

ては、受講者の意見等を踏まえ、効果的な研修となるよう年間の研修計
画を作成・実施し、年度計画に定める９０％以上の満足度を達成しまし
た。

また、基地内窓口設置については、国（防衛省）と一体となった在日
米軍司令部との調整、設置に向けた検討の結果、横田基地内で試行的に
実施する方向性を得ることができました。

- 31 -

退職準備研修講義風景

● 指標の数値
受講者に対するアンケート調査結果

（単位：％）

指 標 等 達成目標 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

受講者に対するアンケート 90％以上 95.9 96.0 96.3
調査結果の満足度

退職準備研修のアンケート調査結果の分析・検証を踏まえた研修計画の作成及び効
果的な実施の状況
評 定： Ｂ
評定理由： アンケート調査結果を踏まえ、また、支部の新たな取組、前年度から

継続した取組及び受講者の意見を考慮し、効果的な研修となるよう７支
部において延べ１６回の研修計画を作成し適切に実施しました。

受講者の満足度
評 定： Ｂ
評定理由： ７支部において延べ１６回の退職準備研修を実施し、受講者に対する

アンケート調査結果において、９０％以上の満足度を得ました。

ウ 基地内窓口の設置

■ 基地内窓口の設置に係る在日米軍との調整・検討状況及び結論

● 年度目標・事業計画の実施状況
各種申請書類等の受け渡しを基地内でできないかという駐留軍等労働者のニーズを

踏まえ、各種申請書類等の提出が容易となる基地内窓口の設置について、支部が既に
実施している基地への定期的な訪問等を活用した形とし、在日米軍司令部との調整に
あたっては、国（防衛省）と一体となって対応することとなりました。

在日米軍司令部との調整を通じ各軍において検討された結果、設置について空軍の
理解を得たことから、横田基地内で試行的に実施することとなりました。

● 業務運営の状況
駐留軍等労働者の利便性を十分に考慮した上で、設置に向け、開設時間、設置場所

沖縄支部「経済プラン等」 座間支部「心の健康と身体の健康」
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及び業務内容などの検討を行うとともに、エルモと現地米軍との間で調整を行いまし
た。

評 定： Ｂ
評定理由： 国（防衛省）と一体となった在日米軍司令部との調整、設置に向けた

検討の結果、横田基地内で試行的に実施する方向性を得ることができま
した。

【自己評価結果】

評 定: Ｂ
評定理由: 福利厚生業務を円滑かつ確実に実施するともに、退職準備研修につい

ては、受講者の意見等を踏まえ、効果的な研修となるよう年間の研修計
画を作成・実施し、年度計画に定める９０％以上の満足度を達成しまし
た。

また、基地内窓口設置については、国（防衛省）と一体となった在日
米軍司令部との調整、設置に向けた検討の結果、横田基地内で試行的に
実施する方向性を得ることができました。

- 31 -

退職準備研修講義風景

● 指標の数値
受講者に対するアンケート調査結果

（単位：％）

指 標 等 達成目標 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

受講者に対するアンケート 90％以上 95.9 96.0 96.3
調査結果の満足度

退職準備研修のアンケート調査結果の分析・検証を踏まえた研修計画の作成及び効
果的な実施の状況
評 定： Ｂ
評定理由： アンケート調査結果を踏まえ、また、支部の新たな取組、前年度から

継続した取組及び受講者の意見を考慮し、効果的な研修となるよう７支
部において延べ１６回の研修計画を作成し適切に実施しました。

受講者の満足度
評 定： Ｂ
評定理由： ７支部において延べ１６回の退職準備研修を実施し、受講者に対する

アンケート調査結果において、９０％以上の満足度を得ました。

ウ 基地内窓口の設置

■ 基地内窓口の設置に係る在日米軍との調整・検討状況及び結論

● 年度目標・事業計画の実施状況
各種申請書類等の受け渡しを基地内でできないかという駐留軍等労働者のニーズを

踏まえ、各種申請書類等の提出が容易となる基地内窓口の設置について、支部が既に
実施している基地への定期的な訪問等を活用した形とし、在日米軍司令部との調整に
あたっては、国（防衛省）と一体となって対応することとなりました。

在日米軍司令部との調整を通じ各軍において検討された結果、設置について空軍の
理解を得たことから、横田基地内で試行的に実施することとなりました。

● 業務運営の状況
駐留軍等労働者の利便性を十分に考慮した上で、設置に向け、開設時間、設置場所

沖縄支部「経済プラン等」 座間支部「心の健康と身体の健康」
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■ 要員の縮減状況等

● 年度目標・事業計画の実施状況
エルモの掲げる事業計画では、平成２６年度に比し８人以上の要員縮減を実施すること

としています。
平成２７年度は、本部組織における部課の統合、支部組織における組織のフラット化等

により１１人を縮減、京丹後支部設置に伴う３人の増と併せて、平成２６年度に比し８人
の要員縮減を達成しました。

・本部の部課統合 △２
企画調整部と管理部の統合に伴う部長及び課長の削減△２

・支部のフラット化 △５
横田支部給与課と厚生課の統合に伴う課長の削減△１
横須賀支部給与課と厚生課の統合に伴う課長の削減△１
座間支部給与課と厚生課の統合に伴う課長の削減△１
沖縄支部総務課と管理課の統合に伴う課長及び課長代理の削減△２

・期間業務職員の活用 △４
横須賀支部の一般職員の削減△１
座間支部の一般職員の削減△１
沖縄支部の一般職員の削減△２

● 業務運営の状況
平成２７年度は、次の表のとおり平成２６年度末要員数２９１人から１１人を縮減

し、京丹後支部設置に伴う３人の増と併せて２８３人としました。これにより、事業
計画で掲げている「８人以上」の要員縮減を達成しました。

● 指標の数値
要員の縮減状況（平成２７年度）

（単位：人）

区 分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 増 減 平成27年度 実 施 内 容

総務部 － － － － △５ ２７ ・企画調整部と管
理部の統合（△２）

本 （企画調整部） １２ １２ １２ １０
・企画調整部情報

（管理部） ２４ ２３ ２３ ２２ 管理課（△３）を
部 労務部内の情報管

労務部 － － － － ３ ２２ 理室に変更（３）

（業務部） ２０ ２０ １９ １９

評価・監査役 ５ ５ ５ ５ ０ ５

本部計 ６１ ６０ ５９ ５６ △２ ５４

三 沢 １４ １４ １４ １４ ０ １４

横 田 ２８ ２８ ２７ ２７ △１ ２６ ・給与課と厚生課
の統合（△１）

横須賀 ５３ ５１ ５０ ５０ △２ ４８ ・給与課と厚生課
の統合（△１）
・期間業務職員の
更なる活用（△１）

支

座 間 ３６ ３５ ３４ ３４ △２ ３２ ・給与課と厚生課
の統合（△１）
・期間業務職員の
更なる活用（△１）

京丹後 － － － － ３ ３ ・支部設置（３）

部 岩 国 １７ １７ １７ １７ ０ １７

佐世保 １６ １６ １６ １６ ０ １６

沖 縄 ８５ ８３ ８１ ７７ △４ ７３ ・総務課と管理課

- 33 -

２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）業務の効率化・組織改編

ア 要員の縮減等

【年度目標】
―業務運営の効率化に関する事項―
○業務の効率化・組織改編

・「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議
決定）において定められた支部組織における組織のフラット化、本部組織に
おける部課の統合、国家公務員身分を有する期間業務職員の更なる活用によ
る人件費の削減等の取組を適切に実施するとともに、平成２６年度に比し８
人以上の要員縮減を実施すること。

・また、上記取組については、同方針において平成２７年度から開始し段階的
に拡大していくとされており、これを適切に進めるため、平成２７年度の機
構組織改編後の具体的な組織改編の方向性についての検討を今後も継続する
こととし、この検討においては、今後行う業務フロー・コスト分析（国の行
政機関等が自らの事務・事業の見直しのために業務手順や経費について把握
・分析する手法）の結果等も踏まえること。

【事業計画】
―業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置―
○業務の効率化・組織改編

・「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議
決定）において定められた支部組織における組織のフラット化、本部組織に
おける部課の統合、国家公務員身分を有する期間業務職員の更なる活用によ
る人件費の削減等の取組を下記のとおり適切に実施するとともに、平成２６
年度に比し８人以上の要員縮減を実施する。
ア 本部組織における部課の統合

３部７課を２部５課に再編する。
イ 支部組織における組織のフラット化

支部組織（沖縄支部を除く。）については、「給与課」と「厚生課」を
統合して「給与厚生課」とし、管理課及び給与厚生課の２課とする。
また、組織改編後の「給与厚生課」においては、給与業務と福利厚生業
務との横断的処理を可能とし、課内各係の業務量の平準化に資するよう、
業務実施体制を整備する。
沖縄支部については、「総務課」と「管理課」を統合して「管理課」とし、
管理課、給与課及び厚生課の３課とする。

ウ 期間業務職員の更なる活用
４以上の職位について、期間業務職員を活用する。

・また、上記閣議決定に係る措置の平成２７年度以降の段階的拡大を適切に実
施するため、「公共サービス改革法の事業選定に関するヒアリングの実施等
について」（平成２５年１２月２０日付け内閣府公共サービス改革推進室及
び官民競争入札等監理委員会事務局事務連絡）において、平成２７年度の機
構組織改編後に実施を求めるとされた業務フロー・コスト分析の結果等も踏
まえつつ、具体的な組織改編の方向性についての検討を今後も継続する。

・あわせて、他の法人等に係る業務フロー・コスト分析の結果、事務・事業の
効率化策等の情報収集に努める。
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■ 要員の縮減状況等

● 年度目標・事業計画の実施状況
エルモの掲げる事業計画では、平成２６年度に比し８人以上の要員縮減を実施すること

としています。
平成２７年度は、本部組織における部課の統合、支部組織における組織のフラット化等

により１１人を縮減、京丹後支部設置に伴う３人の増と併せて、平成２６年度に比し８人
の要員縮減を達成しました。

・本部の部課統合 △２
企画調整部と管理部の統合に伴う部長及び課長の削減△２

・支部のフラット化 △５
横田支部給与課と厚生課の統合に伴う課長の削減△１
横須賀支部給与課と厚生課の統合に伴う課長の削減△１
座間支部給与課と厚生課の統合に伴う課長の削減△１
沖縄支部総務課と管理課の統合に伴う課長及び課長代理の削減△２

・期間業務職員の活用 △４
横須賀支部の一般職員の削減△１
座間支部の一般職員の削減△１
沖縄支部の一般職員の削減△２

● 業務運営の状況
平成２７年度は、次の表のとおり平成２６年度末要員数２９１人から１１人を縮減

し、京丹後支部設置に伴う３人の増と併せて２８３人としました。これにより、事業
計画で掲げている「８人以上」の要員縮減を達成しました。

● 指標の数値
要員の縮減状況（平成２７年度）

（単位：人）

区 分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 増 減 平成27年度 実 施 内 容

総務部 － － － － △５ ２７ ・企画調整部と管
理部の統合（△２）

本 （企画調整部） １２ １２ １２ １０
・企画調整部情報

（管理部） ２４ ２３ ２３ ２２ 管理課（△３）を
部 労務部内の情報管

労務部 － － － － ３ ２２ 理室に変更（３）

（業務部） ２０ ２０ １９ １９

評価・監査役 ５ ５ ５ ５ ０ ５

本部計 ６１ ６０ ５９ ５６ △２ ５４

三 沢 １４ １４ １４ １４ ０ １４

横 田 ２８ ２８ ２７ ２７ △１ ２６ ・給与課と厚生課
の統合（△１）

横須賀 ５３ ５１ ５０ ５０ △２ ４８ ・給与課と厚生課
の統合（△１）
・期間業務職員の
更なる活用（△１）

支

座 間 ３６ ３５ ３４ ３４ △２ ３２ ・給与課と厚生課
の統合（△１）
・期間業務職員の
更なる活用（△１）

京丹後 － － － － ３ ３ ・支部設置（３）

部 岩 国 １７ １７ １７ １７ ０ １７

佐世保 １６ １６ １６ １６ ０ １６

沖 縄 ８５ ８３ ８１ ７７ △４ ７３ ・総務課と管理課
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２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）業務の効率化・組織改編

ア 要員の縮減等

【年度目標】
―業務運営の効率化に関する事項―
○業務の効率化・組織改編

・「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議
決定）において定められた支部組織における組織のフラット化、本部組織に
おける部課の統合、国家公務員身分を有する期間業務職員の更なる活用によ
る人件費の削減等の取組を適切に実施するとともに、平成２６年度に比し８
人以上の要員縮減を実施すること。

・また、上記取組については、同方針において平成２７年度から開始し段階的
に拡大していくとされており、これを適切に進めるため、平成２７年度の機
構組織改編後の具体的な組織改編の方向性についての検討を今後も継続する
こととし、この検討においては、今後行う業務フロー・コスト分析（国の行
政機関等が自らの事務・事業の見直しのために業務手順や経費について把握
・分析する手法）の結果等も踏まえること。

【事業計画】
―業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置―
○業務の効率化・組織改編

・「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議
決定）において定められた支部組織における組織のフラット化、本部組織に
おける部課の統合、国家公務員身分を有する期間業務職員の更なる活用によ
る人件費の削減等の取組を下記のとおり適切に実施するとともに、平成２６
年度に比し８人以上の要員縮減を実施する。
ア 本部組織における部課の統合

３部７課を２部５課に再編する。
イ 支部組織における組織のフラット化

支部組織（沖縄支部を除く。）については、「給与課」と「厚生課」を
統合して「給与厚生課」とし、管理課及び給与厚生課の２課とする。
また、組織改編後の「給与厚生課」においては、給与業務と福利厚生業
務との横断的処理を可能とし、課内各係の業務量の平準化に資するよう、
業務実施体制を整備する。
沖縄支部については、「総務課」と「管理課」を統合して「管理課」とし、
管理課、給与課及び厚生課の３課とする。

ウ 期間業務職員の更なる活用
４以上の職位について、期間業務職員を活用する。

・また、上記閣議決定に係る措置の平成２７年度以降の段階的拡大を適切に実
施するため、「公共サービス改革法の事業選定に関するヒアリングの実施等
について」（平成２５年１２月２０日付け内閣府公共サービス改革推進室及
び官民競争入札等監理委員会事務局事務連絡）において、平成２７年度の機
構組織改編後に実施を求めるとされた業務フロー・コスト分析の結果等も踏
まえつつ、具体的な組織改編の方向性についての検討を今後も継続する。

・あわせて、他の法人等に係る業務フロー・コスト分析の結果、事務・事業の
効率化策等の情報収集に努める。
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厚生課厚生係の一般職員の計４ポストとなっています。

● 業務運営の状況
平成２７年４月１日に４人の常勤職員を期間業務職員に切り替えたことにより、人

件費の削減等の取り組みを適切に実施しました。

評 定： Ｂ
評定理由： 事業計画の目標である４以上の職位について期間業務職員の更なる活

用を実施しました。

■ 具体的な組織改編の方向性について検討及び事務・事業の効率化策等の情報収集の状
況

● 年度目標・事業計画の実施状況
「公共サービス改革法の事業選定に関するヒアリングの実施等について」（平成２

５年１２月２０日付け内閣府公共サービス改革推進室及び官民競争入札等監理委員会
事務局事務連絡）において、平成２７年度の機構組織改編後に実施を求めるとされた
業務フロー・コスト分析について、第１回目の業務量アンケート調査を実施（平成２
８年２月１５日～３月１４日）しました。

● 業務運営の状況
業務量アンケート調査は平成２８年度も引き続き実施し、本調査結果等も踏まえつ

つ、具体的な組織改編の方向性についての検討を継続していきます。
また、業務フロー・コスト分析を開始するに当たり、他の法人等に係る業務フロー・

コスト分析の結果、事務・事業の効率化策等の情報収集に努めました。

評 定： Ｂ
評定理由： 事業計画の目標である平成２７年度の機構組織改編後に実施を求める

とされた業務フロー・コスト分析を開始しました。業務量アンケート調
査結果等も踏まえつつ、具体的な組織改編の方向性についての検討を継
続していきます。

また、業務フロー・コスト分析を開始するに当たり、他の法人等に係
る業務フロー・コスト分析の結果、事務・事業の効率化策等の情報収集
に努めました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 平成２７年７月に組織改編を行い、本部組織の部課の統合、業務量の

平準化に資する支部組織における組織のフラット化を行うとともに、４
以上の職位について期間業務職員の更なる活用を実施し、事業計画の目
標である８人以上の要員縮減を実施しました。

また、事業計画の目標である平成２７年度の機構組織改編後に実施を
求めるとされた業務フロー・コスト分析を開始し、業務量アンケート調
査結果等も踏まえつつ、具体的な組織改編の方向性についての検討を継
続していきます。

なお、業務フロー・コスト分析を開始するに当たり、他の法人等に係
る業務フロー・コスト分析の結果、事務・事業の効率化策等の情報収集
に努めました。
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の統合（△２）
・期間業務職員の
更なる活用（△２）

支部計 ２４９ ２４４ ２３９ ２３５ △６ ２２９

合 計 ３１０ ３０４ ２９８ ２９１ △８ ２８３

評 定： Ｂ
評定理由： 本部及び支部の要員を縮減し、事業計画の目標である８人以上の要員

縮減を達成しました。

■ 本部組織の部課の統合状況
■ 支部組織のフラット化及び業務量の平準化に資する業務実施体制の整備状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
本部組織の部課の統廃合については、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

（平成２５年１２月２４日閣議決定）を受け、平成２７年７月に企画調整部と管理部
を統合し総務部へ、企画調整課と庶務課を統合し総務課へ、また、業務部を名称変更
し労務部とし、情報管理課を労務部内の情報管理室へ改編しました。

支部組織のフラット化については、平成２７年７月に横田、横須賀及び座間各支部
の給与課と厚生課を統合し給与厚生課へ、また沖縄支部の総務課と管理課を統合し管
理課へそれぞれ改編しました。

● 業務運営の状況
本部組織の部課の統廃合及び支部組織のフラット化については、平成２６年度から

体制整備の準備を行い、円滑な移行に努めました。
特に、支部組織のフラット化に当たっては、横田、横須賀及び座間各支部の給与課

と厚生課との統合に向け、平成２６年１０月から平成２７年６月までの間に給与業務
と福利厚生業務との横断的処理（以下「マルチ的事務処理」という。）の試行を各支
部（沖縄支部を除く。）で実施しました。

また、平成２７年４月には、各支部におけるマルチ的事務処理の試行の実施状況、
課題等について担当者会議を開催しました。

担当者会議での審議を踏まえ、平成２７年６月にマルチ的事務処理の実施に向けた
理事長通達を各支部に発出し、平成２７年７月からマルチ的事務処理を開始しました。

さらに、マルチ的事務処理状況をフォローするため、平成２７年１０月から１１月
にかけて各支部でヒアリング及びアンケート調査を実施し、その結果を平成２７年１
２月の役員等会議で報告を行いました。

これら取組により、組織改編後の給与厚生課の課内各係の業務量の平準化に資する
業務実施体制の整備を行いました。

評 定： Ｂ
評定理由： 平成２７年７月に本部組織の部課の統合を行うとともに支部組織にお

ける組織のフラット化として給与業務と福利厚生業務との横断的処理を
開始し、支部課内各係の業務量の平準化に資する業務実施体制の整備を
行いました。

■ 期間業務職員の更なる活用の実施状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
平成２７年７月の組織改編に先行して、平成２７年４月１日に４人の期間業務職員

の更なる活用（常勤職員を期間業務職員に切り替え）を実施しました。
なお、期間業務職員の活用を実施したポストは、横須賀支部管理課管理係の一般職

員、座間支部管理課管理係の一般職員、沖縄支部給与課給与係の一般職員及び同支部
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厚生課厚生係の一般職員の計４ポストとなっています。

● 業務運営の状況
平成２７年４月１日に４人の常勤職員を期間業務職員に切り替えたことにより、人

件費の削減等の取り組みを適切に実施しました。

評 定： Ｂ
評定理由： 事業計画の目標である４以上の職位について期間業務職員の更なる活

用を実施しました。

■ 具体的な組織改編の方向性について検討及び事務・事業の効率化策等の情報収集の状
況

● 年度目標・事業計画の実施状況
「公共サービス改革法の事業選定に関するヒアリングの実施等について」（平成２

５年１２月２０日付け内閣府公共サービス改革推進室及び官民競争入札等監理委員会
事務局事務連絡）において、平成２７年度の機構組織改編後に実施を求めるとされた
業務フロー・コスト分析について、第１回目の業務量アンケート調査を実施（平成２
８年２月１５日～３月１４日）しました。

● 業務運営の状況
業務量アンケート調査は平成２８年度も引き続き実施し、本調査結果等も踏まえつ

つ、具体的な組織改編の方向性についての検討を継続していきます。
また、業務フロー・コスト分析を開始するに当たり、他の法人等に係る業務フロー・

コスト分析の結果、事務・事業の効率化策等の情報収集に努めました。

評 定： Ｂ
評定理由： 事業計画の目標である平成２７年度の機構組織改編後に実施を求める

とされた業務フロー・コスト分析を開始しました。業務量アンケート調
査結果等も踏まえつつ、具体的な組織改編の方向性についての検討を継
続していきます。

また、業務フロー・コスト分析を開始するに当たり、他の法人等に係
る業務フロー・コスト分析の結果、事務・事業の効率化策等の情報収集
に努めました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 平成２７年７月に組織改編を行い、本部組織の部課の統合、業務量の

平準化に資する支部組織における組織のフラット化を行うとともに、４
以上の職位について期間業務職員の更なる活用を実施し、事業計画の目
標である８人以上の要員縮減を実施しました。

また、事業計画の目標である平成２７年度の機構組織改編後に実施を
求めるとされた業務フロー・コスト分析を開始し、業務量アンケート調
査結果等も踏まえつつ、具体的な組織改編の方向性についての検討を継
続していきます。

なお、業務フロー・コスト分析を開始するに当たり、他の法人等に係
る業務フロー・コスト分析の結果、事務・事業の効率化策等の情報収集
に努めました。
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の統合（△２）
・期間業務職員の
更なる活用（△２）

支部計 ２４９ ２４４ ２３９ ２３５ △６ ２２９

合 計 ３１０ ３０４ ２９８ ２９１ △８ ２８３

評 定： Ｂ
評定理由： 本部及び支部の要員を縮減し、事業計画の目標である８人以上の要員

縮減を達成しました。

■ 本部組織の部課の統合状況
■ 支部組織のフラット化及び業務量の平準化に資する業務実施体制の整備状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
本部組織の部課の統廃合については、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

（平成２５年１２月２４日閣議決定）を受け、平成２７年７月に企画調整部と管理部
を統合し総務部へ、企画調整課と庶務課を統合し総務課へ、また、業務部を名称変更
し労務部とし、情報管理課を労務部内の情報管理室へ改編しました。

支部組織のフラット化については、平成２７年７月に横田、横須賀及び座間各支部
の給与課と厚生課を統合し給与厚生課へ、また沖縄支部の総務課と管理課を統合し管
理課へそれぞれ改編しました。

● 業務運営の状況
本部組織の部課の統廃合及び支部組織のフラット化については、平成２６年度から

体制整備の準備を行い、円滑な移行に努めました。
特に、支部組織のフラット化に当たっては、横田、横須賀及び座間各支部の給与課

と厚生課との統合に向け、平成２６年１０月から平成２７年６月までの間に給与業務
と福利厚生業務との横断的処理（以下「マルチ的事務処理」という。）の試行を各支
部（沖縄支部を除く。）で実施しました。

また、平成２７年４月には、各支部におけるマルチ的事務処理の試行の実施状況、
課題等について担当者会議を開催しました。

担当者会議での審議を踏まえ、平成２７年６月にマルチ的事務処理の実施に向けた
理事長通達を各支部に発出し、平成２７年７月からマルチ的事務処理を開始しました。

さらに、マルチ的事務処理状況をフォローするため、平成２７年１０月から１１月
にかけて各支部でヒアリング及びアンケート調査を実施し、その結果を平成２７年１
２月の役員等会議で報告を行いました。

これら取組により、組織改編後の給与厚生課の課内各係の業務量の平準化に資する
業務実施体制の整備を行いました。

評 定： Ｂ
評定理由： 平成２７年７月に本部組織の部課の統合を行うとともに支部組織にお

ける組織のフラット化として給与業務と福利厚生業務との横断的処理を
開始し、支部課内各係の業務量の平準化に資する業務実施体制の整備を
行いました。

■ 期間業務職員の更なる活用の実施状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
平成２７年７月の組織改編に先行して、平成２７年４月１日に４人の期間業務職員

の更なる活用（常勤職員を期間業務職員に切り替え）を実施しました。
なお、期間業務職員の活用を実施したポストは、横須賀支部管理課管理係の一般職

員、座間支部管理課管理係の一般職員、沖縄支部給与課給与係の一般職員及び同支部
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行稼働期間として設定し、本稼働開始に向けて旧システムが保有する機能が新システ
ムに確実に移行されているか、また、新システムにおいて追加される機能が正常に動
作しているかの確認を目的として、新旧システムで同じデータを用いてテストし、処
理結果の整合性を確認しました。

新旧システムの並行稼働に当たっては、より実効的な並行稼働を行うために、平成
２７年２月に並行稼働計画を立て、並行稼働の実施内容、方法及び新旧システムの不
整合時の対応等を整理した上で、計画的に実施しました。

その結果、当該期間中、本部・各支部内で約２５０件の問い合わせがあったものの、
新システムの機能面、性能面、操作面及びデータの整合性において、問題のある差異
がないこと、旧システムが保有する機能が新システムに確実に移行されていること及
び新システムにおいて追加される機能が正常に動作することについて確認したことを
もって、平成２７年６月１２日から６月１４日に旧システムから新システムへの切り
替えを実施し、平成２７年６月１５日から新システムの本稼動を開始しました。

平成２７年７月からは新システムのみでの運用を開始しているところ、平成２８年
３月末現在システム稼働率１００％を維持し、労務管理等業務の基盤となるシステム
として安定的な稼働を確保しております。

※ 在日米軍従業員管理システムとは、エルモの実施する労務管理等事務の全体（雇用管理、給与、旅費、

制服、健康診断、永年勤続表彰、ほう賞等）をシステム化したもの。これらを総括管理するために、本部

及び全支部を広域イーサネット網でつなぎ、本部に置かれた運用管理センターにて、ハードウェア・ソフ

トウェアの一元管理及び運用管理を行っている。

評 定： Ａ
評定理由： 在日米軍従業員管理システム等の再構築を完了し、平成２７年７月か

ら平成２８年３月末までのシステム稼働率１００％を達成し、安定的な
稼働状況を確保しました。

■ 次期システムの在り方の検討状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
業務の一層の効率化を図るため、在日米軍従業員管理システム等の次期換装（平成

３２年度）に向けて、次期システムの在り方について検討を開始しました。

● 業務運営の状況
在日米軍従業員管理システム等の再構築を行い、平成２７年７月から新システムの

運用を開始していますが、当該システムは、労務管理等業務を着実に実施するために

欠くことのできない機構業務の基盤となる重要なシステムであることから、このシス

テムの見直しは不断の検討が必要であると考えられます。

また、従来、システム機器の耐用年数※が５年であることから、エルモにおいては、
５年ごとに電子計算機の換装を行っているところであり、現在運用しているシステム
については、平成３２年３月末にリース期間が満了することとなっているため、平成
３２年４月から次期システムの運用を開始することが想定されています。

このように、在日米軍従業員管理システム等の次期換装については、新たなシステ
ム機器を円滑に導入するにあたり、次期システムの開発期間を十分確保し、エルモの
システムの円滑な整備を進める必要があるため、次期システムの在り方の検討に当た
り、在日米軍従業員管理システムを始めとして、共通システム機器(ハードウェア及
びハードウェアに搭載されるソフトウェア）や共通システム環境（情報セキュリティ
等）について検討内容を整理し、それを基に政府システムの動向や費用対効果を踏ま
えて、平成２８年度以降、広く職員（ユーザ）の意見を収集し、総合的に検討を継続
していくこととしたところです。

※ 耐用年数とは、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和四十年三月三十一日号外大蔵省令第十五

号）に規定されている電子計算機の利用に耐えうる年数のことをいう。
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イ 新システムの安定的な稼働の確保等

【年度目標】
―業務運営の効率化に関する事項―
○業務の効率化・組織改編

・機構では、駐留軍等労働者の労務管理等業務の効率化、駐留軍等労働者への
サービス向上等を図るため、総合的な電算処理システムとして在日米軍従業
員管理システム等を開発し運用しているところ、平成２７年度においてシス
テム機器換装に併せて行う必要のあるシステム再構築（最新のプログラム言
語への書換等）について、円滑かつ着実に進め、新システムの安定的な稼働
を確保すること。

・併せて、業務の一層の効率化を図るため、次期システムの在り方について検
討を開始すること。

・また、情報セキュリティ対策を推進し、情報セキュリティの強化を図ること。

【事業計画】
―業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置―
○業務の効率化・組織改編

・在日米軍従業員管理システム等の再構築については、平成２７年４月から３
か月間を並行稼働期間として設定し、新旧システムで同じデータを用いてテ
ストし、処理結果の整合性を確認することによって、平成２７年７月から新
システムの安定的な稼働（平成２７年７月以降の平成２７年度中のシステム
稼働率：９９．９％以上）を確保する。

・併せて、業務の一層の効率化を図るため、在日米軍従業員管理システム等の
次期換装（平成３２年度）に向けて、次期システムの在り方について検討を
開始する。

・また、情報セキュリティ対策については、教育テキスト及び映像コンテンツ
を用いた教育、情報セキュリティ規定が遵守されていることを確認するため
の監督検査を実施する。

・個人情報の保護についても適切に対応するため、職員への周知徹底・教育そ
の他の措置を講ずる。

■ 新システムの安定的な稼働の確保状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
在日米軍従業員管理システム等※の再構築については、システム機器換装に併せて

システム再構築（最新のプログラム言語への書換等）を行うため、平成２７年４月か
ら３か月間を並行稼働期間として設定し、新旧システムで同じデータを用いてテスト
し、処理結果の整合性を確認しました。

これにより、平成２７年７月から新システムの安定的な稼働（平成２７年７月以降
の平成２７年度中のシステム稼働率：９９．９％以上）を確保しました。

● 業務運営の状況
在日米軍従業員管理システム等の再構築については、電子計算機の換装を行うため

に平成２６年４月１日に契約を締結し、新たなハードウェア・ソフトウェアの導入及
び新たな機器等に導入するOS（Operating System：コンピュータのハードウェアとソ
フトウェアを総合的に管理する基本ソフト。）に対応したプログラム言語を基に在日
米軍従業員管理システムのプログラムの再構築を行いました。

具体的には、平成２６年度中に基本となるプログラムを設計し、新たなプログラム
言語によるプログラムの開発を進め、新システムのテストを実施しました。また、本
部及び支部の現地調査を行った上で、ネットワーク工事及び電源工事を実施するとと
もに、新システムで使用する新たな機器等の機能及び性能の確認を実施しました。

平成２７年３月、本部及び支部に新システムで使用する機器等を搬入し、設置しま
した。

平成２６年度中に設置した新システムについて、平成２７年４月から３か月間を並
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行稼働期間として設定し、本稼働開始に向けて旧システムが保有する機能が新システ
ムに確実に移行されているか、また、新システムにおいて追加される機能が正常に動
作しているかの確認を目的として、新旧システムで同じデータを用いてテストし、処
理結果の整合性を確認しました。

新旧システムの並行稼働に当たっては、より実効的な並行稼働を行うために、平成
２７年２月に並行稼働計画を立て、並行稼働の実施内容、方法及び新旧システムの不
整合時の対応等を整理した上で、計画的に実施しました。

その結果、当該期間中、本部・各支部内で約２５０件の問い合わせがあったものの、
新システムの機能面、性能面、操作面及びデータの整合性において、問題のある差異
がないこと、旧システムが保有する機能が新システムに確実に移行されていること及
び新システムにおいて追加される機能が正常に動作することについて確認したことを
もって、平成２７年６月１２日から６月１４日に旧システムから新システムへの切り
替えを実施し、平成２７年６月１５日から新システムの本稼動を開始しました。

平成２７年７月からは新システムのみでの運用を開始しているところ、平成２８年
３月末現在システム稼働率１００％を維持し、労務管理等業務の基盤となるシステム
として安定的な稼働を確保しております。

※ 在日米軍従業員管理システムとは、エルモの実施する労務管理等事務の全体（雇用管理、給与、旅費、

制服、健康診断、永年勤続表彰、ほう賞等）をシステム化したもの。これらを総括管理するために、本部

及び全支部を広域イーサネット網でつなぎ、本部に置かれた運用管理センターにて、ハードウェア・ソフ

トウェアの一元管理及び運用管理を行っている。

評 定： Ａ
評定理由： 在日米軍従業員管理システム等の再構築を完了し、平成２７年７月か

ら平成２８年３月末までのシステム稼働率１００％を達成し、安定的な
稼働状況を確保しました。

■ 次期システムの在り方の検討状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
業務の一層の効率化を図るため、在日米軍従業員管理システム等の次期換装（平成

３２年度）に向けて、次期システムの在り方について検討を開始しました。

● 業務運営の状況
在日米軍従業員管理システム等の再構築を行い、平成２７年７月から新システムの

運用を開始していますが、当該システムは、労務管理等業務を着実に実施するために

欠くことのできない機構業務の基盤となる重要なシステムであることから、このシス

テムの見直しは不断の検討が必要であると考えられます。

また、従来、システム機器の耐用年数※が５年であることから、エルモにおいては、
５年ごとに電子計算機の換装を行っているところであり、現在運用しているシステム
については、平成３２年３月末にリース期間が満了することとなっているため、平成
３２年４月から次期システムの運用を開始することが想定されています。

このように、在日米軍従業員管理システム等の次期換装については、新たなシステ
ム機器を円滑に導入するにあたり、次期システムの開発期間を十分確保し、エルモの
システムの円滑な整備を進める必要があるため、次期システムの在り方の検討に当た
り、在日米軍従業員管理システムを始めとして、共通システム機器(ハードウェア及
びハードウェアに搭載されるソフトウェア）や共通システム環境（情報セキュリティ
等）について検討内容を整理し、それを基に政府システムの動向や費用対効果を踏ま
えて、平成２８年度以降、広く職員（ユーザ）の意見を収集し、総合的に検討を継続
していくこととしたところです。

※ 耐用年数とは、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和四十年三月三十一日号外大蔵省令第十五

号）に規定されている電子計算機の利用に耐えうる年数のことをいう。
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イ 新システムの安定的な稼働の確保等

【年度目標】
―業務運営の効率化に関する事項―

○業務の効率化・組織改編
・機構では、駐留軍等労働者の労務管理等業務の効率化、駐留軍等労働者への

サービス向上等を図るため、総合的な電算処理システムとして在日米軍従業
員管理システム等を開発し運用しているところ、平成２７年度においてシス
テム機器換装に併せて行う必要のあるシステム再構築（最新のプログラム言
語への書換等）について、円滑かつ着実に進め、新システムの安定的な稼働
を確保すること。

・併せて、業務の一層の効率化を図るため、次期システムの在り方について検
討を開始すること。

・また、情報セキュリティ対策を推進し、情報セキュリティの強化を図ること。

【事業計画】
―業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置―
○業務の効率化・組織改編

・在日米軍従業員管理システム等の再構築については、平成２７年４月から３
か月間を並行稼働期間として設定し、新旧システムで同じデータを用いてテ
ストし、処理結果の整合性を確認することによって、平成２７年７月から新
システムの安定的な稼働（平成２７年７月以降の平成２７年度中のシステム
稼働率：９９．９％以上）を確保する。

・併せて、業務の一層の効率化を図るため、在日米軍従業員管理システム等の
次期換装（平成３２年度）に向けて、次期システムの在り方について検討を
開始する。

・また、情報セキュリティ対策については、教育テキスト及び映像コンテンツ
を用いた教育、情報セキュリティ規定が遵守されていることを確認するため
の監督検査を実施する。

・個人情報の保護についても適切に対応するため、職員への周知徹底・教育そ
の他の措置を講ずる。

■ 新システムの安定的な稼働の確保状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
在日米軍従業員管理システム等※の再構築については、システム機器換装に併せて

システム再構築（最新のプログラム言語への書換等）を行うため、平成２７年４月か
ら３か月間を並行稼働期間として設定し、新旧システムで同じデータを用いてテスト
し、処理結果の整合性を確認しました。

これにより、平成２７年７月から新システムの安定的な稼働（平成２７年７月以降
の平成２７年度中のシステム稼働率：９９．９％以上）を確保しました。

● 業務運営の状況
在日米軍従業員管理システム等の再構築については、電子計算機の換装を行うため

に平成２６年４月１日に契約を締結し、新たなハードウェア・ソフトウェアの導入及
び新たな機器等に導入するOS（Operating System：コンピュータのハードウェアとソ
フトウェアを総合的に管理する基本ソフト。）に対応したプログラム言語を基に在日
米軍従業員管理システムのプログラムの再構築を行いました。

具体的には、平成２６年度中に基本となるプログラムを設計し、新たなプログラム
言語によるプログラムの開発を進め、新システムのテストを実施しました。また、本
部及び支部の現地調査を行った上で、ネットワーク工事及び電源工事を実施するとと
もに、新システムで使用する新たな機器等の機能及び性能の確認を実施しました。

平成２７年３月、本部及び支部に新システムで使用する機器等を搬入し、設置しま
した。

平成２６年度中に設置した新システムについて、平成２７年４月から３か月間を並
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（２）情報セキュリティ監督検査

平成２７年度情報セキュリティ監督検査実施計画に基づき、情報セキュリテ

ィ規定が遵守されていることを確認するための監督検査を着実に実施しました。

情報セキュリティ監督検査のうち外部監督検査としては、システム監査を専

門とする業者による情報セキュリティの検査を行いました。特に、応募システ

ム※を中心に検査を行った結果、セキュリティ強化に関する意見が付されたた

め、情報セキュリティの確保のためにソフトウェア改修を実施し、必要な措置

を取りました。

また、情報セキュリティ監督検査のうち内部監督検査として、三沢支部・横

田支部・横須賀支部・京丹後支部の監督検査を実施し、職員の情報セキュリテ

ィに対する更なる意識の強化を図りました。

さらに、情報セキュリティ規定の遵守状況について、職員自らがチェックす

る自己点検を実施しました。自己点検を実施することによって、職員の情報セ

キュリティ規定の遵守状況を把握し、守るべき情報セキュリティ対策を徹底さ

せることで、情報セキュリティの強化に努めました。

（３）情報セキュリティ教育・訓練

平成２７年度情報セキュリティ教育実施計画に基づき、教育テキスト及び映
像コンテンツを用いた教育を実施し、セキュリティに対する意識の強化を図り
ました。

また、近年、特定の組織を狙って重要な情報を窃取する標的型攻撃メールが
増加しているところ、それによる政府機関等における個人情報流出事件が大き
な社会問題となったことから、情報セキュリティ教育実施計画を見直し、標的
型攻撃メール訓練の実施を新たに追加しました。

この訓練では、添付ファイルを開封したり、リンクをクリックすることで、
情報を盗み出すウイルスを感染させるように誘導する標的型攻撃メールが送付
されたという想定のもとに、情報システム取扱実施手順に基づいた対処ができ
るかをテストする形で平成２８年２月に実施しました。

本訓練では各個人端末の状況下で体験実施したことにより、より現実的なも
のと捉え、職員の対処意識の向上を図ることができました。

※ 応募システムとは、応募者の拡大と利便性の向上を図るため、本土においては求人情報の提供と応募受

付を、沖縄においては応募者の事前募集の登録をインターネットにより行うためのシステムのこと

2

目次

はじめに

1. 最新のセキュリティインシデント（事件・事故・事案）を考慮した
情報セキュリティ概要

1. 技術と組織と運用が重要であることの確認

2. 機密性・完全性・可用性が維持できない事例の確認

3. 本人確認の徹底の重要さを理解する

4. 情報セキュリティ対策はなぜ必要なのか

5. 情報漏えいはなぜ発生するのか

2. 登庁から退庁までの情報セキュリティ対策について

3. 情報セキュリティポリシーについて

4. まとめ
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評 定： Ｂ
評定理由： 在日米軍従業員管理システム等の次期換装（平成３２年度）に向けて、

次期システムの在り方について検討を開始しました。

■ 情報セキュリティ教育及び監督検査の実施状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
情報セキュリティ対策については、平成２７年７月から平成２８年２月まで教育テ

キスト及び映像コンテンツを用いた教育に加えて、情報セキュリティ訓練を実施しま
した。

また、情報セキュリティ規定が遵守されていることを確認するための監督検査を実
施しました。

● 業務運営の状況
エルモの情報セキュリティ対策については、情報セキュリティの強化を図ることを

目的に、情報システムを利用する役職員に対し情報セキュリティを遵守させ、また情

報セキュリティ対策の重要性など必要な知識を習得させるために、平成２７年度に実

施する情報セキュリティ教育及び情報セキュリティ監督検査の実施計画を策定した上

で、次のような取組を行いました。

（１）情報セキュリティ教育

平成２７年度情報セキュリティ教育実施計画に基づき、エルモ独自に作成した

教育テキスト及びｅラーニングを活用した映像コンテンツを用いて、全役職員を

対象にした教育を着実に実施しました。

また、当該教育の理解度を確認するため、職員を対象とした情報セキュリティ

に関するミニテストを実施しました。正答率の低かった問題については、全役職

員のパソコン起動時に情報セキュリティ規定を自動で表示させることによって、

職員の情報セキュリティに対する更なる意識の強化を図りました。

機構の情報セキュリティ対策

（2015年度版）

～基 礎 編～

平成27年10月

(独)駐留軍等労働者労務管理機構
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（２）情報セキュリティ監督検査

平成２７年度情報セキュリティ監督検査実施計画に基づき、情報セキュリテ

ィ規定が遵守されていることを確認するための監督検査を着実に実施しました。

情報セキュリティ監督検査のうち外部監督検査としては、システム監査を専

門とする業者による情報セキュリティの検査を行いました。特に、応募システ

ム※を中心に検査を行った結果、セキュリティ強化に関する意見が付されたた

め、情報セキュリティの確保のためにソフトウェア改修を実施し、必要な措置

を取りました。

また、情報セキュリティ監督検査のうち内部監督検査として、三沢支部・横

田支部・横須賀支部・京丹後支部の監督検査を実施し、職員の情報セキュリテ

ィに対する更なる意識の強化を図りました。

さらに、情報セキュリティ規定の遵守状況について、職員自らがチェックす

る自己点検を実施しました。自己点検を実施することによって、職員の情報セ

キュリティ規定の遵守状況を把握し、守るべき情報セキュリティ対策を徹底さ

せることで、情報セキュリティの強化に努めました。

（３）情報セキュリティ教育・訓練

平成２７年度情報セキュリティ教育実施計画に基づき、教育テキスト及び映
像コンテンツを用いた教育を実施し、セキュリティに対する意識の強化を図り
ました。

また、近年、特定の組織を狙って重要な情報を窃取する標的型攻撃メールが
増加しているところ、それによる政府機関等における個人情報流出事件が大き
な社会問題となったことから、情報セキュリティ教育実施計画を見直し、標的
型攻撃メール訓練の実施を新たに追加しました。

この訓練では、添付ファイルを開封したり、リンクをクリックすることで、
情報を盗み出すウイルスを感染させるように誘導する標的型攻撃メールが送付
されたという想定のもとに、情報システム取扱実施手順に基づいた対処ができ
るかをテストする形で平成２８年２月に実施しました。

本訓練では各個人端末の状況下で体験実施したことにより、より現実的なも
のと捉え、職員の対処意識の向上を図ることができました。

※ 応募システムとは、応募者の拡大と利便性の向上を図るため、本土においては求人情報の提供と応募受

付を、沖縄においては応募者の事前募集の登録をインターネットにより行うためのシステムのこと

2

目次

はじめに

1. 最新のセキュリティインシデント（事件・事故・事案）を考慮した
情報セキュリティ概要

1. 技術と組織と運用が重要であることの確認

2. 機密性・完全性・可用性が維持できない事例の確認

3. 本人確認の徹底の重要さを理解する

4. 情報セキュリティ対策はなぜ必要なのか

5. 情報漏えいはなぜ発生するのか

2. 登庁から退庁までの情報セキュリティ対策について

3. 情報セキュリティポリシーについて

4. まとめ
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評 定： Ｂ
評定理由： 在日米軍従業員管理システム等の次期換装（平成３２年度）に向けて、

次期システムの在り方について検討を開始しました。

■ 情報セキュリティ教育及び監督検査の実施状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
情報セキュリティ対策については、平成２７年７月から平成２８年２月まで教育テ

キスト及び映像コンテンツを用いた教育に加えて、情報セキュリティ訓練を実施しま
した。

また、情報セキュリティ規定が遵守されていることを確認するための監督検査を実
施しました。

● 業務運営の状況
エルモの情報セキュリティ対策については、情報セキュリティの強化を図ることを

目的に、情報システムを利用する役職員に対し情報セキュリティを遵守させ、また情

報セキュリティ対策の重要性など必要な知識を習得させるために、平成２７年度に実

施する情報セキュリティ教育及び情報セキュリティ監督検査の実施計画を策定した上

で、次のような取組を行いました。

（１）情報セキュリティ教育

平成２７年度情報セキュリティ教育実施計画に基づき、エルモ独自に作成した

教育テキスト及びｅラーニングを活用した映像コンテンツを用いて、全役職員を

対象にした教育を着実に実施しました。

また、当該教育の理解度を確認するため、職員を対象とした情報セキュリティ

に関するミニテストを実施しました。正答率の低かった問題については、全役職

員のパソコン起動時に情報セキュリティ規定を自動で表示させることによって、

職員の情報セキュリティに対する更なる意識の強化を図りました。

機構の情報セキュリティ対策

（2015年度版）

～基 礎 編～

平成27年10月

(独)駐留軍等労働者労務管理機構
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（２）調達等合理化の取組の推進

【年度目標】
―業務運営の効率化に関する事項―
○調達等合理化の取組の推進

・「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成２７年
５月２５日総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施することにより、調達
等合理化の取組を推進すること。

【事業計画】
―業務運営の効率化に関する事項―
○調達等合理化の取組の推進

・「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成２７年
５月２５日総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施することにより、調達
等合理化の取組を推進する。

具体的には、契約監視委員会を開催し、一者応札・応募となっている案件
について改善方策が適当であるか等の観点に沿って契約状況の点検・見直し
を行い、契約の適正化を推進するとともに、その結果等をホームページにお
いて公表する。

・また、契約の適正性・透明性を確保するため、「公共調達の適正化について」
（平成１８年８月２５日付け財計第２０１７号）等に基づき、予定価格が一
定金額以上の契約について、契約の相手方、契約金額、予定価格等の情報を
ホームページにおいて公表する。

■ 調達等合理化計画の取組状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
平成２７年６月３０日に契約監視委員会を開催し、平成２６年度における契約４６件（随

意契約６件、一般競争契約４０件）について、競争性のない随意契約、一者応札・一者応
募となった契約について点検・見直しを行いました。
また、平成２７年度における調達等合理化計画について点検を行いました。

○平成２７年度契約監視委員会議事概要

（１）点検・見直しの対象契約案件（平成２６年度契約）及び「独立行政法人にお
ける調達等合理化の取組の推進について」の概要説明

事務局から各案件の概要、見直し状況、応札状況等、及び平成２７年度調達
等合理化計画の策定について説明。

（２）点検・見直しの対象契約案件について
ア 契約監視委員会の指摘事項

①「競争性のない随意契約」
指摘事項なし

②「一者応札・一者応募」
引き続き積極的なＰＲを行うなど、更なる競争性の確保について取り組
むこと。

③「２ヵ年度連続一者応札」
今後も現在実施している取組を継続しつつ、改善のための調査・検討を
行うこと。

④「平成２６年度契約一覧」

イ 契約監視委員会の指摘事項に対する機構の具体的取組

- 41 -

評 定： Ａ
評定理由： 情報セキュリティ対策として、教育テキスト及び映像コンテンツを用

いた教育、情報セキュリティ規定が遵守されていることを確認するため
の監督検査を着実に実施しました。

さらに、新たに情報セキュリティ訓練の実施を行い、情報セキュリテ
ィ強化を図りました。

■ 個人情報保護の職員への周知徹底・教育その他の措置状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
機構の保有する個人情報の適切な管理に資するために策定した「平成２７年度個人

情報保護教育研修計画」（個人情報保護・情報セキュリティ委員会決定）に基づき、
係員研修等の養成研修において職員への研修を実施したほか、全役職員を対象に端末
起動時のポップアップ画面表示等を利用して、個人情報保護に係る教育を実施しまし
た。

また、平成２７年５月の日本年金機構における個人情報流出事案を踏まえた「独立
行政法人等の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針」（平成１６
年９月１４日総管情第８５号総務省行政管理局長通知。以下「総務省指針」という。）
の改正及び「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律」（平成２５年法律第２５号。以下「番号法」という。）の施行を踏まえ、機構に
おける個人情報保護に関する規程の改正等を行いました。

評 定： Ｂ
評定理由： 個人情報保護については、職員への周知を図るため、養成研修等で教

育を行いました。
また、総務省指針の改正及び番号法の施行を踏まえ、機構における個

人情報保護に関する規程の改正等を行いました。

【自己評価結果】

評 定： Ａ
評定理由： 新システムの安定的な稼働の確保状況については、在日米軍従業員管

理システム等の再構築を完了し、平成２７年７月から平成２８年３月末
までのシステム稼働率１００％を達成しました。

次期システムの在り方の検討状況については、在日米軍従業員管理シ
ステム等の次期換装（平成３２年度）に向けて、次期システムの在り方
について検討を開始しました。

情報セキュリティ教育及び監督検査の実施状況については、教育テキ
スト及び映像コンテンツを用いた教育、情報セキュリティ規定が遵守さ
れていることを確認するための監督検査を着実に実施しました。

さらに、新たに情報セキュリティ訓練の実施を行い、情報セキュリテ
ィ強化を図りました。

個人情報保護については、職員への周知を図るため、養成研修等で教
育を行いました。

また、総務省指針の改正及び番号法の施行を踏まえ、機構における個
人情報保護に関する規程の改正等を行いました。
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（２）調達等合理化の取組の推進

【年度目標】
―業務運営の効率化に関する事項―
○調達等合理化の取組の推進

・「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成２７年
５月２５日総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施することにより、調達
等合理化の取組を推進すること。

【事業計画】
―業務運営の効率化に関する事項―
○調達等合理化の取組の推進

・「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成２７年
５月２５日総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施することにより、調達
等合理化の取組を推進する。

具体的には、契約監視委員会を開催し、一者応札・応募となっている案件
について改善方策が適当であるか等の観点に沿って契約状況の点検・見直し
を行い、契約の適正化を推進するとともに、その結果等をホームページにお
いて公表する。

・また、契約の適正性・透明性を確保するため、「公共調達の適正化について」
（平成１８年８月２５日付け財計第２０１７号）等に基づき、予定価格が一
定金額以上の契約について、契約の相手方、契約金額、予定価格等の情報を
ホームページにおいて公表する。

■ 調達等合理化計画の取組状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
平成２７年６月３０日に契約監視委員会を開催し、平成２６年度における契約４６件（随

意契約６件、一般競争契約４０件）について、競争性のない随意契約、一者応札・一者応
募となった契約について点検・見直しを行いました。

また、平成２７年度における調達等合理化計画について点検を行いました。

○平成２７年度契約監視委員会議事概要

（１）点検・見直しの対象契約案件（平成２６年度契約）及び「独立行政法人にお
ける調達等合理化の取組の推進について」の概要説明

事務局から各案件の概要、見直し状況、応札状況等、及び平成２７年度調達
等合理化計画の策定について説明。

（２）点検・見直しの対象契約案件について
ア 契約監視委員会の指摘事項

①「競争性のない随意契約」
指摘事項なし

②「一者応札・一者応募」
引き続き積極的なＰＲを行うなど、更なる競争性の確保について取り組
むこと。

③「２ヵ年度連続一者応札」
今後も現在実施している取組を継続しつつ、改善のための調査・検討を
行うこと。

④「平成２６年度契約一覧」

イ 契約監視委員会の指摘事項に対する機構の具体的取組
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評 定： Ａ
評定理由： 情報セキュリティ対策として、教育テキスト及び映像コンテンツを用

いた教育、情報セキュリティ規定が遵守されていることを確認するため
の監督検査を着実に実施しました。

さらに、新たに情報セキュリティ訓練の実施を行い、情報セキュリテ
ィ強化を図りました。

■ 個人情報保護の職員への周知徹底・教育その他の措置状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
機構の保有する個人情報の適切な管理に資するために策定した「平成２７年度個人

情報保護教育研修計画」（個人情報保護・情報セキュリティ委員会決定）に基づき、
係員研修等の養成研修において職員への研修を実施したほか、全役職員を対象に端末
起動時のポップアップ画面表示等を利用して、個人情報保護に係る教育を実施しまし
た。

また、平成２７年５月の日本年金機構における個人情報流出事案を踏まえた「独立
行政法人等の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針」（平成１６
年９月１４日総管情第８５号総務省行政管理局長通知。以下「総務省指針」という。）
の改正及び「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律」（平成２５年法律第２５号。以下「番号法」という。）の施行を踏まえ、機構に
おける個人情報保護に関する規程の改正等を行いました。

評 定： Ｂ
評定理由： 個人情報保護については、職員への周知を図るため、養成研修等で教

育を行いました。
また、総務省指針の改正及び番号法の施行を踏まえ、機構における個

人情報保護に関する規程の改正等を行いました。

【自己評価結果】

評 定： Ａ
評定理由： 新システムの安定的な稼働の確保状況については、在日米軍従業員管

理システム等の再構築を完了し、平成２７年７月から平成２８年３月末
までのシステム稼働率１００％を達成しました。

次期システムの在り方の検討状況については、在日米軍従業員管理シ
ステム等の次期換装（平成３２年度）に向けて、次期システムの在り方
について検討を開始しました。

情報セキュリティ教育及び監督検査の実施状況については、教育テキ
スト及び映像コンテンツを用いた教育、情報セキュリティ規定が遵守さ
れていることを確認するための監督検査を着実に実施しました。

さらに、新たに情報セキュリティ訓練の実施を行い、情報セキュリテ
ィ強化を図りました。

個人情報保護については、職員への周知を図るため、養成研修等で教
育を行いました。

また、総務省指針の改正及び番号法の施行を踏まえ、機構における個
人情報保護に関する規程の改正等を行いました。
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【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 契約監視委員会を開催し、平成２６年度における契約について、競争

性のない随意契約、一者応札・一者応募となった契約の点検・見直し及び
平成２７年度調達等合理化計画の点検を行いました。

調達等合理化計画の取組事項としては、経費節減に努めるため、事務
用消耗品等の購入品目を２割程度削減することとしました。

また、契約監視委員会の議事概要等について、情報をホームページに
公表しました。

３ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画

【年度目標】
―財務内容の改善に関する事項―

・人件費を含む機構運営関係費について、平成２６年度を基準として４％の縮減を図
ること。ただし、特殊要因を除く。

【事業計画】
―予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画―

・別紙１から別紙３までのとおり。
人件費を含む機構運営関係費について、平成２６年度を基準として４％の縮減を図
る。ただし、特殊要因を除く。

・また、物件費については、計画的・効率的に執行し、経費節減の余地（事務室
借上契約の契約更新時において賃料交渉を行うなど）がないかについて自己評
価を毎四半期に行った上で、適切な見直しを行う。

■ 機構運営関係費の縮減状況（平成２６年度を基準とした縮減割合）

● 年度目標・事業計画の実施状況
平成２７年度は、人件費においては常勤職員の削減（△８人）による縮減と厳格な

予算管理、物件費においては各種経費の計画的・効率的執行と併せ、地道な節約努力
により、機構運営関係費で平成２６年度を基準として５．１％の縮減となり、平成２
７年度計画で掲げられている縮減率４％を達成しました。

● 業務運営の状況
機構運営関係費の縮減状況については、次の表のとおりです。

機構運営関係費の縮減状況
（単位：百万円）

区 分 平成２６年度 平成２７年度 増減額 縮減率（％） 備 考
(A) (B) (C)＝(B)－(A) (D)＝(C)／(A)

機構運営関係費 ２,５７５ ２，４４５ △１３０ ５．１％

人件費 ２,０７６ １，９８６ △９０ ４．３％

物件費 ４９９ ４５９ △４０ ８．０％

※ 退職手当及び特殊要因を除く。
※ 平成２７年度（Ｂ）は、人件費においては給与改定分等４千７百万円、物件費にお

いては在日米軍従業員管理システム再構築等費用１２億３千５百万円を除く。
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指摘事項なし

（３）独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について
平成２７年度における調達等合理化計画の策定について、点検を受けた結果、

契約監視委員会より、「重点的に取り組む分野の事務用消耗品等の購入につい
ては、多種多様な品目を調達しており、慣習的に使用しているものもあること
から、改めて購入品目を見直し、経費節減に努めること」とのコメントを受け
た。

● 業務運営の状況
一者応札・一者応募となっている業務については、今後も応札状況を注視し、現在

実施している取組（入札公告期間の十分な確保、入札公告掲示箇所の拡大、調達概要
の通年掲示）を継続しつつ、新たなＰＲ方策について引き続き検討していくこととし
ます。

また、重点的に取り組む分野の事務用消耗品等の購入については、契約監視委員会
からのコメントを受け、改めて購入品目の見直しを行いました。慣習的に使用してい
るものもあることから、本部一括調達する購入品目を約２６０品目から２割程度削減
を行うことにより、経費節減に努めることとします。

評 定： Ｂ
評定理由： 契約監視委員会を開催し、平成２６年度における契約４６件（随意契約

６件、一般競争契約４０件）について、競争性のない随意契約、一者応札・
一者応募となった契約の点検・見直し及び平成２７年度調達等合理化計
画の点検を行いました。

調達等合理化計画の取組事項としては、事務用消耗品等の購入につい
て、経費節減に努めるため、購入品目を約２６０品目から２割程度削減
を行うこととしました。

■ 契約状況の点検・見直しの実施及びその結果等の公表状況
■ 予定価格が一定金額以上の契約についての公表状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
平成２７年６月３０日に開催した契約監視委員会についての概要を、ホームページ

に公表しました。

● 業務運営の状況
契約の適正性・透明性を確保するための取組として、以下の情報を毎月、ホームペ

ージにより公表しています。
（１）「公共調達の適正化について」（平成１８年８月２５日財計第２０１７号）に

基づき、予定価格が一定金額以上の契約について、契約の相手方、契約金額及
び予定価格等の情報

（２）「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣
議決定）に基づき、エルモと一定の関係を有する法人と契約を締結した場合、
エルモから当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況等の情
報

評 定： Ｂ
評定理由： 契約監視委員会の議事概要及び、予定価格が一定金額以上の契約につ

いて、情報をホームページに公表しました。
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【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 契約監視委員会を開催し、平成２６年度における契約について、競争

性のない随意契約、一者応札・一者応募となった契約の点検・見直し及び
平成２７年度調達等合理化計画の点検を行いました。

調達等合理化計画の取組事項としては、経費節減に努めるため、事務
用消耗品等の購入品目を２割程度削減することとしました。

また、契約監視委員会の議事概要等について、情報をホームページに
公表しました。

３ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画

【年度目標】
―財務内容の改善に関する事項―

・人件費を含む機構運営関係費について、平成２６年度を基準として４％の縮減を図
ること。ただし、特殊要因を除く。

【事業計画】
―予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画―

・別紙１から別紙３までのとおり。
人件費を含む機構運営関係費について、平成２６年度を基準として４％の縮減を図
る。ただし、特殊要因を除く。

・また、物件費については、計画的・効率的に執行し、経費節減の余地（事務室
借上契約の契約更新時において賃料交渉を行うなど）がないかについて自己評
価を毎四半期に行った上で、適切な見直しを行う。

■ 機構運営関係費の縮減状況（平成２６年度を基準とした縮減割合）

● 年度目標・事業計画の実施状況
平成２７年度は、人件費においては常勤職員の削減（△８人）による縮減と厳格な

予算管理、物件費においては各種経費の計画的・効率的執行と併せ、地道な節約努力
により、機構運営関係費で平成２６年度を基準として５．１％の縮減となり、平成２
７年度計画で掲げられている縮減率４％を達成しました。

● 業務運営の状況
機構運営関係費の縮減状況については、次の表のとおりです。

機構運営関係費の縮減状況
（単位：百万円）

区 分 平成２６年度 平成２７年度 増減額 縮減率（％） 備 考
(A) (B) (C)＝(B)－(A) (D)＝(C)／(A)

機構運営関係費 ２,５７５ ２，４４５ △１３０ ５．１％

人件費 ２,０７６ １，９８６ △９０ ４．３％

物件費 ４９９ ４５９ △４０ ８．０％

※ 退職手当及び特殊要因を除く。
※ 平成２７年度（Ｂ）は、人件費においては給与改定分等４千７百万円、物件費にお

いては在日米軍従業員管理システム再構築等費用１２億３千５百万円を除く。
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指摘事項なし

（３）独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について
平成２７年度における調達等合理化計画の策定について、点検を受けた結果、

契約監視委員会より、「重点的に取り組む分野の事務用消耗品等の購入につい
ては、多種多様な品目を調達しており、慣習的に使用しているものもあること
から、改めて購入品目を見直し、経費節減に努めること」とのコメントを受け
た。

● 業務運営の状況
一者応札・一者応募となっている業務については、今後も応札状況を注視し、現在

実施している取組（入札公告期間の十分な確保、入札公告掲示箇所の拡大、調達概要
の通年掲示）を継続しつつ、新たなＰＲ方策について引き続き検討していくこととし
ます。

また、重点的に取り組む分野の事務用消耗品等の購入については、契約監視委員会
からのコメントを受け、改めて購入品目の見直しを行いました。慣習的に使用してい
るものもあることから、本部一括調達する購入品目を約２６０品目から２割程度削減
を行うことにより、経費節減に努めることとします。

評 定： Ｂ
評定理由： 契約監視委員会を開催し、平成２６年度における契約４６件（随意契約

６件、一般競争契約４０件）について、競争性のない随意契約、一者応札・
一者応募となった契約の点検・見直し及び平成２７年度調達等合理化計
画の点検を行いました。

調達等合理化計画の取組事項としては、事務用消耗品等の購入につい
て、経費節減に努めるため、購入品目を約２６０品目から２割程度削減
を行うこととしました。

■ 契約状況の点検・見直しの実施及びその結果等の公表状況
■ 予定価格が一定金額以上の契約についての公表状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
平成２７年６月３０日に開催した契約監視委員会についての概要を、ホームページ

に公表しました。

● 業務運営の状況
契約の適正性・透明性を確保するための取組として、以下の情報を毎月、ホームペ

ージにより公表しています。
（１）「公共調達の適正化について」（平成１８年８月２５日財計第２０１７号）に

基づき、予定価格が一定金額以上の契約について、契約の相手方、契約金額及
び予定価格等の情報

（２）「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣
議決定）に基づき、エルモと一定の関係を有する法人と契約を締結した場合、
エルモから当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況等の情
報

評 定： Ｂ
評定理由： 契約監視委員会の議事概要及び、予定価格が一定金額以上の契約につ

いて、情報をホームページに公表しました。
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別紙２
収 支 計 画

平成２７事業年度

（単位：百万円）
区 分 金 額

費用の部 ４，３６１
経常費用 ４，３６１

基地従業員関係費 ５６２
物件費 １，６４４
人件費 ２，１２４
減価償却費 ３２

財務費用 ０
臨時損失 ０

収益の部 ４，３６１
運営費交付金収益 ４，３３０
寄付金収益 ０
資産見返運営費交付金戻入 ３２
資産見返物品受贈額戻入 ０
臨時利益 ０

純利益 ０
目的積立金崩額 －
総利益 ０
注：１ 収支計画は、予算ベースで計上した。

２ 計数は、四捨五入によっているので符合しないことがある。

別紙３
資 金 計 画

平成２７事業年度

（単位：百万円）
区 分 金 額

資金支出 ４，３３０

業務活動による支出 ４，３３０

投資活動による支出 ０

財務活動による支出 ０

次年度への繰越金 ０

資金収入 ４，３３０

業務活動による収入 ４，３３０

運営費交付金による収入 ４，３３０

その他の収入 ０

投資活動による収入 ０

財務活動による収入 ０

前年度からの繰越金 ０

注： 資金計画は、予算ベースで計上した。
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評 定： Ｂ
評定理由： 平成２６年度を基準として５．１％の縮減となり、平成２７年度計画で

掲げられている縮減率（４．０％）を達成しました。

■ 物件費の自己評価の実施状況及び適切な見直しの実施状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
本年度は、物件費の見直しに当たり、経費節減への取組について周知したほか、計画・

進捗状況について、各四半期毎に予算の執行状況の確認を行ったところ、不要不急など

の不適正な経費の執行は見当たりませんでした。

● 業務運営の状況

平成２７年度における経費節減に係る具体的な取組としては、支部事務所借上契約の

更新時における積極的な賃料の引下げ交渉、ＩＰ電話を活用する支部の拡大による電話

料等の経費の抑制等を行いました。

評 定： Ｂ
評定理由： 機構運営関係費について、各四半期ごとに予算の執行状況の確認を

行うなど、自己評価を実施しました。また、ＩＰ電話の活用などによ
り経費節減の取組を実施しました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 機構運営関係費について、各四半期ごとに予算の執行状況の確認を

行うなど、自己評価を実施するとともに、ＩＰ電話の活用など、経費
節減の取組を実施したことにより、平成２６年度を基準として５．１％
の縮減となり、平成２７年度計画で掲げられている縮減率（４．０％）を
達成しました。

別紙１
事 業 計 画 予 算

平成２７事業年度
（単位：百万円）

区 分 金 額
収 入

運営費交付金 ４，３３０

計 ４，３３０
支 出

基地従業員関係費 ５６２
機構運営関係費 ３，７６８
うち 人件費 ２，１２４

物件費 １，６４４

計 ４，３３０
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別紙２
収 支 計 画

平成２７事業年度

（単位：百万円）
区 分 金 額

費用の部 ４，３６１
経常費用 ４，３６１

基地従業員関係費 ５６２
物件費 １，６４４
人件費 ２，１２４
減価償却費 ３２

財務費用 ０
臨時損失 ０

収益の部 ４，３６１
運営費交付金収益 ４，３３０
寄付金収益 ０
資産見返運営費交付金戻入 ３２
資産見返物品受贈額戻入 ０
臨時利益 ０

純利益 ０
目的積立金崩額 －
総利益 ０
注：１ 収支計画は、予算ベースで計上した。

２ 計数は、四捨五入によっているので符合しないことがある。

別紙３
資 金 計 画

平成２７事業年度

（単位：百万円）
区 分 金 額

資金支出 ４，３３０

業務活動による支出 ４，３３０

投資活動による支出 ０

財務活動による支出 ０

次年度への繰越金 ０

資金収入 ４，３３０

業務活動による収入 ４，３３０

運営費交付金による収入 ４，３３０

その他の収入 ０

投資活動による収入 ０

財務活動による収入 ０

前年度からの繰越金 ０

注： 資金計画は、予算ベースで計上した。
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評 定： Ｂ
評定理由： 平成２６年度を基準として５．１％の縮減となり、平成２７年度計画で

掲げられている縮減率（４．０％）を達成しました。

■ 物件費の自己評価の実施状況及び適切な見直しの実施状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
本年度は、物件費の見直しに当たり、経費節減への取組について周知したほか、計画・

進捗状況について、各四半期毎に予算の執行状況の確認を行ったところ、不要不急など

の不適正な経費の執行は見当たりませんでした。

● 業務運営の状況

平成２７年度における経費節減に係る具体的な取組としては、支部事務所借上契約の

更新時における積極的な賃料の引下げ交渉、ＩＰ電話を活用する支部の拡大による電話

料等の経費の抑制等を行いました。

評 定： Ｂ
評定理由： 機構運営関係費について、各四半期ごとに予算の執行状況の確認を

行うなど、自己評価を実施しました。また、ＩＰ電話の活用などによ
り経費節減の取組を実施しました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 機構運営関係費について、各四半期ごとに予算の執行状況の確認を

行うなど、自己評価を実施するとともに、ＩＰ電話の活用など、経費
節減の取組を実施したことにより、平成２６年度を基準として５．１％
の縮減となり、平成２７年度計画で掲げられている縮減率（４．０％）を
達成しました。

別紙１
事 業 計 画 予 算

平成２７事業年度
（単位：百万円）

区 分 金 額
収 入

運営費交付金 ４，３３０

計 ４，３３０
支 出

基地従業員関係費 ５６２
機構運営関係費 ３，７６８
うち 人件費 ２，１２４

物件費 １，６４４

計 ４，３３０
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イ 研修の着実な実施

【事業計画】
―その他主務省令で定める業務運営に関する事項―
○人事に関する計画

・年間の研修に係る計画を作成し、職員養成研修等の着実な実施を図る。

■ 年間の研修計画の作成及び研修の実施状況

● 事業計画の実施状況
平成２７年４月に年間の研修計画を作成し、養成研修及び業務研修を合計７件実施

し、外部機関で実施する研修については５３件に参加させました。

● 業務運営の状況
エルモで実施する職員養成研修として、「初任研修」「係員研修」を実施したほか、業務

研修として「初級英会話研修」「窓口対応能力向上研修」等を実施しました。
また、外部機関で実施する研修として、人事院主催研修（係長研修、中堅係員研修等）、

財務省主催研修（政府関係法人会計事務職員研修）、総務省主催研修（情報システム統一
研修）等に参加させました。

エルモで実施する研修については、職員の資質の向上、円滑な業務運営及び更なるサー
ビスの向上に資することを目的として、過去のアンケート調査結果における意見及び業務
におけるニーズ等を踏まえ、研修カリキュラムの見直しを行うことにより効果的な実施を
図るべく努めました。

エルモ本部で行われた窓口対応能力向上研修 エルモ本部で行われた初級英会話研修

エルモで実施する研修

実施研修名 対 象 目 的 参加者数

新規採用者初任研修
新規採用者

公務員としての心構え等の教育、労
１１人

（４日間） 務管理業務の基本的知識の付与等

係員研修
中堅係員

エルモ職員として職務遂行に必要な
１１人

（４日間） 幅広い知識の付与及び見識等の向上

窓口対応能力
来訪者等に対する適切な接遇方法等

向上研修 窓口業務従事者
の習得

１１人

（４日間）

初級英会話研修
外国籍を有する駐留軍等労働者及び

（４日間）
英語能力初級者 応募者に対応する際に必要とされる １２人

- 47 -

４ 短期借入金の限度額

【事業計画】
―短期借入金の限度額―
・短期借入金の限度額は３億円とし、運営費交付金の受入れが遅延する場合や予想外

の退職手当の支給等に用いるものとする。

● 事業計画の実施状況
平成２７年度において、運営費交付金の受入れの遅延や予想外の退職手当の支給等

がなく、実績はありませんでした。

５ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

（１）人事に関する計画

ア 人員の適切な配置

【事業計画】
―その他主務省令で定める業務運営に関する事項―

○人事に関する計画
・人員削減を行うに当たっては、円滑な業務処理に配慮した人員の適正な配置

に努める。

■ 円滑な業務処理に配慮した人員の適切な配置状況

● 事業計画の実施状況
円滑な業務処理に配慮し、駐留軍等労働者に対するサービスの低下を招くことがないよ

う業務内容及び業務量に応じた適切な人員配置となるよう努めました。

● 業務運営の状況
本部においては、本部組織の部課統合に伴う業務の集約化等により、人員を削減す

るとともに、支部においては、支部組織における組織のフラット化等に伴うマルチ的
事務処理の業務実施体制を整備することにより、駐留軍等労働者に対するサービスの
低下を招くことがないよう円滑な業務処理に配慮した人員の適正な配置に努め、人員
削減を実施しました。

組織改編については、第２章（Ｐ３３～Ｐ３６）をご参照ください。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 平成２７年７月に組織改編を行い、本部組織の部課の統合、支部組織

における組織のフラット化等による人員を削減するとともに、駐留軍等
労働者に対するサービスの低下を招くことがないよう円滑な業務処理に配
慮した人員の適正な配置に努めました。
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イ 研修の着実な実施

【事業計画】
―その他主務省令で定める業務運営に関する事項―
○人事に関する計画

・年間の研修に係る計画を作成し、職員養成研修等の着実な実施を図る。

■ 年間の研修計画の作成及び研修の実施状況

● 事業計画の実施状況
平成２７年４月に年間の研修計画を作成し、養成研修及び業務研修を合計７件実施

し、外部機関で実施する研修については５３件に参加させました。

● 業務運営の状況
エルモで実施する職員養成研修として、「初任研修」「係員研修」を実施したほか、業務

研修として「初級英会話研修」「窓口対応能力向上研修」等を実施しました。
また、外部機関で実施する研修として、人事院主催研修（係長研修、中堅係員研修等）、

財務省主催研修（政府関係法人会計事務職員研修）、総務省主催研修（情報システム統一
研修）等に参加させました。

エルモで実施する研修については、職員の資質の向上、円滑な業務運営及び更なるサー
ビスの向上に資することを目的として、過去のアンケート調査結果における意見及び業務
におけるニーズ等を踏まえ、研修カリキュラムの見直しを行うことにより効果的な実施を
図るべく努めました。

エルモ本部で行われた窓口対応能力向上研修 エルモ本部で行われた初級英会話研修

エルモで実施する研修

実施研修名 対 象 目 的 参加者数

新規採用者初任研修
新規採用者

公務員としての心構え等の教育、労
１１人

（４日間） 務管理業務の基本的知識の付与等

係員研修
中堅係員

エルモ職員として職務遂行に必要な
１１人

（４日間） 幅広い知識の付与及び見識等の向上

窓口対応能力
来訪者等に対する適切な接遇方法等

向上研修 窓口業務従事者
の習得

１１人

（４日間）

初級英会話研修
外国籍を有する駐留軍等労働者及び

（４日間）
英語能力初級者 応募者に対応する際に必要とされる １２人
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４ 短期借入金の限度額

【事業計画】
―短期借入金の限度額―
・短期借入金の限度額は３億円とし、運営費交付金の受入れが遅延する場合や予想外

の退職手当の支給等に用いるものとする。

● 事業計画の実施状況
平成２７年度において、運営費交付金の受入れの遅延や予想外の退職手当の支給等

がなく、実績はありませんでした。

５ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

（１）人事に関する計画

ア 人員の適切な配置

【事業計画】
―その他主務省令で定める業務運営に関する事項―

○人事に関する計画
・人員削減を行うに当たっては、円滑な業務処理に配慮した人員の適正な配置

に努める。

■ 円滑な業務処理に配慮した人員の適切な配置状況

● 事業計画の実施状況
円滑な業務処理に配慮し、駐留軍等労働者に対するサービスの低下を招くことがないよ

う業務内容及び業務量に応じた適切な人員配置となるよう努めました。

● 業務運営の状況
本部においては、本部組織の部課統合に伴う業務の集約化等により、人員を削減す

るとともに、支部においては、支部組織における組織のフラット化等に伴うマルチ的
事務処理の業務実施体制を整備することにより、駐留軍等労働者に対するサービスの
低下を招くことがないよう円滑な業務処理に配慮した人員の適正な配置に努め、人員
削減を実施しました。

組織改編については、第２章（Ｐ３３～Ｐ３６）をご参照ください。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 平成２７年７月に組織改編を行い、本部組織の部課の統合、支部組織

における組織のフラット化等による人員を削減するとともに、駐留軍等
労働者に対するサービスの低下を招くことがないよう円滑な業務処理に配
慮した人員の適正な配置に努めました。
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６ その他

（１）給与水準の適正化等

【年度目標】
―その他の業務運営に関する重要事項―
○給与水準の適正化等

・機構の役職員の給与水準について、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」
を踏まえ、国家公務員の給与水準も十分に考慮し、手当を含め役職員給与の在り
方を厳しく検証した上で、役職員給与の適正化に取り組むとともに、その検証結
果や取組状況を公表すること。

【事業計画】
―その他―
○給与水準の適正化等

・機構の役職員の給与水準について、国家公務員の給与水準も考慮し、役職員給与
の在り方を検証した上で、役員報酬規則、役員退職手当規則及び職員給与規則の
適切な見直しを行い、その適正化に取り組む。また、検証結果及び取組状況をホ
ームページにおいて公表する。

■ 役職員給与の在り方の検証、規則の適切な見直しの実施及び適正化の取組状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議決定。以

下「基本的な方針」という。）において、役職員が国家公務員である法人については、国
家公務員の給与を参酌することとされています。

これを踏まえ、平成２７年度における給与水準を検証した結果、役員のうち理事長につ
いては、各府省の事務次官の給与に基づく額と比較すると８４％の額、理事については、
各府省の指定職俸給表１号俸の年間報酬と比較すると１００％の額、監事については、国
家公務員の行政職（一）９級の平均年間報酬と比較すると９８％の額となりました。

職員については、国家公務員と比較すると国家公務員の給与水準を１００とした場合の
比較指数が９１．５％となりました。

平成２６年度及び平成２７年度人事院勧告に基づく一般職給与法の改定に準じ、役員報
酬規則及び職員給与規則を改正し、また、「独立行政法人、特殊法人及び認可法人の役員
の退職金について」（平成２７年３月２４日閣議決定）を受け、役員退職手当規則を改正
し、その適正化に取り組みました。

● 業務運営の状況
基本的な方針を踏まえ、平成２７年度においても国家公務員の給与水準との比較による

給与水準の検証を実施しました。
平成２６年度及び平成２７年度人事院勧告に基づく一般職給与法の改定に準じ、役

員報酬規則及び職員給与規則を改正し、また、「独立行政法人、特殊法人及び認可法
人の役員の退職金について」（平成２７年３月２４日閣議決定）を受け、役員退職手
当規則を改正し、以下に掲げる事項について実施しました。

平成２７年度から適用した規則改正による給与の見直しの実施状況

・平成２６年度人事院勧告に基づく「給与制度の総合的見直し」によるもの

項 目 改 定 内 容

俸給関係 ・俸給表の水準を平均２％引下げ

・初任給等は引下げなし、５０歳台後半層が最も多い号俸は最大４

％程度引下げ

- 49 -

初級の英会話能力の習得

語学研修
翻訳業務及び通訳業務に対応可能な

（50分・全24回）
英語能力中・上級者 職員の育成 ５人

衛生管理者講習会
厚生業務担当者

労働安全衛生業務を遂行するために
１人

（３日間） 必要な専門知識の習得

簿記研修
会計業務担当者 企業会計原則に関する識見の向上 １人

（３級・全15回）

計 ７件 ５２人

外部機関（国の機関等）で実施する研修

実施機関名 研 修 名 参加者数

第１０回東北地区課長補佐級研修 １人

第４０回関東地区課長研修 １人

第４９・５０回関東地区係長研修 ２人

人 事 院

第４１回沖縄地区係長研修 ２人

平成２７年度沖縄地区女性職員キャリアアップ研修 １人

その他 ３７人

その他（財務省等） 政府関係法人会計事務職員研修等 ３４人

計 ５３件 ７８人

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 職員の資質の向上、円滑な業務運営及び更なるサービスの向上に資す

ることを目的として、研修計画の作成や、過去のアンケート調査結果等
を踏まえた研修カリキュラムの見直しを行うことにより、研修の効果的
な実施を図りました。
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６ その他

（１）給与水準の適正化等

【年度目標】
―その他の業務運営に関する重要事項―
○給与水準の適正化等

・機構の役職員の給与水準について、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」
を踏まえ、国家公務員の給与水準も十分に考慮し、手当を含め役職員給与の在り
方を厳しく検証した上で、役職員給与の適正化に取り組むとともに、その検証結
果や取組状況を公表すること。

【事業計画】
―その他―
○給与水準の適正化等

・機構の役職員の給与水準について、国家公務員の給与水準も考慮し、役職員給与
の在り方を検証した上で、役員報酬規則、役員退職手当規則及び職員給与規則の
適切な見直しを行い、その適正化に取り組む。また、検証結果及び取組状況をホ
ームページにおいて公表する。

■ 役職員給与の在り方の検証、規則の適切な見直しの実施及び適正化の取組状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議決定。以

下「基本的な方針」という。）において、役職員が国家公務員である法人については、国
家公務員の給与を参酌することとされています。

これを踏まえ、平成２７年度における給与水準を検証した結果、役員のうち理事長につ
いては、各府省の事務次官の給与に基づく額と比較すると８４％の額、理事については、
各府省の指定職俸給表１号俸の年間報酬と比較すると１００％の額、監事については、国
家公務員の行政職（一）９級の平均年間報酬と比較すると９８％の額となりました。

職員については、国家公務員と比較すると国家公務員の給与水準を１００とした場合の
比較指数が９１．５％となりました。

平成２６年度及び平成２７年度人事院勧告に基づく一般職給与法の改定に準じ、役員報
酬規則及び職員給与規則を改正し、また、「独立行政法人、特殊法人及び認可法人の役員
の退職金について」（平成２７年３月２４日閣議決定）を受け、役員退職手当規則を改正
し、その適正化に取り組みました。

● 業務運営の状況
基本的な方針を踏まえ、平成２７年度においても国家公務員の給与水準との比較による

給与水準の検証を実施しました。
平成２６年度及び平成２７年度人事院勧告に基づく一般職給与法の改定に準じ、役

員報酬規則及び職員給与規則を改正し、また、「独立行政法人、特殊法人及び認可法
人の役員の退職金について」（平成２７年３月２４日閣議決定）を受け、役員退職手
当規則を改正し、以下に掲げる事項について実施しました。

平成２７年度から適用した規則改正による給与の見直しの実施状況

・平成２６年度人事院勧告に基づく「給与制度の総合的見直し」によるもの

項 目 改 定 内 容

俸給関係 ・俸給表の水準を平均２％引下げ

・初任給等は引下げなし、５０歳台後半層が最も多い号俸は最大４

％程度引下げ

- 49 -

初級の英会話能力の習得

語学研修
翻訳業務及び通訳業務に対応可能な

（50分・全24回）
英語能力中・上級者 職員の育成 ５人

衛生管理者講習会
厚生業務担当者

労働安全衛生業務を遂行するために
１人

（３日間） 必要な専門知識の習得

簿記研修
会計業務担当者 企業会計原則に関する識見の向上 １人

（３級・全15回）

計 ７件 ５２人

外部機関（国の機関等）で実施する研修

実施機関名 研 修 名 参加者数

第１０回東北地区課長補佐級研修 １人

第４０回関東地区課長研修 １人

第４９・５０回関東地区係長研修 ２人

人 事 院

第４１回沖縄地区係長研修 ２人

平成２７年度沖縄地区女性職員キャリアアップ研修 １人

その他 ３７人

その他（財務省等） 政府関係法人会計事務職員研修等 ３４人

計 ５３件 ７８人

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 職員の資質の向上、円滑な業務運営及び更なるサービスの向上に資す

ることを目的として、研修計画の作成や、過去のアンケート調査結果等
を踏まえた研修カリキュラムの見直しを行うことにより、研修の効果的
な実施を図りました。
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監 事 １２，５７５ １２，７６９ １９５ ９８％

常勤職員 ５，６３３ ６，１５６ ５２３ ９１．５％

・最近５年間の指標の数値 （単位：％）

区 分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 備 考

法人の長 ８０ ８３ ８３ ７７ ８４

理 事 ８３ ８０ ８７ １００ １００※１

監 事 ９５ － ９２ ９９ ９８※２

常勤職員 ９１．０ ９２．６ ９２．５ ９３．３ ９１．５

※１ 各府省の指定職俸給表１号俸の年間報酬との比較
※２ 国家公務員の行政職（一）９級の平均年間報酬との比較

評 定： Ｂ
評定理由： 役職員の給与水準について、国家公務員の給与水準を考慮し、手当を

含め役職員給与の在り方を検証した上で、役職員報酬規則、職員給与規
則及び役員退職手当規則の見直しを行うことにより、その適正化に取り
組みました。

■ 役職員給与の在り方の検証結果及び適正化の取組状況の公表状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
基本的な方針を踏まえ、役職員の給与水準について、検証結果及び取組状況をホームペ

ージ及び広報誌「ＬＭＯ」により公表しました。

● 業務運営の状況
基本的な方針において、独立行政法人は、役職員の給与水準を毎年度公表することとさ

れていることから、役職員の給与の支給状況、検証結果及び規則の見直し状況について、
ホームページ及び広報誌「ＬＭＯ」により公表しました。

評 定： Ｂ
評定理由： 役職員の給与の支給状況、検証結果及び規則の見直し状況をホームペ

ージ及び広報誌「ＬＭＯ」により公表しました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 給与水準の適正化等について、国家公務員の給与水準を考慮し、手当

を含め役職員給与の在り方を検証した上で、規則の適切な見直しを行い、
その適正化に取り組むとともに、その検証結果及び取組状況を公表しま
した。

- 51 -

・役員の報酬月額等についても一般職給与法の改正に準じ引下げ

・俸給表改定に伴う俸給の特別調整額（管理職手当）の一部引下げ

・新俸給表への円滑な移行のための経過措置（３年間の現給保障）

地域手当 ・支給割合の引上げ

横田及び座間支部

広域異動手当 ・支給割合の引上げ

・定年退職日の翌日付けで再任用された職員に対する支給の増設

単身赴任手当 ・基礎額・加算額の引上げ及び区分の増設

・定年退職日の翌日付けで再任用された職員に対する支給の増設

管理職員特別勤務手当 ・週休日等の勤務に対する支給に加え、臨時・緊急にやむを得ず行

う平日深夜勤務に対する支給の増設

通勤手当 ・定年退職日の翌日付けで再任用された職員のうち、新幹線鉄道等

を利用して通勤する職員に対する支給の増設

・平成２７年度人事院勧告に基づく「官民較差等に基づく給与の改定」によるもの

項 目 改 定 内 容

俸給関係 ・俸給表を１，１００円を基本に引上げ（平均改定率０．４％）

・初任給については、２，５００円、若年層についても同程度引上

げ

・役員の報酬月額等についても一般職給与法の改正に準じ引上げ

・俸給表改定に伴う俸給の特別調整額（管理職手当）の一部引上げ

地域手当 ・支給割合の引上げ

本部、横田及び座間支部

役員の期末手当 ・役員の支給月数について、年間０．０５月引上げ、３．１５月に

職員の期末・勤勉手当 ・職員の支給月数について、年間０．１０月引上げ、４．２０月に

・役員退職手当規則の改正によるもの

項 目 改 定 内 容

支給率 ・１月における俸給月額の支給率を、１００分の１．６２５引下げ、

１００分の１０．８７５に

● 指標の数値

常勤役員の報酬及び常勤職員の給与の比較指標に対する支給状況
（単位：千円）

区 分 エルモ 対象指標 平均との差 比 率 備 考
(Ａ) (Ａ)／(Ｂ)

法人の長 １９，１７５ ２２，７０１ ３，５２６ ８４％

理 事 １４，０３０ １４，０３０ ０ １００％
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監 事 １２，５７５ １２，７６９ １９５ ９８％

常勤職員 ５，６３３ ６，１５６ ５２３ ９１．５％

・最近５年間の指標の数値 （単位：％）

区 分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 備 考

法人の長 ８０ ８３ ８３ ７７ ８４

理 事 ８３ ８０ ８７ １００ １００※１

監 事 ９５ － ９２ ９９ ９８※２

常勤職員 ９１．０ ９２．６ ９２．５ ９３．３ ９１．５

※１ 各府省の指定職俸給表１号俸の年間報酬との比較
※２ 国家公務員の行政職（一）９級の平均年間報酬との比較

評 定： Ｂ
評定理由： 役職員の給与水準について、国家公務員の給与水準を考慮し、手当を

含め役職員給与の在り方を検証した上で、役職員報酬規則、職員給与規
則及び役員退職手当規則の見直しを行うことにより、その適正化に取り
組みました。

■ 役職員給与の在り方の検証結果及び適正化の取組状況の公表状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
基本的な方針を踏まえ、役職員の給与水準について、検証結果及び取組状況をホームペ

ージ及び広報誌「ＬＭＯ」により公表しました。

● 業務運営の状況
基本的な方針において、独立行政法人は、役職員の給与水準を毎年度公表することとさ

れていることから、役職員の給与の支給状況、検証結果及び規則の見直し状況について、
ホームページ及び広報誌「ＬＭＯ」により公表しました。

評 定： Ｂ
評定理由： 役職員の給与の支給状況、検証結果及び規則の見直し状況をホームペ

ージ及び広報誌「ＬＭＯ」により公表しました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 給与水準の適正化等について、国家公務員の給与水準を考慮し、手当

を含め役職員給与の在り方を検証した上で、規則の適切な見直しを行い、
その適正化に取り組むとともに、その検証結果及び取組状況を公表しま
した。
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・役員の報酬月額等についても一般職給与法の改正に準じ引下げ

・俸給表改定に伴う俸給の特別調整額（管理職手当）の一部引下げ

・新俸給表への円滑な移行のための経過措置（３年間の現給保障）

地域手当 ・支給割合の引上げ

横田及び座間支部

広域異動手当 ・支給割合の引上げ

・定年退職日の翌日付けで再任用された職員に対する支給の増設

単身赴任手当 ・基礎額・加算額の引上げ及び区分の増設

・定年退職日の翌日付けで再任用された職員に対する支給の増設

管理職員特別勤務手当 ・週休日等の勤務に対する支給に加え、臨時・緊急にやむを得ず行

う平日深夜勤務に対する支給の増設

通勤手当 ・定年退職日の翌日付けで再任用された職員のうち、新幹線鉄道等

を利用して通勤する職員に対する支給の増設

・平成２７年度人事院勧告に基づく「官民較差等に基づく給与の改定」によるもの

項 目 改 定 内 容

俸給関係 ・俸給表を１，１００円を基本に引上げ（平均改定率０．４％）

・初任給については、２，５００円、若年層についても同程度引上

げ

・役員の報酬月額等についても一般職給与法の改正に準じ引上げ

・俸給表改定に伴う俸給の特別調整額（管理職手当）の一部引上げ

地域手当 ・支給割合の引上げ

本部、横田及び座間支部

役員の期末手当 ・役員の支給月数について、年間０．０５月引上げ、３．１５月に

職員の期末・勤勉手当 ・職員の支給月数について、年間０．１０月引上げ、４．２０月に

・役員退職手当規則の改正によるもの

項 目 改 定 内 容

支給率 ・１月における俸給月額の支給率を、１００分の１．６２５引下げ、

１００分の１０．８７５に

● 指標の数値

常勤役員の報酬及び常勤職員の給与の比較指標に対する支給状況
（単位：千円）

区 分 エルモ 対象指標 平均との差 比 率 備 考
(Ａ) (Ａ)／(Ｂ)

法人の長 １９，１７５ ２２，７０１ ３，５２６ ８４％

理 事 １４，０３０ １４，０３０ ０ １００％
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● 業務運営の状況
広報誌「ＬＭＯ」の編集にあたっては、広報誌編集委員会において掲載内容について

検討を行い、見やすく、役に立つ情報発信をするべく紙面の充実を図っています。
また、ホームページの運営にあたっては、利用者へのサービスの向上を図る観点か

ら、「よくあるご質問」、「お問い合わせ」、「在日米軍従業員の相談窓口」等のリンク
を設け、特に、「お問い合わせ」欄からの照会、要望等に対しては、関係部課等と調
整を図りながら速やかに回答するなど、サービスの維持に努めています。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： エルモの業務内容等について広く理解が深まるよう、広報誌のハロ

ーワーク及び地方自治体等への配布、ホームページの活用等により、
広報活動を推進しました。

ホームページ（トップページ）

- 53 -

（２）機構の広報活動

【年度目標】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―
○機構の広報活動

・機構を社会に定着した組織とし、もって駐留軍等労働者の労務管理等業務の
円滑な実施に資するため、機構の業務内容等について広く理解が深まるよう、
広報活動を推進すること。

【事業計画】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置―
○機構の広報活動

・機構の業務内容等について広く理解が深まるよう、広報誌のハローワーク及
び地方自治体等への配布、ホームページの活用等により、広報活動を推進す
る。

■ 広報活動の推進状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
広報誌「ＬＭＯ」は、平成１４年の創刊以来、季刊号としてエルモの業務内容等につ

いて理解を得ることを目的として発行し、駐留軍等労働者をはじめ、一般の方々の理解
と関心を深めるため、ハローワーク及び地方自治体等へ配布しています。

平成２７年度は、各号３，６３０部、年間１４，５２０部を発行しました。
掲載内容については、福利厚生事業（心の健康相談、アスベスト（石綿）に係る健康

相談窓口の案内）等に関する記事及び各支部における行事予定等を掲載し、駐留軍等労
働者に対する情報提供誌としての役割を担うとともに、全国の各米軍基地に勤務する駐
留軍等労働者の活躍を紹介する記事をはじめ、駐留軍等労働者の募集に係る取り組みを
掲載するなど対外的なＰＲに努めています。

ホームページは、トップページにおいて、エルモの情報が容易に検索できるよう「エ
ルモの概要」、「業務実績」、「求人情報」、「情報公開・公文書管理」、「個人情報保護」
及び「調達情報」の６つのグローバル・メニューでコンパクトに配置し、その他エル
モが実施する福利厚生事業等をピックアップして分かりやすくお知らせするととも
に、入札公告等の新着情報を随時更新するなど利用者の利便性の向上を図っています。

平成２７年度に発行された広報誌「ＬＭＯ」
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● 業務運営の状況
広報誌「ＬＭＯ」の編集にあたっては、広報誌編集委員会において掲載内容について

検討を行い、見やすく、役に立つ情報発信をするべく紙面の充実を図っています。
また、ホームページの運営にあたっては、利用者へのサービスの向上を図る観点か

ら、「よくあるご質問」、「お問い合わせ」、「在日米軍従業員の相談窓口」等のリンク
を設け、特に、「お問い合わせ」欄からの照会、要望等に対しては、関係部課等と調
整を図りながら速やかに回答するなど、サービスの維持に努めています。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： エルモの業務内容等について広く理解が深まるよう、広報誌のハロ

ーワーク及び地方自治体等への配布、ホームページの活用等により、
広報活動を推進しました。

ホームページ（トップページ）

- 53 -

（２）機構の広報活動

【年度目標】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項―

○機構の広報活動
・機構を社会に定着した組織とし、もって駐留軍等労働者の労務管理等業務の

円滑な実施に資するため、機構の業務内容等について広く理解が深まるよう、
広報活動を推進すること。

【事業計画】
―国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置―
○機構の広報活動

・機構の業務内容等について広く理解が深まるよう、広報誌のハローワーク及
び地方自治体等への配布、ホームページの活用等により、広報活動を推進す
る。

■ 広報活動の推進状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
広報誌「ＬＭＯ」は、平成１４年の創刊以来、季刊号としてエルモの業務内容等につ

いて理解を得ることを目的として発行し、駐留軍等労働者をはじめ、一般の方々の理解
と関心を深めるため、ハローワーク及び地方自治体等へ配布しています。

平成２７年度は、各号３，６３０部、年間１４，５２０部を発行しました。
掲載内容については、福利厚生事業（心の健康相談、アスベスト（石綿）に係る健康

相談窓口の案内）等に関する記事及び各支部における行事予定等を掲載し、駐留軍等労
働者に対する情報提供誌としての役割を担うとともに、全国の各米軍基地に勤務する駐
留軍等労働者の活躍を紹介する記事をはじめ、駐留軍等労働者の募集に係る取り組みを
掲載するなど対外的なＰＲに努めています。

ホームページは、トップページにおいて、エルモの情報が容易に検索できるよう「エ
ルモの概要」、「業務実績」、「求人情報」、「情報公開・公文書管理」、「個人情報保護」
及び「調達情報」の６つのグローバル・メニューでコンパクトに配置し、その他エル
モが実施する福利厚生事業等をピックアップして分かりやすくお知らせするととも
に、入札公告等の新着情報を随時更新するなど利用者の利便性の向上を図っています。

平成２７年度に発行された広報誌「ＬＭＯ」
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各地方防衛事務所等に移転できる余剰スペースはなく、入居することは
できない。

職員数に比して施設規模が過大ではないかの検証については、平成２７年度の支部・分
室の職員数を平成２３年度と比較し、職員数の増減を踏まえて、国土交通省が定めた基準
（新営一般庁舎面積算定基準）より施設規模が過大となっているか否か検証を行いました。

検証の結果、横田、横須賀、沖縄支部で余剰面積があると算出されたものの、当該各支
部は管轄している駐留軍等労働者数も多く、説明会等に使用する会議室及び広めの受付カ
ウンターを確保する必要があること等を踏まえると、現状の施設規模は過大ではないもの
と判断しました。

事務所の建物を賃貸借契約している支部について、近傍類似物件の賃料等調査を行った
ところ、現在契約している賃料が適正な額であると判断され、また、事務所の建物を保有
している支部については、現事務所周辺で同規模の賃貸物件を見つけることは困難な状況
でした。

これらのことから、各支部・分室の資産の妥当性・必要性については、平成２３年度と
比較し特段の変更がないものと判断しました。

● 業務運営の状況
各支部・分室について、職員数に比して施設規模が過大ではないかの検証、近傍類似物

件の賃料調査・検証を行いました。組織改編により平成２３年度と比較して職員数が減員
となった支部もあったものの、駐留軍等労働者の窓口としての利便性や職員の業務上必要
となる立地条件に合致すること等を踏まえ、支部・分室の資産の妥当性・必要性について
は特段の変更がないとし、これまでと同様に、現状のまま保有・賃借を継続することとし
ました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 職員数に比して施設規模が過大ではないかの検証、近傍類似物件の賃

料調査・検証を行い、平成２３年度の結論と同様となったことから、現
状のまま保有・賃借を継続することとしました。

（４）経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理
等業務の実施体制の整備

【年度目標】
―経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理等業務の実施体

制の整備―
○経ケ岬通信所に関する体制整備

・経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理等業務の実
施体制の整備

平成２５年１２月に京都府京丹後市に経ケ岬通信所が設置され、平成２６
年９月から同通信所に勤務する駐留軍等労働者の雇用等労務管理が行われて
いるところ、今後、現地において一元的に業務処理を行うこととなることか
ら、かかる労務管理等業務を実施するための体制を整備すること。

【事業計画】
―経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理等業務の実施体

制の整備―
○経ケ岬通信所に関する体制整備

・経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理等業務の実
施体制の整備
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（３）保有資産に係る措置

【年度目標】
―その他業務運営に関する重要事項―
○保有資産に係る措置

・各支部・分室について、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成
２２年１２月７日閣議決定）を踏まえ、平成２３年度に専門的知見を有する民間
業者に調査・分析を委託し、その結果について検討した結果、機構としては、現
状のまま保有・賃借を継続するという結論が得られたが、平成２７年度から新た
な体制で業務を行うこととされていることから、引き続き、職員数に比して施設
規模が過大でないかの検証、近傍類似物件の賃料調査・検証を実施し、検証結果
に基づき、所要の措置を実施すること。

【事業計画】
―その他―
○保有資産に係る措置

・各支部・分室について、職員数に比して施設規模が過大でないかの検証、近傍類
似物件の賃料調査・検証を実施した上、駐留軍等労働者にとっての利便性、地域
事情を総合的に勘案し、所要の措置を実施する。

■ 支部・分室に係る調査・検証及び所要の措置の実施状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
各支部・分室について、平成２７年度から新たな体制に移行したことから、平成２３年

度の報告書を踏まえ、職員数に比して施設規模が過大ではないかの検証、近傍類似物件の
賃料調査・検証を実施しました。
平成２３年度における報告書の概要は、次のとおりです。

○支部・分室の見直しに係る調査・分析報告書（概要）
（平成２３年１２月）

１ 職員に比して施設規模は過大ではないか

(1) 三沢支部、座間支部、岩国支部、呉分室、佐世保支部
新営一般庁舎面積算定基準（官庁営繕関係基準類等の統一化に関す

る関係省庁連絡会議（平成15年3月20日決定））と比較して余剰面積は

なく、現行面積は妥当。
（2） 横田支部、横須賀支部、沖縄支部

余剰面積が発生しているが、来庁者の待合スペースやカウンターが

専有部分に含まれていること等を勘案すると施設規模は過大ではない。

２ 土地・建物の売却等を行い、賃貸ビルへの入居による経費の抑制を図こ
とはできないか

(1) 三沢支部、座間支部、岩国支部、佐世保支部
売却による収入や削減される将来の修繕・維持管理費よりも、今後

見込まれる賃料等の費用が高額であり、現況のまま保有継続すること
が妥当。

(2) 横田支部、横須賀支部、呉分室、沖縄支部
現行賃料も概ね市場水準であり、借換えコストが多額になることか

ら、移転による経費の抑制を図ることができない。

３ 近傍に所在する地方防衛事務所等の庁舎に入居できないか
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各地方防衛事務所等に移転できる余剰スペースはなく、入居することは
できない。

職員数に比して施設規模が過大ではないかの検証については、平成２７年度の支部・分
室の職員数を平成２３年度と比較し、職員数の増減を踏まえて、国土交通省が定めた基準
（新営一般庁舎面積算定基準）より施設規模が過大となっているか否か検証を行いました。

検証の結果、横田、横須賀、沖縄支部で余剰面積があると算出されたものの、当該各支
部は管轄している駐留軍等労働者数も多く、説明会等に使用する会議室及び広めの受付カ
ウンターを確保する必要があること等を踏まえると、現状の施設規模は過大ではないもの
と判断しました。

事務所の建物を賃貸借契約している支部について、近傍類似物件の賃料等調査を行った
ところ、現在契約している賃料が適正な額であると判断され、また、事務所の建物を保有
している支部については、現事務所周辺で同規模の賃貸物件を見つけることは困難な状況
でした。

これらのことから、各支部・分室の資産の妥当性・必要性については、平成２３年度と
比較し特段の変更がないものと判断しました。

● 業務運営の状況
各支部・分室について、職員数に比して施設規模が過大ではないかの検証、近傍類似物

件の賃料調査・検証を行いました。組織改編により平成２３年度と比較して職員数が減員
となった支部もあったものの、駐留軍等労働者の窓口としての利便性や職員の業務上必要
となる立地条件に合致すること等を踏まえ、支部・分室の資産の妥当性・必要性について
は特段の変更がないとし、これまでと同様に、現状のまま保有・賃借を継続することとし
ました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 職員数に比して施設規模が過大ではないかの検証、近傍類似物件の賃

料調査・検証を行い、平成２３年度の結論と同様となったことから、現
状のまま保有・賃借を継続することとしました。

（４）経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理
等業務の実施体制の整備

【年度目標】
―経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理等業務の実施体

制の整備―
○経ケ岬通信所に関する体制整備

・経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理等業務の実
施体制の整備

平成２５年１２月に京都府京丹後市に経ケ岬通信所が設置され、平成２６
年９月から同通信所に勤務する駐留軍等労働者の雇用等労務管理が行われて
いるところ、今後、現地において一元的に業務処理を行うこととなることか
ら、かかる労務管理等業務を実施するための体制を整備すること。

【事業計画】
―経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理等業務の実施体

制の整備―
○経ケ岬通信所に関する体制整備

・経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理等業務の実
施体制の整備
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（３）保有資産に係る措置

【年度目標】
―その他業務運営に関する重要事項―
○保有資産に係る措置

・各支部・分室について、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成
２２年１２月７日閣議決定）を踏まえ、平成２３年度に専門的知見を有する民間
業者に調査・分析を委託し、その結果について検討した結果、機構としては、現
状のまま保有・賃借を継続するという結論が得られたが、平成２７年度から新た
な体制で業務を行うこととされていることから、引き続き、職員数に比して施設
規模が過大でないかの検証、近傍類似物件の賃料調査・検証を実施し、検証結果
に基づき、所要の措置を実施すること。

【事業計画】
―その他―
○保有資産に係る措置

・各支部・分室について、職員数に比して施設規模が過大でないかの検証、近傍類
似物件の賃料調査・検証を実施した上、駐留軍等労働者にとっての利便性、地域
事情を総合的に勘案し、所要の措置を実施する。

■ 支部・分室に係る調査・検証及び所要の措置の実施状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
各支部・分室について、平成２７年度から新たな体制に移行したことから、平成２３年

度の報告書を踏まえ、職員数に比して施設規模が過大ではないかの検証、近傍類似物件の
賃料調査・検証を実施しました。

平成２３年度における報告書の概要は、次のとおりです。

○支部・分室の見直しに係る調査・分析報告書（概要）
（平成２３年１２月）

１ 職員に比して施設規模は過大ではないか

(1) 三沢支部、座間支部、岩国支部、呉分室、佐世保支部
新営一般庁舎面積算定基準（官庁営繕関係基準類等の統一化に関す

る関係省庁連絡会議（平成15年3月20日決定））と比較して余剰面積は

なく、現行面積は妥当。
（2） 横田支部、横須賀支部、沖縄支部

余剰面積が発生しているが、来庁者の待合スペースやカウンターが

専有部分に含まれていること等を勘案すると施設規模は過大ではない。

２ 土地・建物の売却等を行い、賃貸ビルへの入居による経費の抑制を図こ
とはできないか

(1) 三沢支部、座間支部、岩国支部、佐世保支部
売却による収入や削減される将来の修繕・維持管理費よりも、今後

見込まれる賃料等の費用が高額であり、現況のまま保有継続すること
が妥当。

(2) 横田支部、横須賀支部、呉分室、沖縄支部
現行賃料も概ね市場水準であり、借換えコストが多額になることか

ら、移転による経費の抑制を図ることができない。

３ 近傍に所在する地方防衛事務所等の庁舎に入居できないか
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■ 他の独立行政法人との調整・検討の実施状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
消耗品等の共同調達について、近傍（東京都港区）に所在する他の独立行政法人との間

で実施することにより経費を節減できないか、調整・検討を行いました。
東京都港区に所在する他の独立行政法人は８法人であり、その全ての調達担当者に対し

て、消耗品等の共同調達の可能性について聴き取り及び調整を行いましたが、調達方法の
違いや共同調達にかかる具体的な方針が決まっていない等の理由により、協力できない
との回答がほとんどでした。

また、所管省庁内の法人間での検討が優先との回答もあったことから、東京都港区
に所在する他の独立行政法人との共同調達の実施は、現状において困難と判断しまし
た。

● 業務運営の状況
消耗品等の共同調達について、他の独立行政法人との間で実施することにより経費を節

減できないか、調達方法や検討状況等の聴き取り及び調整・検討を行いました。
引き続き、他法人の状況等を踏まえ、調整・検討することとしています。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 消耗品等の共同調達について、近傍（東京都港区）に所在する他の独

立行政法人との間で実施することにより経費を節減できないか、検討状
況等の聴き取り及び調整を行いましたが、共同調達の実施が困難であっ
たことから、引き続き、調整・検討することとしました。
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京都府京丹後市に設置された経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者の雇
用等労務管理について、現地における一元的な業務処理実施体制を整備する。

■ 現地における一元的な業務処理実施体制の整備状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
平成２５年１２月に京都府京丹後市に米陸軍経ケ岬通信所が設置され、現地米軍か

ら同通信所に勤務する駐留軍等労働者を雇用するよう労務要求があったことから、平
成２６年６月２３日、京都府京丹後市に現地における臨時の募集窓口として「京丹後
臨時募集窓口」を設置し、同月２５日から募集を開始し、地元応募者等からの募集相
談や応募書類の受付などを行い、同年９月１６日には雇用等労務管理を行う窓口とし
て、「労務管理窓口」に改組しました。

平成２７年度においては、現地における労務管理等事務の円滑な実施を図るため、
平成２７年４月１０日に京丹後支部を設置し、一元的な労務管理等業務処理体制を整備し
ました。

● 業務運営の状況
現地における労務管理等事務の円滑な実施を図るため、平成２７年４月１０日に京

丹後支部を設置し、労務管理等業務処理体制を整備しました。
業務においては、雇用主が座間防衛事務所長から京都防衛事務所長に変更されるま

での間、従業員管理システムを使用する必要があるもの及び雇用主が座間防衛事務所
長であることによる関係機関との調整に関するものを除く、労務管理等業務を実施し
ました。

また、平成２８年４月に雇用主が京都防衛事務所長に変更されることに伴い、現地
労務管理等業務の全てを京丹後支部において確実に実施するため、業務移管に向けて
の準備を行い、一元的な業務処理実施体制を整備しました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 現地における労務管理等事務の円滑な実施を図るため、平成２７年４

月１０日に京丹後支部を設置し、労務管理等業務処理体制を整備するとと
もに、平成２８年４月以降、現地労務管理等業務の全てを京丹後支部にお
いて確実に実施するため、業務移管に向けての準備を行い、一元的な業務
処理実施体制を整備しました。

（５）法人間共同調達の検討

【年度目標】
―その他業務運営に関する重要事項―
○法人間共同調達の検討

・「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に基づき、近傍に所在する他
の独立行政法人との消耗品等の共同調達を検討すること。

【事業計画】
―その他―
○法人間共同調達の検討

・「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に基づき、消耗品等の共同調
達を実施することにより経費を節減できないか、近傍（東京都港区）に所在
する他の独立行政法人との間で、調整・検討を実施する。
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■ 他の独立行政法人との調整・検討の実施状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
消耗品等の共同調達について、近傍（東京都港区）に所在する他の独立行政法人との間

で実施することにより経費を節減できないか、調整・検討を行いました。
東京都港区に所在する他の独立行政法人は８法人であり、その全ての調達担当者に対し

て、消耗品等の共同調達の可能性について聴き取り及び調整を行いましたが、調達方法の
違いや共同調達にかかる具体的な方針が決まっていない等の理由により、協力できない
との回答がほとんどでした。

また、所管省庁内の法人間での検討が優先との回答もあったことから、東京都港区
に所在する他の独立行政法人との共同調達の実施は、現状において困難と判断しまし
た。

● 業務運営の状況
消耗品等の共同調達について、他の独立行政法人との間で実施することにより経費を節

減できないか、調達方法や検討状況等の聴き取り及び調整・検討を行いました。
引き続き、他法人の状況等を踏まえ、調整・検討することとしています。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 消耗品等の共同調達について、近傍（東京都港区）に所在する他の独

立行政法人との間で実施することにより経費を節減できないか、検討状
況等の聴き取り及び調整を行いましたが、共同調達の実施が困難であっ
たことから、引き続き、調整・検討することとしました。
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京都府京丹後市に設置された経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者の雇
用等労務管理について、現地における一元的な業務処理実施体制を整備する。

■ 現地における一元的な業務処理実施体制の整備状況

● 年度目標・事業計画の実施状況
平成２５年１２月に京都府京丹後市に米陸軍経ケ岬通信所が設置され、現地米軍か

ら同通信所に勤務する駐留軍等労働者を雇用するよう労務要求があったことから、平
成２６年６月２３日、京都府京丹後市に現地における臨時の募集窓口として「京丹後
臨時募集窓口」を設置し、同月２５日から募集を開始し、地元応募者等からの募集相
談や応募書類の受付などを行い、同年９月１６日には雇用等労務管理を行う窓口とし
て、「労務管理窓口」に改組しました。

平成２７年度においては、現地における労務管理等事務の円滑な実施を図るため、
平成２７年４月１０日に京丹後支部を設置し、一元的な労務管理等業務処理体制を整備し
ました。

● 業務運営の状況
現地における労務管理等事務の円滑な実施を図るため、平成２７年４月１０日に京

丹後支部を設置し、労務管理等業務処理体制を整備しました。
業務においては、雇用主が座間防衛事務所長から京都防衛事務所長に変更されるま

での間、従業員管理システムを使用する必要があるもの及び雇用主が座間防衛事務所
長であることによる関係機関との調整に関するものを除く、労務管理等業務を実施し
ました。

また、平成２８年４月に雇用主が京都防衛事務所長に変更されることに伴い、現地
労務管理等業務の全てを京丹後支部において確実に実施するため、業務移管に向けて
の準備を行い、一元的な業務処理実施体制を整備しました。

【自己評価結果】

評 定： Ｂ
評定理由： 現地における労務管理等事務の円滑な実施を図るため、平成２７年４

月１０日に京丹後支部を設置し、労務管理等業務処理体制を整備するとと
もに、平成２８年４月以降、現地労務管理等業務の全てを京丹後支部にお
いて確実に実施するため、業務移管に向けての準備を行い、一元的な業務
処理実施体制を整備しました。

（５）法人間共同調達の検討

【年度目標】
―その他業務運営に関する重要事項―
○法人間共同調達の検討

・「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に基づき、近傍に所在する他
の独立行政法人との消耗品等の共同調達を検討すること。

【事業計画】
―その他―
○法人間共同調達の検討

・「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に基づき、消耗品等の共同調
達を実施することにより経費を節減できないか、近傍（東京都港区）に所在
する他の独立行政法人との間で、調整・検討を実施する。
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財務諸表の要約

① 貸借対照表 （単位：百万円）

資産の部 金 額 負債の部 金 額

流動資産 ２４１ 流動負債 ２０９

現金・預金等 １９３ 未払金 １６７

その他 ４９ その他 ４２

固定資産 ２,２１４ 固定負債 １,３９９

有形固定資産 １,１９１ 資産見返負債 １,２８５

無形固定資産 １,０２３ 長期リース債務 １１４

投資その他の資産 ０

負債合計

１,６０８

純資産の部 金 額

資本金 ８４９

政府出資金 ８４９

資本剰余金 △６３

利益剰余金 ６２

純資産合計 ８４７

資産合計 ２,４５５ 負債純資産合計 ２,４５５

注：貸借対照表以下の表（①～④）の計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

② 損益計算書 （単位：百万円）

金 額

経常費用（Ａ） ３,３３１

業務費 ２,８３４

人件費 １,６５２

減価償却費 ３１２

その他 ８７０

一般管理費 ４８７

人件費 ３８１

減価償却費 １１

その他 ９６

財務費用 １０

経常収益（Ｂ） ３,３９５

運営費交付金収益 ３,１０６

資産見返負債戻入 ２８９

財務収益等 １

臨時損失（Ｃ） ２

臨時利益（Ｄ） ―

当期総利益（Ｂ－Ａ－Ｃ＋Ｄ） ６２
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財務諸表の要約

① 貸借対照表 （単位：百万円）

資産の部 金 額 負債の部 金 額

流動資産 ２４１ 流動負債 ２０９

現金・預金等 １９３ 未払金 １６７

その他 ４９ その他 ４２

固定資産 ２,２１４ 固定負債 １,３９９

有形固定資産 １,１９１ 資産見返負債 １,２８５

無形固定資産 １,０２３ 長期リース債務 １１４

投資その他の資産 ０

負債合計

１,６０８

純資産の部 金 額

資本金 ８４９

政府出資金 ８４９

資本剰余金 △６３

利益剰余金 ６２

純資産合計 ８４７

資産合計 ２,４５５ 負債純資産合計 ２,４５５

注：貸借対照表以下の表（①～④）の計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

② 損益計算書 （単位：百万円）

金 額

経常費用（Ａ） ３,３３１

業務費 ２,８３４

人件費 １,６５２

減価償却費 ３１２

その他 ８７０

一般管理費 ４８７

人件費 ３８１

減価償却費 １１

その他 ９６

財務費用 １０

経常収益（Ｂ） ３,３９５

運営費交付金収益 ３,１０６

資産見返負債戻入 ２８９

財務収益等 １

臨時損失（Ｃ） ２

臨時利益（Ｄ） ―

当期総利益（Ｂ－Ａ－Ｃ＋Ｄ） ６２

http://www.lmo.go.jp/disclosure/zaimu_h27/index.html
omcit6
タイプライターテキスト
→

omcit6
タイプライターテキスト
平成27事業年度財務諸表

omcit6
タイプライターテキスト
→

http://www.lmo.go.jp/disclosure/zaimu_h27/index.html
omcit6
タイプライターテキスト
平成27事業年度財務諸表
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③ キャッシュ・フロー計算書
業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資

金の状態を表し、サービスの提供等による
収入、原材料、商品又はサービスの購入に
よる支出、人件費支出等が該当

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行わ
れる投資活動に係る資金の状態を表し、固
定資産の売却等による収入・支出が該当

財務活動によるキャッシュ・フロー：リース債務の返済による支出

④ 行政サービス実施コスト計算書
業務費用 ：独立行政法人が実施する行政サービスのコ

ストのうち、独立行政法人の損益計算書に
計上される費用

その他の行政サービス実施コスト ：独立行政法人の損益計算書に計上されない
が、行政サービスの実施に費やされたと認
められるコスト

損益外減価償却相当額 ：償却資産のうち、その減価に対応すべき収
益の獲得が予定されないものとして特定さ
れた資産の減価償却費相当額（損益計算書
には計上していないが、累計額は貸借対照
表に記載されている）

損益外減損損失相当額 ：独立行政法人が中期計画等で想定した業務
運営を行ったにもかかわらず生じた減損額

（損益計算書には計上していないが、累計
額は貸借対照表に記載されている）

損益外除売却差額相当額 ：償却資産のうち、その減価に対応すべき収
益の獲得が予定されないものとして特定さ
れた資産の除却額等

引当外退職給付増加見積額 ：財源措置が運営費交付金により行われるこ
とが明らかな場合の退職給付引当金増加見
積額（損益計算書には計上していないが、
仮に引き当てた場合に計上したであろう退
職給付引当金見積額を貸借対照表に注記し
ている）

引当外賞与見積額 ：財源措置が運営費交付金により行われるこ
とが明らかな場合の賞与引当金見積額（損
益計算書には計上していないが、仮に引き
当てた場合に計上したであろう賞与引当金
見積額を貸借対照表に注記している）

機会費用 ：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額
された使用料により賃貸した場合の本来負
担すべき金額などが該当

- 60 -

③ キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） ５９７

商品又はサービスの購入による支出 △８５１

人件費支出 △２,０５４

運営費交付金収入 ４,３３０

その他収入・支出 △８２８

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） △１,３２２

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △２９

Ⅳ 資金増加額（または減少額)(Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △７５３

Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） ９４６

Ⅵ 資金期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） １９３

④ 行政サービス実施コスト計算書 （単位：百万円）

金 額

Ⅰ 業務費用 ３,３３３

損益計算書上の費用 ３,３３３

（控除）自己収入等 △１

Ⅱ 損益外減価償却相当額 ３

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 ０

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 △３９

Ⅴ 引当外賞与見積額 ５

Ⅵ 機会費用 －

Ⅶ 行政サービス実施コスト ３,３０２

○財務諸表の科目
① 貸借対照表

現金・預金等 ：現金、預金、たな卸資産、前払費用、未収収益など
有形固定資産 ：土地、建物、構築物、車両運搬具、工具器具備品など独立行

政法人が長期にわたって使用または利用する有形の固定資産
その他の固定資産：有形固定資産以外の長期資産で、ソフトウェア、電話加入権、

敷金など具体的な形態を持たない無形固定資産等が該当
資産見返負債 ：運営費交付金により償却資産を取得する場合に計上される負

債等
長期リース債務 ：ファイナンス・リース取引に係る債務残高のうち、１年を超

えるもの
政府出資金 ：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成する

もの
資本剰余金 ：国から現物出資された資産で独立行政法人の財産的基礎を構

成するもの
利益剰余金 ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額

② 損益計算書
業務費 ：独立行政法人の業務に要した費用
人件費 ：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する

経費
減価償却費 ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって

費用として配分する経費
財務費用 ：リース物品の利息相当額
運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収

益
資産見返負債戻入：資産見返負債の減価償却額等
臨時損失 ：固定資産の除却損等
臨時利益 ：固定資産の売却益

omcit6
タイプライターテキスト
→

omcit6
タイプライターテキスト
→

http://www.lmo.go.jp/disclosure/zaimu_h27/index.html
http://www.lmo.go.jp/disclosure/zaimu_h27/index.html
omcit6
タイプライターテキスト
平成27事業年度財務諸表

omcit6
タイプライターテキスト
平成27事業年度財務諸表
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③ キャッシュ・フロー計算書
業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資

金の状態を表し、サービスの提供等による
収入、原材料、商品又はサービスの購入に
よる支出、人件費支出等が該当

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行わ
れる投資活動に係る資金の状態を表し、固
定資産の売却等による収入・支出が該当

財務活動によるキャッシュ・フロー：リース債務の返済による支出

④ 行政サービス実施コスト計算書
業務費用 ：独立行政法人が実施する行政サービスのコ

ストのうち、独立行政法人の損益計算書に
計上される費用

その他の行政サービス実施コスト ：独立行政法人の損益計算書に計上されない
が、行政サービスの実施に費やされたと認
められるコスト

損益外減価償却相当額 ：償却資産のうち、その減価に対応すべき収
益の獲得が予定されないものとして特定さ
れた資産の減価償却費相当額（損益計算書
には計上していないが、累計額は貸借対照
表に記載されている）

損益外減損損失相当額 ：独立行政法人が中期計画等で想定した業務
運営を行ったにもかかわらず生じた減損額

（損益計算書には計上していないが、累計
額は貸借対照表に記載されている）

損益外除売却差額相当額 ：償却資産のうち、その減価に対応すべき収
益の獲得が予定されないものとして特定さ
れた資産の除却額等

引当外退職給付増加見積額 ：財源措置が運営費交付金により行われるこ
とが明らかな場合の退職給付引当金増加見
積額（損益計算書には計上していないが、
仮に引き当てた場合に計上したであろう退
職給付引当金見積額を貸借対照表に注記し
ている）

引当外賞与見積額 ：財源措置が運営費交付金により行われるこ
とが明らかな場合の賞与引当金見積額（損
益計算書には計上していないが、仮に引き
当てた場合に計上したであろう賞与引当金
見積額を貸借対照表に注記している）

機会費用 ：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額
された使用料により賃貸した場合の本来負
担すべき金額などが該当
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③ キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） ５９７

商品又はサービスの購入による支出 △８５１

人件費支出 △２,０５４

運営費交付金収入 ４,３３０

その他収入・支出 △８２８

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） △１,３２２

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △２９

Ⅳ 資金増加額（または減少額)(Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △７５３

Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） ９４６

Ⅵ 資金期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） １９３

④ 行政サービス実施コスト計算書 （単位：百万円）

金 額

Ⅰ 業務費用 ３,３３３

損益計算書上の費用 ３,３３３

（控除）自己収入等 △１

Ⅱ 損益外減価償却相当額 ３

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 ０

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 △３９

Ⅴ 引当外賞与見積額 ５

Ⅵ 機会費用 －

Ⅶ 行政サービス実施コスト ３,３０２

○財務諸表の科目
① 貸借対照表

現金・預金等 ：現金、預金、たな卸資産、前払費用、未収収益など
有形固定資産 ：土地、建物、構築物、車両運搬具、工具器具備品など独立行

政法人が長期にわたって使用または利用する有形の固定資産
その他の固定資産：有形固定資産以外の長期資産で、ソフトウェア、電話加入権、

敷金など具体的な形態を持たない無形固定資産等が該当
資産見返負債 ：運営費交付金により償却資産を取得する場合に計上される負

債等
長期リース債務 ：ファイナンス・リース取引に係る債務残高のうち、１年を超

えるもの
政府出資金 ：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成する

もの
資本剰余金 ：国から現物出資された資産で独立行政法人の財産的基礎を構

成するもの
利益剰余金 ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額

② 損益計算書
業務費 ：独立行政法人の業務に要した費用
人件費 ：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する

経費
減価償却費 ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって

費用として配分する経費
財務費用 ：リース物品の利息相当額
運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収

益
資産見返負債戻入：資産見返負債の減価償却額等
臨時損失 ：固定資産の除却損等
臨時利益 ：固定資産の売却益
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（２）セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由）

平成２７年度の事業損益は６４百万円、前年度比８８百万円減（５７.７％減）とな
っています。

なお、セグメントごとの経年比較は次の表のとおりです。

事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報）
（単位：百万円）

区 分 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

労務管理 51 45 24 28 13

給 与 64 59 26 46 15

福利厚生 62 83 40 58 33

法人共通 39 38 33 20 3

合 計 217 226 122 152 64

注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

注：平成２３～２６年の事業損益は、臨時利益及び臨時損益を含む。

（３）セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由）

平成２７年度末現在の資産合計は２，４５５百万円、前年度比３２９百万円増（１５.
５％増）となっています。これは、ソフトウェアが９６５百万円増（１８.１倍）とな
ったことが主な要因です。

なお、セグメントごとの経年比較は次の表のとおりです。

総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報）
（単位：百万円）

区 分 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

労務管理 310 303 298 287 654

給 与 382 362 375 428 728

福利厚生 381 364 342 415 823

法人共通 393 770 751 996 251

合 計 1,467 1,799 1,766 2,126 2,455

注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

（４）行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析
（内容・増減理由）

平成２７年度の行政サービス実施コストは３，３０２百万円、前年度比４９６百万円増
（１７.７％増）となっています。これは、業務費用が増加したことが主な要因です。

行政サービス実施コストの経年比較
（単位：百万円）

区 分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

業務費用 3,157 3,006 3,002 3,032 3,333

うち損益計算書上の費用 3,158 3,008 3,003 3,033 3,333

うち自己収入 △ 1 △ 2 △ 1 △ 1 △ 1

損益外減価償却相当額 3 3 3 3 3

損益外除売却差額相当額 - - - - 0

損益外減損損失相当額 - - - - -

引当外退職給付増加見積額 65 △ 37 △172 △264 △39

- 62 -

財務情報

１ 財務諸表に記載された事項の概要

（１）経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、
キャッシュ･フローなどの主要な財務データの経年比較・分析

① 経常費用
平成２７年度の経常費用は３，３３１百万円、前年度比２９８百万円増（９.８％

増）となっています。これは、減価償却費が２６５百万円増となったことが主な要因
です。

② 経常収益
平成２７年度の経常収益は３，３９５百万円、前年度比２１０百万円増（６.６％

増）となっています。これは、資産見返運営費交付金戻入が前年度比２５１百万円増
となったことが主な要因です。

③ 当期総利益
平成２７年度の当期総利益は６２百万円、前年度比９０百万円減（５９.１％減）

となっています。
④ 資産

平成２７年度末現在の資産合計は２，４５５百万円、前年度比３２９百万円増（１５.

５％増）となっています。これは、ソフトウェアが９６５百万円増（１８.１倍）と
なったことが主な要因です。

⑤ 負債
平成２７年度末現在の負債合計は1，６０８百万円、前年度比９８７百万円増（２.６

倍）となっています。これは、資産見返運営費交付金の９３５百万円増（３.７倍）
が主な要因です。

⑥ 業務活動によるキャッシュ・フロー
平成２７年度の業務活動によるキャッシュ・フローは５９７百万円、前年度比

２８７百万円増（９２.７％増）となっています。これは運営費交付金収入１，０
４０百万円増（３１.６％増）が主な要因です。

⑦ 投資活動によるキャッシュ・フロー
平成２７年度の投資活動によるキャッシュ・フローはマイナス１，３２２百万円、

前年度比１，２６６百万円減（２３.８倍）となっています。
⑧ 財務活動によるキャッシュ・フロー

平成２７年度の財務活動によるキャッシュ・フローはマイナス２９百万円、前年度
比４百万円減（１５.２％減）となっています。

主要な財務データの経年比較
（単位：百万円）

区 分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

経常費用 3,153 3,007 2,969 3,033 3,331

経常収益 3,375 3,234 3,125 3,185 3,395

目的積立金取崩額 － － － － －

当期総利益 217 226 122 152 62

資産 1,467 1,799 1,766 2,126 2,455

負債 454 562 409 621 1,608

利益剰余金 217 443 566 718 62

業務活動によるキャッシュフロー △820 447 69 310 597

投資活動によるキャッシュフロー △ 59 △ 38 △ 58 △ 56 △1,322

財務活動によるキャッシュフロー △ 24 △ 25 △ 27 △ 25 △29

資金期末残高 349 733 717 946 193
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（２）セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由）

平成２７年度の事業損益は６４百万円、前年度比８８百万円減（５７.７％減）とな
っています。

なお、セグメントごとの経年比較は次の表のとおりです。

事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報）
（単位：百万円）

区 分 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

労務管理 51 45 24 28 13

給 与 64 59 26 46 15

福利厚生 62 83 40 58 33

法人共通 39 38 33 20 3

合 計 217 226 122 152 64

注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

注：平成２３～２６年の事業損益は、臨時利益及び臨時損益を含む。

（３）セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由）

平成２７年度末現在の資産合計は２，４５５百万円、前年度比３２９百万円増（１５.
５％増）となっています。これは、ソフトウェアが９６５百万円増（１８.１倍）とな
ったことが主な要因です。

なお、セグメントごとの経年比較は次の表のとおりです。

総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報）
（単位：百万円）

区 分 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

労務管理 310 303 298 287 654

給 与 382 362 375 428 728

福利厚生 381 364 342 415 823

法人共通 393 770 751 996 251

合 計 1,467 1,799 1,766 2,126 2,455

注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

（４）行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析
（内容・増減理由）

平成２７年度の行政サービス実施コストは３，３０２百万円、前年度比４９６百万円増
（１７.７％増）となっています。これは、業務費用が増加したことが主な要因です。

行政サービス実施コストの経年比較
（単位：百万円）

区 分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

業務費用 3,157 3,006 3,002 3,032 3,333

うち損益計算書上の費用 3,158 3,008 3,003 3,033 3,333

うち自己収入 △ 1 △ 2 △ 1 △ 1 △ 1

損益外減価償却相当額 3 3 3 3 3

損益外除売却差額相当額 - - - - 0

損益外減損損失相当額 - - - - -

引当外退職給付増加見積額 65 △ 37 △172 △264 △39

- 62 -

財務情報

１ 財務諸表に記載された事項の概要

（１）経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、
キャッシュ･フローなどの主要な財務データの経年比較・分析

① 経常費用
平成２７年度の経常費用は３，３３１百万円、前年度比２９８百万円増（９.８％

増）となっています。これは、減価償却費が２６５百万円増となったことが主な要因
です。

② 経常収益
平成２７年度の経常収益は３，３９５百万円、前年度比２１０百万円増（６.６％

増）となっています。これは、資産見返運営費交付金戻入が前年度比２５１百万円増
となったことが主な要因です。

③ 当期総利益
平成２７年度の当期総利益は６２百万円、前年度比９０百万円減（５９.１％減）

となっています。
④ 資産

平成２７年度末現在の資産合計は２，４５５百万円、前年度比３２９百万円増（１５.

５％増）となっています。これは、ソフトウェアが９６５百万円増（１８.１倍）と
なったことが主な要因です。

⑤ 負債
平成２７年度末現在の負債合計は1，６０８百万円、前年度比９８７百万円増（２.６

倍）となっています。これは、資産見返運営費交付金の９３５百万円増（３.７倍）
が主な要因です。

⑥ 業務活動によるキャッシュ・フロー
平成２７年度の業務活動によるキャッシュ・フローは５９７百万円、前年度比

２８７百万円増（９２.７％増）となっています。これは運営費交付金収入１，０
４０百万円増（３１.６％増）が主な要因です。

⑦ 投資活動によるキャッシュ・フロー
平成２７年度の投資活動によるキャッシュ・フローはマイナス１，３２２百万円、

前年度比１，２６６百万円減（２３.８倍）となっています。
⑧ 財務活動によるキャッシュ・フロー

平成２７年度の財務活動によるキャッシュ・フローはマイナス２９百万円、前年度
比４百万円減（１５.２％減）となっています。

主要な財務データの経年比較
（単位：百万円）

区 分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

経常費用 3,153 3,007 2,969 3,033 3,331

経常収益 3,375 3,234 3,125 3,185 3,395

目的積立金取崩額 － － － － －

当期総利益 217 226 122 152 62

資産 1,467 1,799 1,766 2,126 2,455

負債 454 562 409 621 1,608

利益剰余金 217 443 566 718 62

業務活動によるキャッシュフロー △820 447 69 310 597

投資活動によるキャッシュフロー △ 59 △ 38 △ 58 △ 56 △1,322

財務活動によるキャッシュフロー △ 24 △ 25 △ 27 △ 25 △29

資金期末残高 349 733 717 946 193
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事業に関する説明

１ 財源の内訳

平成２７年度におけるエルモの経常収益は３，３９５百万円、その内訳は、運営費交付
金収益３，１０６百万円（収益の９１.５％）、資産見返負債戻入２８９百万円（収益の
８.５％）、財務収益及び雑益０．５百万円（収益の０.０１％）となりました。これを各セ
グメントごとに区分すると、

① 労務管理の実施に関する業務等
運営費交付金収益 ５８６百万円（収益の１７.３％)
資産見返負債戻入 ９０百万円（収益の２.７％）

② 給与の支給に関する業務等
運営費交付金収益 ７４９百万円（収益の２２.１％)
資産見返負債戻入 ９５百万円（収益の２.８％）

③ 福利厚生の実施に関する業務等
運営費交付金収益 １，２７７百万円（収益の３７．６ ％）
資産見返負債戻入 ９７百万円（収益の２.９％）

④ 法人共通
運営費交付金収益 ４９３百万円（収益の１４.５ ％)
資産見返負債戻入 ６百万円（収益の０.２ ％）
財務収益及び雑益 ０．４百万円（収益の０.０１ ％）

となります。

２ 財務情報及び業務の実績に基づく説明

エルモの財源は、国（防衛省）から交付される運営費交付金によっており、平成２７年度
においては、４，３３０百万円の交付がありました。

エルモの労務管理、給与及び福利厚生それぞれの業務及び費用は以下のとおりであり、法
人共通の費用である一般管理費は４９７百万円でした。

① 労務管理業務
労務管理業務は、駐留軍等及び諸機関に必要な労働力の確保を図るため、米軍基地で

勤務を希望する方の募集に関する業務や採用、退職等の人事の手続等の業務を行う業務
で、当該業務に要した経費は、業務費６６４百万円です。

② 給与業務
給与業務は、駐留軍等労働者の毎月の給与、夏季手当・年末手当、退職手当及び旅費

の計算業務等を行う業務で、当該業務に要した経費は、業務費８２９百万円です。
③ 福利厚生業務

福利厚生業務は、駐留軍等労働者に対する福利厚生事業として、ほう賞金の支払、
制服及び保護衣の購入・貸与等を行う業務で、当該業務に要した経費は、業務費
１，３４１百万円です。
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引当外賞与見積額 13 △ 13 2 33 5

機会費用 8 4 5 3 -

（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 4 - - - -

行政サービス実施コスト 3,243 2,963 2,839 2,806 3,302
注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

２ 重要な施設等の整備等の状況

①平成２７年度中に完成した主要施設等
②平成２７年度において継続中の主要施設等の新設・拡充
③平成２７年度中に処分した主要施設等
は、いずれもありません。

３ 予算及び決算の概要

予 算 ・ 決 算 額 の 推 移
（単位：百万円）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

区 分 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算

運営費交付金 3,397 3,147 3,356 2,984 3,141 3,013 3,290 3,193 4,330 4,271

４ 経費の削減及び効率化に関する目標及びその達成状況

平成２７年度は、人件費においては常勤職員の削減（△８人）による縮減と厳格な予
算管理、物件費においては各種経費の計画的・効率的執行と併せ、地道な節約努力によ
り、機構運営関係費で平成２６年度を基準として５．１％の縮減となり、平成２７年度
計画で掲げられている縮減率４％を達成しました。

また、物件費の見直しに当たり、経費節減への取組について周知したほか、計画・進捗
状況について、各四半期毎に予算の執行状況の確認を行ったところ、不要不急などの不適
正な経費の執行は見当たりませんでした。平成２７年度における経費節減に係る具体的な
取組としては、支部事務所借上契約の更新時における積極的な賃料の引下げ交渉、ＩＰ電
話を活用する支部の拡大による電話料等の経費の抑制等を行いました。

主務省令期間における人件費・物件費の推移
（単位：百万円）

主務省令期間
区分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

人件費 2,076 100% 1,986 96% － － － － － － － －

物件費 499 100% 459 92% － － － － － － － －

※ 退職手当及び特殊要因を除く。

※ 平成２７年度は、人件費においては給与改定分等４千７百万円、物件費においては在日米軍従業員管理システム再構

築等費用１２億３千５百万円を除く。
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事業に関する説明

１ 財源の内訳

平成２７年度におけるエルモの経常収益は３，３９５百万円、その内訳は、運営費交付
金収益３，１０６百万円（収益の９１.５％）、資産見返負債戻入２８９百万円（収益の
８.５％）、財務収益及び雑益０．５百万円（収益の０.０１％）となりました。これを各セ
グメントごとに区分すると、

① 労務管理の実施に関する業務等
運営費交付金収益 ５８６百万円（収益の１７.３％)
資産見返負債戻入 ９０百万円（収益の２.７％）

② 給与の支給に関する業務等
運営費交付金収益 ７４９百万円（収益の２２.１％)
資産見返負債戻入 ９５百万円（収益の２.８％）

③ 福利厚生の実施に関する業務等
運営費交付金収益 １，２７７百万円（収益の３７．６ ％）
資産見返負債戻入 ９７百万円（収益の２.９％）

④ 法人共通
運営費交付金収益 ４９３百万円（収益の１４.５ ％)
資産見返負債戻入 ６百万円（収益の０.２ ％）
財務収益及び雑益 ０．４百万円（収益の０.０１ ％）

となります。

２ 財務情報及び業務の実績に基づく説明

エルモの財源は、国（防衛省）から交付される運営費交付金によっており、平成２７年度
においては、４，３３０百万円の交付がありました。

エルモの労務管理、給与及び福利厚生それぞれの業務及び費用は以下のとおりであり、法
人共通の費用である一般管理費は４９７百万円でした。

① 労務管理業務
労務管理業務は、駐留軍等及び諸機関に必要な労働力の確保を図るため、米軍基地で

勤務を希望する方の募集に関する業務や採用、退職等の人事の手続等の業務を行う業務
で、当該業務に要した経費は、業務費６６４百万円です。

② 給与業務
給与業務は、駐留軍等労働者の毎月の給与、夏季手当・年末手当、退職手当及び旅費

の計算業務等を行う業務で、当該業務に要した経費は、業務費８２９百万円です。
③ 福利厚生業務

福利厚生業務は、駐留軍等労働者に対する福利厚生事業として、ほう賞金の支払、
制服及び保護衣の購入・貸与等を行う業務で、当該業務に要した経費は、業務費
１，３４１百万円です。

- 64 -

引当外賞与見積額 13 △ 13 2 33 5

機会費用 8 4 5 3 -

（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 4 - - - -

行政サービス実施コスト 3,243 2,963 2,839 2,806 3,302
注：計数は、四捨五入によっているので符合しない場合がある。

２ 重要な施設等の整備等の状況

①平成２７年度中に完成した主要施設等
②平成２７年度において継続中の主要施設等の新設・拡充
③平成２７年度中に処分した主要施設等
は、いずれもありません。

３ 予算及び決算の概要

予 算 ・ 決 算 額 の 推 移
（単位：百万円）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

区 分 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算

運営費交付金 3,397 3,147 3,356 2,984 3,141 3,013 3,290 3,193 4,330 4,271

４ 経費の削減及び効率化に関する目標及びその達成状況

平成２７年度は、人件費においては常勤職員の削減（△８人）による縮減と厳格な予
算管理、物件費においては各種経費の計画的・効率的執行と併せ、地道な節約努力によ
り、機構運営関係費で平成２６年度を基準として５．１％の縮減となり、平成２７年度
計画で掲げられている縮減率４％を達成しました。

また、物件費の見直しに当たり、経費節減への取組について周知したほか、計画・進捗
状況について、各四半期毎に予算の執行状況の確認を行ったところ、不要不急などの不適
正な経費の執行は見当たりませんでした。平成２７年度における経費節減に係る具体的な
取組としては、支部事務所借上契約の更新時における積極的な賃料の引下げ交渉、ＩＰ電
話を活用する支部の拡大による電話料等の経費の抑制等を行いました。

主務省令期間における人件費・物件費の推移
（単位：百万円）

主務省令期間
区分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

人件費 2,076 100% 1,986 96% － － － － － － － －

物件費 499 100% 459 92% － － － － － － － －

※ 退職手当及び特殊要因を除く。

※ 平成２７年度は、人件費においては給与改定分等４千７百万円、物件費においては在日米軍従業員管理システム再構

築等費用１２億３千５百万円を除く。
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事業計画以外の業務実績等

１ 内部統制の充実・強化

エルモにおける内部統制については、平成２１年３月に当初管理部長（当時）を委員長と
した内部統制（コンプライアンス）委員会を設置し、業務マニュアルを整備するなどコンプ
ライアンスの確保に努めてきました。

平成２２年３月に総務省が公表した「独立行政法人における内部統制と評価に関する研究
会」による報告書等において内部統制の具体的な考え方が示されました。

これらを踏まえ、平成２３年５月、委員長に業務部門担当理事（当時）、副委員長に企画
部門担当理事（当時）、監視委員に評価・監査役、委員には本部各部長及び各支部長並びに
２名の民間有識者を充てる新たな内部統制委員会を設置し、内部統制の更なる充実・強化を
図ることとしました。

その後、エルモにおける内部統制に関して同委員会で検討
を重ね、平成２３年９月、内部統制の基本方針、内部統制事
項並びに内部統制のモニタリング及び評価等を定めた内部統
制要領を制定し、同年１０月から運用を開始しました。

平成２７年４月においては、平成２６年１１月に総務
省からの通知「『独立行政法人の業務の適正を確保するた
めの体制等の整備』について」に基づき、内部統制委員
会設置要綱を改正し、委員長を理事長とするなどの改正
を行うとともに内部統制要領を改正し、内部統制担当役
員、推進責任者を置き、内部統制推進部門を設置し、内
部統制の推進を図りました。

また、エルモ業務におけるリスク発生の防止又はリスクが発生した場合の損失の最小
化を図りエルモ業務の円滑な運営に資するため、平成２７年４月にリスク管理要領を新
たに制定し、委員長を理事長とするリスク管理委員会を設置しました。

第１回のリスク管理委員会は平成２７年６月に開催し、エルモ内部での検討を踏まえ
たリスクの評価及び低減策を含んだリスク分析表の審議を行い、これをエルモにおいて
把握されたリスクの全体像として位置づけ、当該分析表の結果を反映した内部統制要領
別表（内部統制事項）の改正について、内部統制委員会に提言を行いました。

同日に開催された内部統制委員会では、リスク管理委員会の提言を受け、内部統制要
領別表の改正、平成２６年度下半期における内部統制事項の実施状況報告及び監視委員
による平成２６年度評価報告の内容について審議等を行いました。

また、内部統制の充実・強化のため、内部統制に係る支部に対する巡回講習を、平成
２７年１０月から１１月にかけて８支部全てに対し実施しました。

内部統制委員会
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事業計画以外の業務実績等

１ 内部統制の充実・強化

エルモにおける内部統制については、平成２１年３月に当初管理部長（当時）を委員長と
した内部統制（コンプライアンス）委員会を設置し、業務マニュアルを整備するなどコンプ
ライアンスの確保に努めてきました。

平成２２年３月に総務省が公表した「独立行政法人における内部統制と評価に関する研究
会」による報告書等において内部統制の具体的な考え方が示されました。

これらを踏まえ、平成２３年５月、委員長に業務部門担当理事（当時）、副委員長に企画
部門担当理事（当時）、監視委員に評価・監査役、委員には本部各部長及び各支部長並びに
２名の民間有識者を充てる新たな内部統制委員会を設置し、内部統制の更なる充実・強化を
図ることとしました。

その後、エルモにおける内部統制に関して同委員会で検討
を重ね、平成２３年９月、内部統制の基本方針、内部統制事
項並びに内部統制のモニタリング及び評価等を定めた内部統
制要領を制定し、同年１０月から運用を開始しました。

平成２７年４月においては、平成２６年１１月に総務
省からの通知「『独立行政法人の業務の適正を確保するた
めの体制等の整備』について」に基づき、内部統制委員
会設置要綱を改正し、委員長を理事長とするなどの改正
を行うとともに内部統制要領を改正し、内部統制担当役
員、推進責任者を置き、内部統制推進部門を設置し、内
部統制の推進を図りました。

また、エルモ業務におけるリスク発生の防止又はリスクが発生した場合の損失の最小
化を図りエルモ業務の円滑な運営に資するため、平成２７年４月にリスク管理要領を新
たに制定し、委員長を理事長とするリスク管理委員会を設置しました。

第１回のリスク管理委員会は平成２７年６月に開催し、エルモ内部での検討を踏まえ
たリスクの評価及び低減策を含んだリスク分析表の審議を行い、これをエルモにおいて
把握されたリスクの全体像として位置づけ、当該分析表の結果を反映した内部統制要領
別表（内部統制事項）の改正について、内部統制委員会に提言を行いました。

同日に開催された内部統制委員会では、リスク管理委員会の提言を受け、内部統制要
領別表の改正、平成２６年度下半期における内部統制事項の実施状況報告及び監視委員
による平成２６年度評価報告の内容について審議等を行いました。

また、内部統制の充実・強化のため、内部統制に係る支部に対する巡回講習を、平成
２７年１０月から１１月にかけて８支部全てに対し実施しました。

内部統制委員会
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（２）公益法人に対する支出の公表・点検について

「公益法人に対する支出の公表・点検の方針について」に基づく措置

【「公益法人に対する支出の公表・点検の方針について」（抜粋）

（平成２４年６月１日行政改革実行本部決定）】

・各府省は、所管する独立行政法人に対して公益法人※に対する支出状況の公表

を行うよう要請する。公表すべき内容は以下のとおり。

・独立行政法人からの契約による支出状況

・独立行政法人からの契約以外の支出状況

・各府省は、所管する独立行政法人に対して、公表された支出について毎年度点

検し、必要な見直しを行うよう要請する。

※ 特例民法法人及び公益社団・財団法人のうち国所管のものをいう。

公益法人に対する支出状況の公表状況及び公益法人に対する支出の点検・見直し状況

エルモにおいては、公益法人に対する支出について、契約の相手方、契約内容、契約

金額等を、毎月、ホームページにおいて公表しています。また、点検・見直しを行い、

その結果をホームページに公表することとしております。

平成２７年度の公益法人に対する支出については、契約によるもの及び契約以外のも

のともに０件です。

なお、平成２７年度における国所管の公益法人への支出の点検・見直しについては、

該当がない旨をホームページに公表しています。

３ 監 査

（１）監事監査の実施

監事は、通則法第１９条第４項に基づき、エルモの業務を監査し、その監査報告を作
成しています。

監事監査は、監事が本部及び各支部において実施する監査であり、エルモの業務の適
正かつ効率的な運営に資するとともに、会計経理の適正を期することを目的とし、エル
モの業務がその目的を達成するために合理的かつ効率的に運営されているか、会計に関
する事務処理の法令等に従い適正に行われているかの観点に立ち、監査します。

平成２７年度の監事監査は、次の事項を重視事項として定めた「平成２７事業年度監
事監査計画書」に基づき、書面による方法及び実地による方法により実施しました。

1) 業務運営の効率化
2) 財務の状況
3) 駐留軍等労働者に関する業務の状況
4) 人事管理の状況
5) 保有資産の措置状況
6) 内部統制の実施状況
7) 理事長の意思決定の状況
8) 経ケ岬通信所に係る労務管理等業務体制の

整備状況

また、当該監査の実施に当たって、特に留意 監事監査（本部）
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２ 政府方針への対応

（１）公益法人等に対する会費の見直しについて

「平成２３年度業務実績評価の具体的取組について」に基づく措置

【「平成２３年度業務実績評価の具体的取組について」（抜粋）

（平成２４年５月２１日政策評価・独立行政法人評価委員会）】

・公益法人等に対する会費の支出について、「独立行政法人が支出する会費の見

直しについて」（平成２４年３月２３日行政改革実行本部決定）で示された観

点を踏まえた見直しを促すアプローチ

【「独立行政法人が支出する会費の見直しについて」（抜粋）

（平成２４年３月２３日行政改革実行本部決定）】

独立行政法人からの高額・不明朗な支出が公益法人等に対する会費という名

目・形式により行われているのではないか、との指摘がこれまでになされてい

ることを踏まえ、その適正化・透明性を強化する観点から、平成２４年度以降、

以下の見直しを行うこととし、各大臣は所管する独立行政法人に対し、下記の

事項を徹底するものとする。

記

・独立行政法人の業務の遂行のために真に必要なものを除き、公益法人等への会

費（名目の如何を問わず会費に類する支出を含む。）の支出は行わない。

・真に必要があって会費の支出を行う場合であっても、必要最低限のものとし、

支出する額がそれにより得られる便益に見合っているかについて精査する。

・各独立行政法人は、会費を支出しようとするときは、以下の観点から必要性を

厳格に精査し、支出の是非を判断する。

＊当該独立行政法人の目的・事業に照らし、会費を支出しなければならない必

要性が真にあるか。

＊当該独立行政法人に、会費の支出に見合った便益が与えられているか。

＊会費を支出する場合であっても、金額・口数・種別等が必要最低限のものと

なっているか。

・各独立行政法人の監事は、会費の支出について、本見直し方針の趣旨を踏まえ

十分な精査を行う。

公益法人等への会費の支出の見直し・点検状況及び会費支出の公表状況

エルモでは「独立行政法人が支出する会費の見直しについて」（行政改革実行本部決

定）を受け、適正化・透明性を強化する観点から平成２４年５月に指針を定め、会費を

支出する必要性が真にあるものに対し、必要最低限の金額を支出することとしました。

平成２７年度、会費を支出したものについては、支出先、名目・趣旨、支出金額等を

四半期毎に防衛省に報告し、点検を受けているところであり、同決定において公表の対

象となっている年１０万円以上のものについては、内外情勢調査会会費（２５９，２０

０円）１件をホームページにおいて公表しています。

なお、その他の会費支出は、人事行政に関する研修会への賛助会費（１０，０００円）

の１件です。
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（２）公益法人に対する支出の公表・点検について

「公益法人に対する支出の公表・点検の方針について」に基づく措置

【「公益法人に対する支出の公表・点検の方針について」（抜粋）

（平成２４年６月１日行政改革実行本部決定）】

・各府省は、所管する独立行政法人に対して公益法人※に対する支出状況の公表

を行うよう要請する。公表すべき内容は以下のとおり。

・独立行政法人からの契約による支出状況

・独立行政法人からの契約以外の支出状況

・各府省は、所管する独立行政法人に対して、公表された支出について毎年度点

検し、必要な見直しを行うよう要請する。

※ 特例民法法人及び公益社団・財団法人のうち国所管のものをいう。

公益法人に対する支出状況の公表状況及び公益法人に対する支出の点検・見直し状況

エルモにおいては、公益法人に対する支出について、契約の相手方、契約内容、契約

金額等を、毎月、ホームページにおいて公表しています。また、点検・見直しを行い、

その結果をホームページに公表することとしております。

平成２７年度の公益法人に対する支出については、契約によるもの及び契約以外のも

のともに０件です。

なお、平成２７年度における国所管の公益法人への支出の点検・見直しについては、

該当がない旨をホームページに公表しています。

３ 監 査

（１）監事監査の実施

監事は、通則法第１９条第４項に基づき、エルモの業務を監査し、その監査報告を作
成しています。

監事監査は、監事が本部及び各支部において実施する監査であり、エルモの業務の適
正かつ効率的な運営に資するとともに、会計経理の適正を期することを目的とし、エル
モの業務がその目的を達成するために合理的かつ効率的に運営されているか、会計に関
する事務処理の法令等に従い適正に行われているかの観点に立ち、監査します。

平成２７年度の監事監査は、次の事項を重視事項として定めた「平成２７事業年度監
事監査計画書」に基づき、書面による方法及び実地による方法により実施しました。

1) 業務運営の効率化
2) 財務の状況
3) 駐留軍等労働者に関する業務の状況
4) 人事管理の状況
5) 保有資産の措置状況
6) 内部統制の実施状況
7) 理事長の意思決定の状況
8) 経ケ岬通信所に係る労務管理等業務体制の

整備状況

また、当該監査の実施に当たって、特に留意 監事監査（本部）
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２ 政府方針への対応

（１）公益法人等に対する会費の見直しについて

「平成２３年度業務実績評価の具体的取組について」に基づく措置

【「平成２３年度業務実績評価の具体的取組について」（抜粋）

（平成２４年５月２１日政策評価・独立行政法人評価委員会）】

・公益法人等に対する会費の支出について、「独立行政法人が支出する会費の見

直しについて」（平成２４年３月２３日行政改革実行本部決定）で示された観

点を踏まえた見直しを促すアプローチ

【「独立行政法人が支出する会費の見直しについて」（抜粋）

（平成２４年３月２３日行政改革実行本部決定）】

独立行政法人からの高額・不明朗な支出が公益法人等に対する会費という名

目・形式により行われているのではないか、との指摘がこれまでになされてい

ることを踏まえ、その適正化・透明性を強化する観点から、平成２４年度以降、

以下の見直しを行うこととし、各大臣は所管する独立行政法人に対し、下記の

事項を徹底するものとする。

記

・独立行政法人の業務の遂行のために真に必要なものを除き、公益法人等への会

費（名目の如何を問わず会費に類する支出を含む。）の支出は行わない。

・真に必要があって会費の支出を行う場合であっても、必要最低限のものとし、

支出する額がそれにより得られる便益に見合っているかについて精査する。

・各独立行政法人は、会費を支出しようとするときは、以下の観点から必要性を

厳格に精査し、支出の是非を判断する。

＊当該独立行政法人の目的・事業に照らし、会費を支出しなければならない必

要性が真にあるか。

＊当該独立行政法人に、会費の支出に見合った便益が与えられているか。

＊会費を支出する場合であっても、金額・口数・種別等が必要最低限のものと

なっているか。

・各独立行政法人の監事は、会費の支出について、本見直し方針の趣旨を踏まえ

十分な精査を行う。

公益法人等への会費の支出の見直し・点検状況及び会費支出の公表状況

エルモでは「独立行政法人が支出する会費の見直しについて」（行政改革実行本部決

定）を受け、適正化・透明性を強化する観点から平成２４年５月に指針を定め、会費を

支出する必要性が真にあるものに対し、必要最低限の金額を支出することとしました。

平成２７年度、会費を支出したものについては、支出先、名目・趣旨、支出金額等を

四半期毎に防衛省に報告し、点検を受けているところであり、同決定において公表の対

象となっている年１０万円以上のものについては、内外情勢調査会会費（２５９，２０

０円）１件をホームページにおいて公表しています。

なお、その他の会費支出は、人事行政に関する研修会への賛助会費（１０，０００円）

の１件です。
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務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、本部及び支部にお

いて業務及び財産の状況を調査するとともに防衛大臣に提出する書類を調査した。

また、役員（監事を除く。）の職務の執行が通則法、独立行政法人駐留軍等労働

者労務管理機構法（平成１１年法律第２１７号）又は他の法令に適合することを

確保するための体制その他機構の業務の適正を確保するための体制（以下「内部

統制システム」という。）について、役職員からその整備及び運用の状況について

定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めた。

１ 実地による監査対象部署

２ 重点監査項目（重視事項）

Ⅱ 監査結果

１ 全般的事項

２ 前年度課題の措置状況

３ 業務運営の効率化

４ 財務の状況

５ 駐留軍等労働者に関する業務の状況

６ 人事管理の状況

７ 保有資産の措置状況

８ 内部統制の実施状況

９ 理事長の意思決定の状況

10 経ケ岬通信所に係る労務管理等業務体制の整備状況

Ⅲ 独立行政法人改革等に関する基本的な方針等過去の閣議決定において定められた

監査事項についての意見

１ 給与水準

２ 契約の点検・見直し

３ 保有資産の見直し

Ⅳ 全般的な結果又は意見

上記の監査結果のとおり、機構の業務が、理事長等の指示・指導の下、法令等

に従い適正に実施され、年度目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施さ

れているものと認められる。

また、理事長等の職務の執行に関する不正の行為又は法令等に違反する重大な

事実は認められない。

さらに、通則法第１９条第９項の規定による理事長又は主務大臣に提出する是

正又は改善を要する事項及びその他必要と認められる事項は特にない。

※ 詳細については、ホームページ（http://www.lmo.go.jp/）をご覧ください。

（２）内部監査の実施

評価・監査役は、内部監査規則に基づき、エルモ業務の全般にわたって監査し、監査
結果については、監査ごとに洗い出された問題点とその現状、事実関係、必要に応じて、
是正又は改善を要する事項等を示した監査報告書を作成し、理事長に報告しています。

内部監査は、評価・監査役が本部及び各支部において実施する監査であり、エルモの
業務の実態及び財産の状況を的確に把握し、エルモの業務の適正かつ効率的な運営に資す
るとともに、会計経理に適正を期することを目的とし、その目的を達成するためにエル
モの業務運営及び会計経理の処理状況が適正かつ効率的に行われているかの観点に立
ち、監査します。

また、評価・監査役は、内部統制委員会における監視委員としての役割も担っており、
委員長（理事長）の指示により、内部監査をもって内部統制のモニタリングも実施して
います。
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した点は次のとおりです。
① 本部においては、リスク評価と対応状況を含む内部統制の実施状況及び理事長の意思決

定の状況を注視するとともに、駐留軍等労働者に関する業務の状況及び財務の状況等
② 支部においては、業務運営の効率化・組織改編の状況について、マルチ的事務処理を含

む支部組織のフラット化の状況と期間業務職員の活用状況を注視するとともに、駐留軍等
労働者へのサービス向上として、多様な事業を実施している福利厚生事業の状況を中心に、
証明書に係る書類の作成作業や給与計算等のシステムへの入力作業の状況についても注視
した労務管理・給与・福利厚生の３つの業務全般

③ また、平成２７年４月に設置された京丹後支部においては、新たに行われるようにな
った労務管理等事務の現状

監事は、監査の実施に当たり、内部監査を実施する評価・監査役と緊密な連携を保ち
つつ、内部監査計画及び監査結果を実効的に活用するとともに、これまでの監査結果を
踏まえ、あらかじめ担当部署から聴取すべきポイントを絞り込んだ上で監査に臨むなど、
効率的かつ精確的な監査の実施に努めました。

監事監査（実地監査）の実施状況

監 査 区 分 被監査部署名 監 査 実 施 日

業務監査及び 本 部 平成２７年 ６月 １日・ ２日

会計監査 座 間 支 部 平成２７年 ９月 ９日・１０日

横 須 賀 支 部 平成２７年１０月 ７日・ ８日

京 丹 後 支 部 平成２７年１０月２９日・３０日

沖 縄 支 部 平成２７年１１月１８日～２０日

本 部 平成２７年１２月 ２日・ ３日

岩 国 支 部 平成２８年 １月２０日～２２日

監事は、監査の結果を記載した監事監査報告を作成し、理事長等に手交の上その内容
を説明するとともに、エルモにおいて定例的に行う会議の場を活用し、監査の結果から
得た留意すべき点について役職員に周知しました。

また、エルモ内のグループウェアに当該報告を掲示し、誰もが適時に閲覧できる環境
を整えることで、留意すべき点の認識への定着及び業務の参考とすることができるよう
にしました。

なお、平成２７年度に実施した監事監査の結果において、通則法第１９条第９項の規定
による法人の長または主務大臣に提出する是正または改善事項等の意見その他必要がある
と認める事項は、特にありませんでした。

○平 成 ２ ７ 事 業 年 度 監 事 監 査 報 告 （ 概 要 ）

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」という。）第１

９条第４項及び同法第３８条第２項の規定に基づき、独立行政法人駐留軍等労働者労

務管理機構（以下「機構」という。）の平成２７事業年度（平成２７年４月１日～平

成２８年３月３１日）の業務、事業報告書、財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キ

ャッシュ・フロー計算書、利益の処分に関する書類（案）、行政サービス実施コスト

計算書及びこれらの附属明細書）及び決算報告書について監査を実施し、その方法及

び結果を取りまとめたので、以下のとおり報告する。

Ⅰ 監査の方法及びその内容

各監事は、監査計画に基づき、理事長、理事、内部監査部門その他職員（以下

「役職員」という。）と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め

るとともに、監査の重点監査項目（重視事項）を設定し、役員等会議、連絡会議、

支部長会議、その他機構の業務に関する重要な会議に出席し、役職員からその職
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務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、本部及び支部にお

いて業務及び財産の状況を調査するとともに防衛大臣に提出する書類を調査した。

また、役員（監事を除く。）の職務の執行が通則法、独立行政法人駐留軍等労働

者労務管理機構法（平成１１年法律第２１７号）又は他の法令に適合することを

確保するための体制その他機構の業務の適正を確保するための体制（以下「内部

統制システム」という。）について、役職員からその整備及び運用の状況について

定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めた。

１ 実地による監査対象部署

２ 重点監査項目（重視事項）

Ⅱ 監査結果

１ 全般的事項

２ 前年度課題の措置状況

３ 業務運営の効率化

４ 財務の状況

５ 駐留軍等労働者に関する業務の状況

６ 人事管理の状況

７ 保有資産の措置状況

８ 内部統制の実施状況

９ 理事長の意思決定の状況

10 経ケ岬通信所に係る労務管理等業務体制の整備状況

Ⅲ 独立行政法人改革等に関する基本的な方針等過去の閣議決定において定められた

監査事項についての意見

１ 給与水準

２ 契約の点検・見直し

３ 保有資産の見直し

Ⅳ 全般的な結果又は意見

上記の監査結果のとおり、機構の業務が、理事長等の指示・指導の下、法令等

に従い適正に実施され、年度目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施さ

れているものと認められる。

また、理事長等の職務の執行に関する不正の行為又は法令等に違反する重大な

事実は認められない。

さらに、通則法第１９条第９項の規定による理事長又は主務大臣に提出する是

正又は改善を要する事項及びその他必要と認められる事項は特にない。

※ 詳細については、ホームページ（http://www.lmo.go.jp/）をご覧ください。

（２）内部監査の実施

評価・監査役は、内部監査規則に基づき、エルモ業務の全般にわたって監査し、監査
結果については、監査ごとに洗い出された問題点とその現状、事実関係、必要に応じて、
是正又は改善を要する事項等を示した監査報告書を作成し、理事長に報告しています。

内部監査は、評価・監査役が本部及び各支部において実施する監査であり、エルモの
業務の実態及び財産の状況を的確に把握し、エルモの業務の適正かつ効率的な運営に資す
るとともに、会計経理に適正を期することを目的とし、その目的を達成するためにエル
モの業務運営及び会計経理の処理状況が適正かつ効率的に行われているかの観点に立
ち、監査します。

また、評価・監査役は、内部統制委員会における監視委員としての役割も担っており、
委員長（理事長）の指示により、内部監査をもって内部統制のモニタリングも実施して
います。
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した点は次のとおりです。
① 本部においては、リスク評価と対応状況を含む内部統制の実施状況及び理事長の意思決

定の状況を注視するとともに、駐留軍等労働者に関する業務の状況及び財務の状況等
② 支部においては、業務運営の効率化・組織改編の状況について、マルチ的事務処理を含

む支部組織のフラット化の状況と期間業務職員の活用状況を注視するとともに、駐留軍等
労働者へのサービス向上として、多様な事業を実施している福利厚生事業の状況を中心に、
証明書に係る書類の作成作業や給与計算等のシステムへの入力作業の状況についても注視
した労務管理・給与・福利厚生の３つの業務全般

③ また、平成２７年４月に設置された京丹後支部においては、新たに行われるようにな
った労務管理等事務の現状

監事は、監査の実施に当たり、内部監査を実施する評価・監査役と緊密な連携を保ち
つつ、内部監査計画及び監査結果を実効的に活用するとともに、これまでの監査結果を
踏まえ、あらかじめ担当部署から聴取すべきポイントを絞り込んだ上で監査に臨むなど、
効率的かつ精確的な監査の実施に努めました。

監事監査（実地監査）の実施状況

監 査 区 分 被監査部署名 監 査 実 施 日

業務監査及び 本 部 平成２７年 ６月 １日・ ２日

会計監査 座 間 支 部 平成２７年 ９月 ９日・１０日

横 須 賀 支 部 平成２７年１０月 ７日・ ８日

京 丹 後 支 部 平成２７年１０月２９日・３０日

沖 縄 支 部 平成２７年１１月１８日～２０日

本 部 平成２７年１２月 ２日・ ３日

岩 国 支 部 平成２８年 １月２０日～２２日

監事は、監査の結果を記載した監事監査報告を作成し、理事長等に手交の上その内容
を説明するとともに、エルモにおいて定例的に行う会議の場を活用し、監査の結果から
得た留意すべき点について役職員に周知しました。

また、エルモ内のグループウェアに当該報告を掲示し、誰もが適時に閲覧できる環境
を整えることで、留意すべき点の認識への定着及び業務の参考とすることができるよう
にしました。

なお、平成２７年度に実施した監事監査の結果において、通則法第１９条第９項の規定
による法人の長または主務大臣に提出する是正または改善事項等の意見その他必要がある
と認める事項は、特にありませんでした。

○平 成 ２ ７ 事 業 年 度 監 事 監 査 報 告 （ 概 要 ）

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」という。）第１

９条第４項及び同法第３８条第２項の規定に基づき、独立行政法人駐留軍等労働者労

務管理機構（以下「機構」という。）の平成２７事業年度（平成２７年４月１日～平

成２８年３月３１日）の業務、事業報告書、財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キ

ャッシュ・フロー計算書、利益の処分に関する書類（案）、行政サービス実施コスト

計算書及びこれらの附属明細書）及び決算報告書について監査を実施し、その方法及

び結果を取りまとめたので、以下のとおり報告する。

Ⅰ 監査の方法及びその内容

各監事は、監査計画に基づき、理事長、理事、内部監査部門その他職員（以下

「役職員」という。）と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め

るとともに、監査の重点監査項目（重視事項）を設定し、役員等会議、連絡会議、

支部長会議、その他機構の業務に関する重要な会議に出席し、役職員からその職
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に京丹後支部を設置し、労務管理等業務処理体制を整備しました。
平成２８年４月から、京都府の経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者の雇用

主としての事務が京都防衛事務所において実施されることに伴い、当該駐留軍等
労働者に対する現地労務管理等業務の全てを京丹後支部において実施するため、
従業員管理システムの改修、給与支払体制整備に関する国（防衛省）との調整等
を行わせたこと

③（マイナンバー制度への対応について）
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成２５年法律第２７号）の施行に伴い、駐留軍等労働者の個人番号（マイナンバ
ー）の取得、保管管理、利用、保存、提供及び廃棄に関する取扱規程を整備する
など、駐留軍等労働者の個人番号関係事務実施者として、個人番号の適正な取扱
いを確保させたこと

④（新システムの本格稼働について）
エルモの業務の基盤である在日米軍従業員管理システム等の再構築プロジェク

トを完了し、平成２７年７月から新システムを本稼働させ、平成２８年３月末ま
での新システム稼働率１００％を達成させたこと

等に取り組み、常に職員の士気高揚に心掛け、的確かつ確実なマネジメントを行いまし
た。

○理 事
理事は、理事長を補佐し、エルモの業務を掌理する者であり、常勤理事と非常勤理事

を置いています。
両理事は、それぞれの業務に携わる職員が計画的かつ効率的に事務を遂行できるよう、

各部の業務調整や運用実施の整理に努め、とくに理事長の示す業務運営の方針を的確に
理解し、それがエルモ内で確実に反映されるよう、具体的な実現方法を指示することに
よって、理事長の運営方針に係る定見とエルモの業務運営にそごがなく円滑に進められ
るよう常に眼を配り、組織の取りまとめに尽力しました。

○監 事
監事は、監事監査として、
① 年度目標及び事業計画に基づき実施されるエルモの業務がその目的を達成するた

めに合理的かつ効率的に運営されているかどうかを監査する業務監査
② エルモの会計に関する事務処理が法令等に従い適正に行われているかどうかを監

査する会計監査
を、監査計画により実施し、その監査結果を理事長及び防衛大臣に提出しました。

また、監査では、役職員に対し、業務の執行に関して、資料の提出や説明を求め、必
要に応じて助言や指導などを行い、エルモの業務の適正かつ効率的な運営に資するとも
に、会計経理の適正化を期するよう努めました。

さらに、法人の長とは独立した立場から、エルモの内部統制の整備及び運用状況を監
視し、その検証に努め、役職員に対しては、一般の方にも分かりやすい説明となるよう
常に心掛けて応対することを求めました。
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平成２７年度の内部監査は、次の事項を重視事項として定めた「平成２７年度内部監査
計画」に基づき、書面による方法及び実地による方法により実施しました。

1) 業務運営の効率化
2) 財務の状況
3) 駐留軍等労働者に関する業務の状況
4) 人事管理の状況
5) 保有資産の措置状況
6) 内部統制の実施状況
7) 経ケ岬通信所に係る労務管理等業務体制の整備状況

評価・監査役は、監査の実施に当たり各業務が関係
規則、通達等に基づき適正に実施されているか、各関係
書類の抽出点検、担当部署からの説明聴取等の方法によ
り、業務全般にわたって監査するとともに、監事と緊密
な連携を図り、監事監査の結果も参考としました。

内部監査（実地監査）の実施状況

監 査 区 分 被監査部署名 監 査 実 施 日

業務監査及び 本 部 平成２７年 ６月 １日・ ２日

会計監査 三 沢 支 部 平成２７年 ８月１９日～２１日

横 田 支 部 平成２７年 ９月１７日～１８日

京 丹 後 支 部 平成２７年１０月２９日・３０日

本 部 平成２７年１２月 ２日・ ３日

佐 世 保 支 部 平成２８年 ２月１７日～１９日

当該監査において、業務運営の効率化及び人件費を含む経費の縮減については、計画的
に取り組んでおり、契約業務（随意契約の適正化等）については、一般競争入札への移行、
随意契約審査委員会の運営等が適切に実施されていたことを確認しました。

また、内部統制の実施については、定例会議開催による業務の進捗状況の確認、各種通
知等の周知による情報の共有化及び共通認識の保持が図られていたことを確認しました。

なお、平成２７年度に実施した内部監査の結果において、特筆すべき是正又は改善を
要する事項はありませんでした。

４ 法人の長等の業務運営状況

○理事長
エルモの第３期中期目標期間は、平成２６年度で中途終了し、平成２７年度から行政

執行法人（単年度管理型の法人）となり、理事長は、事業計画に掲げた新たな要員縮減
や経費の縮減と駐留軍等労働者の雇入れ、提供、給与及び福利厚生などの労務管理等事
務の円滑かつ確実な実施を達成するため、エルモの先頭に立ってマネジメントを発揮し
てきました。

平成２７年度においても、駐留軍等労働者へのサービス及び業務運営の効率化、その
他の業務の質の向上に関する各種施策の推進など、確実かつ安定的な業務運営に努める
ため、役職員に対し、適宜、業務の進捗を報告させ、指示を行うとともに、組織の方針
を自ら決定し、意思統一を図り、法人の長としての指導力を遺憾なく発揮しました。

具体的には、
①（組織改編関係について）

平成２７年７月に組織改編を行い、本部組織の部課の統合及び支部組織におけ
る組織のフラット化による業務量の平準化に資する業務実施体制の整備を行わせ
たこと

②（京丹後支部での業務実施体制について）
現地における労務管理等事務の円滑な実施を図るため、平成２７年４月１０日

内部監査（三沢支部）
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に京丹後支部を設置し、労務管理等業務処理体制を整備しました。
平成２８年４月から、京都府の経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者の雇用

主としての事務が京都防衛事務所において実施されることに伴い、当該駐留軍等
労働者に対する現地労務管理等業務の全てを京丹後支部において実施するため、
従業員管理システムの改修、給与支払体制整備に関する国（防衛省）との調整等
を行わせたこと

③（マイナンバー制度への対応について）
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成２５年法律第２７号）の施行に伴い、駐留軍等労働者の個人番号（マイナンバ
ー）の取得、保管管理、利用、保存、提供及び廃棄に関する取扱規程を整備する
など、駐留軍等労働者の個人番号関係事務実施者として、個人番号の適正な取扱
いを確保させたこと

④（新システムの本格稼働について）
エルモの業務の基盤である在日米軍従業員管理システム等の再構築プロジェク

トを完了し、平成２７年７月から新システムを本稼働させ、平成２８年３月末ま
での新システム稼働率１００％を達成させたこと

等に取り組み、常に職員の士気高揚に心掛け、的確かつ確実なマネジメントを行いまし
た。

○理 事
理事は、理事長を補佐し、エルモの業務を掌理する者であり、常勤理事と非常勤理事

を置いています。
両理事は、それぞれの業務に携わる職員が計画的かつ効率的に事務を遂行できるよう、

各部の業務調整や運用実施の整理に努め、とくに理事長の示す業務運営の方針を的確に
理解し、それがエルモ内で確実に反映されるよう、具体的な実現方法を指示することに
よって、理事長の運営方針に係る定見とエルモの業務運営にそごがなく円滑に進められ
るよう常に眼を配り、組織の取りまとめに尽力しました。

○監 事
監事は、監事監査として、
① 年度目標及び事業計画に基づき実施されるエルモの業務がその目的を達成するた

めに合理的かつ効率的に運営されているかどうかを監査する業務監査
② エルモの会計に関する事務処理が法令等に従い適正に行われているかどうかを監

査する会計監査
を、監査計画により実施し、その監査結果を理事長及び防衛大臣に提出しました。

また、監査では、役職員に対し、業務の執行に関して、資料の提出や説明を求め、必
要に応じて助言や指導などを行い、エルモの業務の適正かつ効率的な運営に資するとも
に、会計経理の適正化を期するよう努めました。

さらに、法人の長とは独立した立場から、エルモの内部統制の整備及び運用状況を監
視し、その検証に努め、役職員に対しては、一般の方にも分かりやすい説明となるよう
常に心掛けて応対することを求めました。

- 71 -

平成２７年度の内部監査は、次の事項を重視事項として定めた「平成２７年度内部監査
計画」に基づき、書面による方法及び実地による方法により実施しました。

1) 業務運営の効率化
2) 財務の状況
3) 駐留軍等労働者に関する業務の状況
4) 人事管理の状況
5) 保有資産の措置状況
6) 内部統制の実施状況
7) 経ケ岬通信所に係る労務管理等業務体制の整備状況

評価・監査役は、監査の実施に当たり各業務が関係
規則、通達等に基づき適正に実施されているか、各関係
書類の抽出点検、担当部署からの説明聴取等の方法によ
り、業務全般にわたって監査するとともに、監事と緊密
な連携を図り、監事監査の結果も参考としました。

内部監査（実地監査）の実施状況

監 査 区 分 被監査部署名 監 査 実 施 日

業務監査及び 本 部 平成２７年 ６月 １日・ ２日

会計監査 三 沢 支 部 平成２７年 ８月１９日～２１日

横 田 支 部 平成２７年 ９月１７日～１８日

京 丹 後 支 部 平成２７年１０月２９日・３０日

本 部 平成２７年１２月 ２日・ ３日

佐 世 保 支 部 平成２８年 ２月１７日～１９日

当該監査において、業務運営の効率化及び人件費を含む経費の縮減については、計画的
に取り組んでおり、契約業務（随意契約の適正化等）については、一般競争入札への移行、
随意契約審査委員会の運営等が適切に実施されていたことを確認しました。

また、内部統制の実施については、定例会議開催による業務の進捗状況の確認、各種通
知等の周知による情報の共有化及び共通認識の保持が図られていたことを確認しました。

なお、平成２７年度に実施した内部監査の結果において、特筆すべき是正又は改善を
要する事項はありませんでした。

４ 法人の長等の業務運営状況

○理事長
エルモの第３期中期目標期間は、平成２６年度で中途終了し、平成２７年度から行政

執行法人（単年度管理型の法人）となり、理事長は、事業計画に掲げた新たな要員縮減
や経費の縮減と駐留軍等労働者の雇入れ、提供、給与及び福利厚生などの労務管理等事
務の円滑かつ確実な実施を達成するため、エルモの先頭に立ってマネジメントを発揮し
てきました。

平成２７年度においても、駐留軍等労働者へのサービス及び業務運営の効率化、その
他の業務の質の向上に関する各種施策の推進など、確実かつ安定的な業務運営に努める
ため、役職員に対し、適宜、業務の進捗を報告させ、指示を行うとともに、組織の方針
を自ら決定し、意思統一を図り、法人の長としての指導力を遺憾なく発揮しました。

具体的には、
①（組織改編関係について）

平成２７年７月に組織改編を行い、本部組織の部課の統合及び支部組織におけ
る組織のフラット化による業務量の平準化に資する業務実施体制の整備を行わせ
たこと

②（京丹後支部での業務実施体制について）
現地における労務管理等事務の円滑な実施を図るため、平成２７年４月１０日

内部監査（三沢支部）
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平成２７年度業務実績に関する項目別自己評価結果一覧表

自己評価 参 照
事業計画（各項目） 評価指標 ページ

指標 項目

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置

１ 駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の実施に関する業務

駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の実施に関する業務（在日 ・労務管理業務の実施状況
米軍からの労務要求書の受理、募集及び人事措置通知書の交付等）を円滑 Ｂ Ｂ １３
かつ確実に実施する。

在日米軍からの労務要求に対し、労務要求書受理後１箇月以内に資格要 ・在日米軍に対する紹介状況 （１箇月以内に紹
件を満たす者を在日米軍に紹介する率について、以下の措置を講ずること 介した割合）【主な定量的指標】 Ｂ １６
により、平成２７年度において９０％以上の維持に努める。

ア ポスターを作成し、公共職業安定所、学校及び主要駅等に掲示する。 ・メディアの活用状況 Ｂ １７
（平成２７年度ポスター作成予定枚数：1,200枚）

イ パンフレットを作成し、地方公共団体及び学校等に配布するとともに、採用
希望者への説明に活用する。
（平成２７年度パンフレット作成予定部数：22,300部）

ウ 求人情報誌、ラジオ等のメディアを活用する。

エ 在日米軍が求める高度な技術力を有する優秀な人材確保のため、大学訪 ・大学訪問や企業説明会への参加推進状況 Ｂ １９
問や企業説明会への参加を推進する。

オ 引き続き効果的な募集を実施していくため、上記施策の検討の資として、 ・応募者へのアンケート実施状況 Ｂ １９
応募者にアンケートを実施する。

２ 駐留軍等労働者の給与の支給に関する業務

駐留軍等労働者の給与の支給に関する業務（給与、旅費に係る計算及び書 ・給与業務の実施状況 Ｂ Ｂ ２１
類作成等）を円滑かつ確実に実施する。

国の行政施策の企画立案に資するため、国からの求めに応じ、「駐留軍等労 ・給与に係る調査及び分析並びに改善案の作 Ｂ ２３
働者給与等実態調査」等の駐留軍等労働者の給与に係る調査及び分析並びに 成、国への提示状況【主な指標】
改善案の作成を行い、国に提示する。

３ 駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務

駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務（ほう賞の支給、制服及び ・福利厚生業務の実施状況 Ｂ Ｂ ２５
保護衣の購入・貸与、退職準備研修の実施、成人病予防健康診断の実施、心の
健康に係る相談、業務災害を受けた者等への特別援護金の支給、社会保険の
手続及び定期健康診断・永年勤続表彰の計画及び実施支援等）を円滑かつ確
実に実施する。

退職準備研修について、過去の受講者に対するアンケート調査結果の分析・ ・退職準備研修のアンケート調査結果の分析・検 Ｂ ３０
検証を行った上で年間の研修計画を作成し、効果的な実施を図ることにより、ア 証を踏まえた研修計画の作成及び効果的な実施
ンケート調査結果の満足度が９０％以上となるよう努める。 の状況

・ 受講者の満足度【主な定量的指標】 Ｂ ３０

各種申請書類等の受け渡しを基地内でできないかという駐留軍等労働者の
ニーズを踏まえ、各種申請書類等の提出等が容易となる基地内窓口の設置につ ・基地内窓口の設置に係る在日米軍との調整・ Ｂ ３１
いて、在日米軍と調整しつつ検討を継続し、結論を得る。 検討状況及び結論

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 業務の効率化・組織改編

（１） 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日 ・要員の縮減状況等【主な定量的指標】 Ｂ Ｂ ３３
閣議決定）において定められた支部組織における組織のフラット化、本部組
織における部課の統合、国家公務員身分を有する期間業務職員の更なる
活用による人件費の削減等の取組を下記のとおり適切に実施するととも
に、平成２６年度に比し８人以上の要員縮減を実施する。

ア 本部組織における部課の統合 ・本部組織の部課の統合状況 Ｂ ３５
３部７課を２部５課に再編する。

イ 支部組織における組織のフラット化 ・支部組織のフラット化及び業務量の平準化に
支部組織（沖縄支部を除く。）については、「給与課」と「厚生課」を統 資する業務実施体制の整備状況
合して「給与厚生課」とし、管理課及び給与厚生課の２課とする。
また、組織改編後の「給与厚生課」においては、給与業務と福利厚生
業務との横断的処理を可能とし、課内各係の業務量の平準化に資す
るよう、業務実施体制を整備する
沖縄支部については、「総務課」と「管理課」を統合して「管理課」と
し、管理課、給与課及び厚生課の３課とする。

ウ 期間業務職員の更なる活用 ・期間業務職員の更なる活用の実施状況 Ｂ ３５
４以上の職位について、期間業務職員を活用する。

また、上記閣議決定に係る措置の平成２７年度以降の段階的拡大を適切に ・具体的な組織改編の方向性についての検討 Ｂ ３６
実施するため、「公共サービス改革法の事業選定に関するヒアリングの実施等に 及び事務・事業の効率化策等の情報収集の状況
ついて」（平成２５年１２月２０日付け内閣府公共サービス改革推進室及び官民競
争入札等監理委員会事務局事務連絡）において、平成２７年度の機構組織改編
後に実施を求めるとされた業務フロー・コスト分析の結果等も踏まえつつ、具体
的な組織改編の方向性についての検討を今後も継続する。
あわせて、他の法人等に係る業務フロー・コスト分析の結果、事務・事業の効

率化策等の情報収集に努める。

（２） 在日米軍従業員管理システム等の再構築については、平成２７年４月 ・新システムの安定的な稼働の確保状況 Ａ Ａ ３７
から３箇月間を並行稼働期間として設定し、新旧システムで同じデータを 【主な定量的指標】
用いてテストし、処理結果の整合性を確認することによって、平成２７年７
月から新システムの安定的な稼働（平成２７年７月以降の平成２７年度中
のシステム稼働率：９９．９％以上）を確保する。
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平成２７年度業務実績に関する項目別自己評価結果一覧表

自己評価 参 照
事業計画（各項目） 評価指標 ページ

指標 項目

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置

１ 駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の実施に関する業務

駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の実施に関する業務（在日 ・労務管理業務の実施状況
米軍からの労務要求書の受理、募集及び人事措置通知書の交付等）を円滑 Ｂ Ｂ １３
かつ確実に実施する。

在日米軍からの労務要求に対し、労務要求書受理後１箇月以内に資格要 ・在日米軍に対する紹介状況 （１箇月以内に紹
件を満たす者を在日米軍に紹介する率について、以下の措置を講ずること 介した割合）【主な定量的指標】 Ｂ １６
により、平成２７年度において９０％以上の維持に努める。

ア ポスターを作成し、公共職業安定所、学校及び主要駅等に掲示する。 ・メディアの活用状況 Ｂ １７
（平成２７年度ポスター作成予定枚数：1,200枚）

イ パンフレットを作成し、地方公共団体及び学校等に配布するとともに、採用
希望者への説明に活用する。
（平成２７年度パンフレット作成予定部数：22,300部）

ウ 求人情報誌、ラジオ等のメディアを活用する。

エ 在日米軍が求める高度な技術力を有する優秀な人材確保のため、大学訪 ・大学訪問や企業説明会への参加推進状況 Ｂ １９
問や企業説明会への参加を推進する。

オ 引き続き効果的な募集を実施していくため、上記施策の検討の資として、 ・応募者へのアンケート実施状況 Ｂ １９
応募者にアンケートを実施する。

２ 駐留軍等労働者の給与の支給に関する業務

駐留軍等労働者の給与の支給に関する業務（給与、旅費に係る計算及び書 ・給与業務の実施状況 Ｂ Ｂ ２１
類作成等）を円滑かつ確実に実施する。

国の行政施策の企画立案に資するため、国からの求めに応じ、「駐留軍等労 ・給与に係る調査及び分析並びに改善案の作 Ｂ ２３
働者給与等実態調査」等の駐留軍等労働者の給与に係る調査及び分析並びに 成、国への提示状況【主な指標】
改善案の作成を行い、国に提示する。

３ 駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務

駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務（ほう賞の支給、制服及び ・福利厚生業務の実施状況 Ｂ Ｂ ２５
保護衣の購入・貸与、退職準備研修の実施、成人病予防健康診断の実施、心の
健康に係る相談、業務災害を受けた者等への特別援護金の支給、社会保険の
手続及び定期健康診断・永年勤続表彰の計画及び実施支援等）を円滑かつ確
実に実施する。

退職準備研修について、過去の受講者に対するアンケート調査結果の分析・ ・退職準備研修のアンケート調査結果の分析・検 Ｂ ３０
検証を行った上で年間の研修計画を作成し、効果的な実施を図ることにより、ア 証を踏まえた研修計画の作成及び効果的な実施
ンケート調査結果の満足度が９０％以上となるよう努める。 の状況

・ 受講者の満足度【主な定量的指標】 Ｂ ３０

各種申請書類等の受け渡しを基地内でできないかという駐留軍等労働者の
ニーズを踏まえ、各種申請書類等の提出等が容易となる基地内窓口の設置につ ・基地内窓口の設置に係る在日米軍との調整・ Ｂ ３１
いて、在日米軍と調整しつつ検討を継続し、結論を得る。 検討状況及び結論

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 業務の効率化・組織改編

（１） 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日 ・要員の縮減状況等【主な定量的指標】 Ｂ Ｂ ３３
閣議決定）において定められた支部組織における組織のフラット化、本部組
織における部課の統合、国家公務員身分を有する期間業務職員の更なる
活用による人件費の削減等の取組を下記のとおり適切に実施するととも
に、平成２６年度に比し８人以上の要員縮減を実施する。

ア 本部組織における部課の統合 ・本部組織の部課の統合状況 Ｂ ３５
３部７課を２部５課に再編する。

イ 支部組織における組織のフラット化 ・支部組織のフラット化及び業務量の平準化に
支部組織（沖縄支部を除く。）については、「給与課」と「厚生課」を統 資する業務実施体制の整備状況
合して「給与厚生課」とし、管理課及び給与厚生課の２課とする。
また、組織改編後の「給与厚生課」においては、給与業務と福利厚生
業務との横断的処理を可能とし、課内各係の業務量の平準化に資す
るよう、業務実施体制を整備する
沖縄支部については、「総務課」と「管理課」を統合して「管理課」と
し、管理課、給与課及び厚生課の３課とする。

ウ 期間業務職員の更なる活用 ・期間業務職員の更なる活用の実施状況 Ｂ ３５
４以上の職位について、期間業務職員を活用する。

また、上記閣議決定に係る措置の平成２７年度以降の段階的拡大を適切に ・具体的な組織改編の方向性についての検討 Ｂ ３６
実施するため、「公共サービス改革法の事業選定に関するヒアリングの実施等に 及び事務・事業の効率化策等の情報収集の状況
ついて」（平成２５年１２月２０日付け内閣府公共サービス改革推進室及び官民競
争入札等監理委員会事務局事務連絡）において、平成２７年度の機構組織改編
後に実施を求めるとされた業務フロー・コスト分析の結果等も踏まえつつ、具体
的な組織改編の方向性についての検討を今後も継続する。
あわせて、他の法人等に係る業務フロー・コスト分析の結果、事務・事業の効

率化策等の情報収集に努める。

（２） 在日米軍従業員管理システム等の再構築については、平成２７年４月 ・新システムの安定的な稼働の確保状況 Ａ Ａ ３７
から３箇月間を並行稼働期間として設定し、新旧システムで同じデータを 【主な定量的指標】
用いてテストし、処理結果の整合性を確認することによって、平成２７年７
月から新システムの安定的な稼働（平成２７年７月以降の平成２７年度中
のシステム稼働率：９９．９％以上）を確保する。
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注） 自己評価の目安
平成２７年３月３１日改正の独立行政法人駐留等労働者労務管理機構の業務運営並びに財務及び会計に関する省令（平成１３年１２月

１日内閣府令第９３号）等を踏まえ、年度計画等の項目に設定された評価指標ごとに、下記の独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構
における業務の実績等に関する評価基準評定を目安として、自己評価結果欄に標語を記載した。（項目の評価指標が１つの場合は項目の
みに標語を記載）

○ 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構における業務の実績等に関する評価基準（抜粋）
第４ 年度評価の基準等
･･･
(1) 項目別評定

ア 評定区分
項目別評定は、年度目標の各項目に対応する事業計画の項目等について、それぞれ以下の５段階（「Ｂ」を標準とする。）

により行う。また、評定項目に複数の指標がある場合には、指標ごとの評定を総合して当該項目の評定とするものとする。
Ｓ：機構の活動により、事業計画における所期の目標を質的及び量的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定

量的指標においては対年度目標値の120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。
Ａ：機構の活動により、事業計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては

対年度目標値の120％以上）。
Ｂ：事業計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対年度目標値の100％以上120％未

満）。
Ｃ：事業計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対年度目標値の80％以上100％

未満）。
Ｄ：事業計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた、抜本的な改善を求める（定量的指標においては

対年度目標値の80％未満、又はその業務について業務運営の改善に関する監督上必要な命令をすることが必要と判断
される場合）。

なお、業務実績を定量的に測定し難い場合においては、以下のとおり段階を読み替えたうえで、評定を行うものとする。
Ｓ：－
Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。
Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。
Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。
Ｄ：目標の水準を満たしておらず、その業務について業務運営の改善に関する監督上必要な命令をすることが必要と判断

される場合を含む、抜本的な業務の見直しを求める。
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併せて、業務の一層の効率化を図るため、在日米軍従業員管理システム等 ・次期システムの在り方の検討状況 Ｂ ３８
の次期換装（平成３２年度）に向けて、次期システムの在り方について検討を開
始する。

・情報セキュリティ教育及び監督検査の実施状 Ａ ３９
また、情報セキュリティ対策については、教育テキスト及び映像コンテンツを 況

用いた教育、情報セキュリティ規定が遵守されていることを確認するための監督
検査を実施する。

個人情報の保護についても適切に対応するため、職員への周知徹底・教育そ ・個人情報保護の職員への周知徹底・教育その Ｂ ４１
の他の措置を講ずる。 他の措置状況

２ 調達等合理化の取組の推進

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成２７年５ ・調達等合理化計画の取組状況【主な指標】 Ｂ Ｂ ４２
月２５日総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施することにより、調達等合理
化の取組を推進する。

具体的には、契約監視委員会を開催し、一者応札・応募となっている案件につ ・契約状況の点検・見直しの実施及びその結果 Ｂ ４３
いて改善方策が適当であるか等の観点に沿って契約状況の点検・見直しを行 等の公表状況
い、契約の適正化を推進するとともに、その結果等をホームページにおいて公表
する。

また、契約の適正性・透明性を確保するため、「公共調達の適正化について」 ・予定価格が一定金額以上の契約についての
（平成１８年８月２５日付け財計第２０１７号）等に基づき、予定価格が一定金額以 公表状況
上の契約について、契約の相手方、契約金額、予定価格等の情報をホームペー
ジにおいて公表する。

第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

別紙１から別紙３までのとおり。 ・機構運営関係費の縮減状況（平成２６年度を Ｂ Ｂ ４４
人件費を含む機構運営関係費について、平成２６年度を基準として４％の縮減 基準とした縮減割合）【主な定量的指標】
を図る。ただし、特殊要因を除く。

また、物件費については、計画的・効率的に執行し、経費節減の余地（事務室 ・物件費の自己評価の実施状況及び適切な見 Ｂ ４５
借上契約の契約更新時において賃料交渉を行うなど）がないかについて自己評 直しの実施状況
価を毎四半期に行った上で、適切な見直しを行う。

第４ 短期借入金の限度額

短期借入金の限度額は３億円とし、運営費交付金の受入れが遅延する場合
や予想外の退職手当の支給等に用いるものとする。

第５ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 施設及び設備に関する計画

なし

２ 人事に関する計画

（１） 人員削減を行うに当たっては、円滑な業務処理に配慮した人員の適正 ・円滑な業務処理に配慮した人員の適切な配置 Ｂ ４７
な配置に努める。 状況【主な指標】

（２） 年間の研修に係る計画を作成し、職員養成研修等の着実な実施を図 ・年間の研修計画の作成及び研修の実施状況 Ｂ ４８
る。

３ 積立金の使途

なし

第６ その他

１ 給与水準の適正化等

機構の役職員の給与水準について、国家公務員の給与水準も考慮し、役職 ・役職員給与の在り方の検証、規則の適切な見 Ｂ Ｂ ５０
員給与の在り方を検証した上で、役員報酬規則、役員退職手当規則及び職員給 直しの実施及び適正化の取組状況【主な指標】
与規則の適切な見直しを行い、その適正化に取り組む。

また、検証結果及び取組状況をホームページにおいて公表する。 ・役職員給与の在り方の検証結果及び適正化 Ｂ ５２
の取組状況の公表状況

２ 機構の広報活動

エルモの業務内容等について広く理解が深まるよう、広報誌のハローワーク ・広報活動の推進状況 Ｂ ５３
及び地方自治体等への配布、ホームページの活用等により、広報活動を推進す
る。

３ 保有資産に係る措置

各支部・分室について、職員数に比して施設規模が過大でないかの検証、近 ・支部・分室に係る調査・検証及び所要の措置 Ｂ ５５
傍類似物件の賃料調査・検証を実施した上、駐留軍等労働者にとっての利便 の実施状況
性、地域事情を総合的に勘案し、所要の措置を実施する。

４ 経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理等業務
の実施体制の整備

京都府京丹後市に設置された経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者の雇 ・現地における一元的な業務処理実施体制の Ｂ ５６
用等労務管理について、現地における一元的な業務処理実施体制を整備する。 整備状況

５ 法人間共同調達の検討

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に基づき、消耗品等の共同調 ・他の独立行政法人との調整・検討の実施状況 Ｂ ５７
達を実施することにより経費を節減できないか、近傍（東京都港区）に所在する
他の独立行政法人との間で、調整・検討を実施する。
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注） 自己評価の目安
平成２７年３月３１日改正の独立行政法人駐留等労働者労務管理機構の業務運営並びに財務及び会計に関する省令（平成１３年１２月

１日内閣府令第９３号）等を踏まえ、年度計画等の項目に設定された評価指標ごとに、下記の独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構
における業務の実績等に関する評価基準評定を目安として、自己評価結果欄に標語を記載した。（項目の評価指標が１つの場合は項目の
みに標語を記載）

○ 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構における業務の実績等に関する評価基準（抜粋）
第４ 年度評価の基準等
･･･
(1) 項目別評定

ア 評定区分
項目別評定は、年度目標の各項目に対応する事業計画の項目等について、それぞれ以下の５段階（「Ｂ」を標準とする。）

により行う。また、評定項目に複数の指標がある場合には、指標ごとの評定を総合して当該項目の評定とするものとする。
Ｓ：機構の活動により、事業計画における所期の目標を質的及び量的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定

量的指標においては対年度目標値の120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。
Ａ：機構の活動により、事業計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては

対年度目標値の120％以上）。
Ｂ：事業計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対年度目標値の100％以上120％未

満）。
Ｃ：事業計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対年度目標値の80％以上100％

未満）。
Ｄ：事業計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた、抜本的な改善を求める（定量的指標においては

対年度目標値の80％未満、又はその業務について業務運営の改善に関する監督上必要な命令をすることが必要と判断
される場合）。

なお、業務実績を定量的に測定し難い場合においては、以下のとおり段階を読み替えたうえで、評定を行うものとする。
Ｓ：－
Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。
Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。
Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。
Ｄ：目標の水準を満たしておらず、その業務について業務運営の改善に関する監督上必要な命令をすることが必要と判断

される場合を含む、抜本的な業務の見直しを求める。
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併せて、業務の一層の効率化を図るため、在日米軍従業員管理システム等 ・次期システムの在り方の検討状況 Ｂ ３８
の次期換装（平成３２年度）に向けて、次期システムの在り方について検討を開
始する。

・情報セキュリティ教育及び監督検査の実施状 Ａ ３９
また、情報セキュリティ対策については、教育テキスト及び映像コンテンツを 況

用いた教育、情報セキュリティ規定が遵守されていることを確認するための監督
検査を実施する。

個人情報の保護についても適切に対応するため、職員への周知徹底・教育そ ・個人情報保護の職員への周知徹底・教育その Ｂ ４１
の他の措置を講ずる。 他の措置状況

２ 調達等合理化の取組の推進

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成２７年５ ・調達等合理化計画の取組状況【主な指標】 Ｂ Ｂ ４２
月２５日総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施することにより、調達等合理
化の取組を推進する。

具体的には、契約監視委員会を開催し、一者応札・応募となっている案件につ ・契約状況の点検・見直しの実施及びその結果 Ｂ ４３
いて改善方策が適当であるか等の観点に沿って契約状況の点検・見直しを行 等の公表状況
い、契約の適正化を推進するとともに、その結果等をホームページにおいて公表
する。

また、契約の適正性・透明性を確保するため、「公共調達の適正化について」 ・予定価格が一定金額以上の契約についての
（平成１８年８月２５日付け財計第２０１７号）等に基づき、予定価格が一定金額以 公表状況
上の契約について、契約の相手方、契約金額、予定価格等の情報をホームペー
ジにおいて公表する。

第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

別紙１から別紙３までのとおり。 ・機構運営関係費の縮減状況（平成２６年度を Ｂ Ｂ ４４
人件費を含む機構運営関係費について、平成２６年度を基準として４％の縮減 基準とした縮減割合）【主な定量的指標】
を図る。ただし、特殊要因を除く。

また、物件費については、計画的・効率的に執行し、経費節減の余地（事務室 ・物件費の自己評価の実施状況及び適切な見 Ｂ ４５
借上契約の契約更新時において賃料交渉を行うなど）がないかについて自己評 直しの実施状況
価を毎四半期に行った上で、適切な見直しを行う。

第４ 短期借入金の限度額

短期借入金の限度額は３億円とし、運営費交付金の受入れが遅延する場合
や予想外の退職手当の支給等に用いるものとする。

第５ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 施設及び設備に関する計画

なし

２ 人事に関する計画

（１） 人員削減を行うに当たっては、円滑な業務処理に配慮した人員の適正 ・円滑な業務処理に配慮した人員の適切な配置 Ｂ ４７
な配置に努める。 状況【主な指標】

（２） 年間の研修に係る計画を作成し、職員養成研修等の着実な実施を図 ・年間の研修計画の作成及び研修の実施状況 Ｂ ４８
る。

３ 積立金の使途

なし

第６ その他

１ 給与水準の適正化等

機構の役職員の給与水準について、国家公務員の給与水準も考慮し、役職 ・役職員給与の在り方の検証、規則の適切な見 Ｂ Ｂ ５０
員給与の在り方を検証した上で、役員報酬規則、役員退職手当規則及び職員給 直しの実施及び適正化の取組状況【主な指標】
与規則の適切な見直しを行い、その適正化に取り組む。

また、検証結果及び取組状況をホームページにおいて公表する。 ・役職員給与の在り方の検証結果及び適正化 Ｂ ５２
の取組状況の公表状況

２ 機構の広報活動

エルモの業務内容等について広く理解が深まるよう、広報誌のハローワーク ・広報活動の推進状況 Ｂ ５３
及び地方自治体等への配布、ホームページの活用等により、広報活動を推進す
る。

３ 保有資産に係る措置

各支部・分室について、職員数に比して施設規模が過大でないかの検証、近 ・支部・分室に係る調査・検証及び所要の措置 Ｂ ５５
傍類似物件の賃料調査・検証を実施した上、駐留軍等労働者にとっての利便 の実施状況
性、地域事情を総合的に勘案し、所要の措置を実施する。

４ 経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者に対する適切な労務管理等業務
の実施体制の整備

京都府京丹後市に設置された経ケ岬通信所に勤務する駐留軍等労働者の雇 ・現地における一元的な業務処理実施体制の Ｂ ５６
用等労務管理について、現地における一元的な業務処理実施体制を整備する。 整備状況

５ 法人間共同調達の検討

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に基づき、消耗品等の共同調 ・他の独立行政法人との調整・検討の実施状況 Ｂ ５７
達を実施することにより経費を節減できないか、近傍（東京都港区）に所在する
他の独立行政法人との間で、調整・検討を実施する。
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